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67
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商工政策課
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障がい福祉課
長寿介護課
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本的な考え方
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商工政策課
農産園芸課
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10.要配慮者に係
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節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.県民に対する防災知識 危機管理局
関係各課

関係機関
81

2.児童生徒等に対する防災教育 学校政策課 81
3.防災要員に対する教育 危機管理局

各部局
関係機関

82

4.観光客等への広報 危機管理局
関係各課

関係機関
83

5.相談窓口の設置 危機管理局 83
1.活動カバー率の向上と活動支援 83
2.訓練の実施による災害対応力の強
化

84

3.事業所防災活動の推進 84
4.宮崎県防災士ネットワークの活動
支援

85

5.地域にふさわしい防災力の強化 85
1.活動促進のための拠点づくり 85
2.宮崎県ボランティア基金の活用 85
3.活動促進のための体制づくり 86
4.赤十字防災ボランティア活動体制
整備

日赤県支部 日本赤十字社
87

5.地域安全活動ボランティアの体制
整備

県警察本部
88

4.地区防災計画の
策定

危機管理局
関係各課

88

5.災害教訓の伝承 危機管理局
関係各課

関係機関
88

3.ボランティアの
環境整備

生活・協働・男女参
画課

県社会福祉協議会
市町村社会福祉協議
会

3.県民の防災活動
の促進

1.防災知識の普及

2.自主防災組織等
の育成強化

危機管理局
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節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.情報連絡本部の設置 89
2.災害警戒本部の設置 89
3.災害対策本部の設置 89
4.災害対策本部の組織等 91
5.県庁非常時体制 93
6.災害対策現地合同調整本部の設置 93
7.防災関係機関等に対する連絡員の
派遣要請

93

8.非常(緊急)災害現地対策本部との
連携

93

9.災害対策本部・支部の廃止 93
10.災害対策室の設置 94
1.職員の自主参集 100
2.職員の動員 100
3.職員の対応 101
4.体制確立時の報告 101
1.市町村災害対策組織の確立 103
2.市町村災害対策本部の設置基準 103
3.県等への報告・通報 103
1.災害対策組織の確立 103
2.県災害対策本部への連絡員の派遣 103
1.被害状況の早期把握 危機管理局

県警察本部
自衛隊
宮崎海上保安部

104

2.第1次情報等の収集 危機管理局 関係機関 104
3.被害情報、応急対策活動情報の連
絡

危機管理局
県警察本部

105

4.被害状況等の集約 危機管理局 116
5.県民への広報 秘書広報課

県警察本部
117

1.専用通信設備の運用 危機管理局 ＮＴＴ西日本 119
2.代替通信機能の確保 危機管理局 ＮＴＴ西日本

ＮＨＫ　他
119

1.応援要請の実施 127
2.応援受入体制の確保 129
3.消防機関の応援要請 130
4.他都道府県被災時の応援 131
5.広域受援・応援計画 131
6.県等による応急措置の代行 131
1.自衛隊に対する災害派遣要請 132
2.自衛隊の自主判断に基づく災害派
遣

137

3.自衛隊受入れ体制の確立 138
4.災害派遣部隊等の活動 138
5.派遣部隊等の撤収要請 139
6.緊急時ヘリコプター離着陸場の選
定と準備

140

7.災害時における地上と自衛隊航空
機との交信方法

143

1.支援要請事項
2.支援要請手続き
3.市町村長の支援要請の依頼手続き
4.海上保安庁との連絡
1.救助・救急活動の原則 146
2.市町村及び消防機関による救助・
救急活動

147

3.県等のとる措置 危機管理局
県警察本部

宮崎海上保安部
147

4.住民相互、自主防災組織、事業所
等による救助活動の実施

危機管理局
148

2.消火活動 1.消防機関による消火活動 危機管理局 148

危機管理局

危機管理局
人事課

危機管理局

危機管理局

危機管理局

第３章　災害応急対策計画

自衛隊

1.活動体制の確立 1.県災害対策本部
等の設置

2.職員の参集及び
動員

3.市町村の活動体
制の確立

4.防災関係機関の
活動体制の確立
1.災害情報の収
集・連絡

2.通信手段の確保

1.地方公共団体に
よる広域的な応援
体制

2.自衛隊派遣要
請・受入体制の確
保

3.海上保安庁に対
する支援要請

2.発災直後の情報
の収集・連絡及び
通信の確保

危機管理局
関係各課

3.広域応援活動

4.救助・救急及び
消火活動

1.救助・救急活動

危機管理局 宮崎海上保安部

146
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県 その他
節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.基本方針 149
2.医療情報の収集 149
1.DMATによる医療救護活動 150
2.医療救護班による医療救護活動 150
3.災害医療コーディネーターによる
活動

150

4.ＤＰＡＴによる精神医療の提供と
精神保健活動支援

151

1.傷病者の搬送 151
2.医療救護スタッフの搬送 152
3.医薬品等の医療物資の輸送 152

4.医薬品等の供給 医薬品等の供給 152
5.医療情報の確保
等

医療情報の確保等
152

1.災害発生時の迅速な通報連絡 医療薬務課
危機管理局

153

2.医師等医療関係者の出動
3.救急医療の範囲
4.医療材料等の確保
5.対策本部の設置
6.傷病者の搬送
7.傷病者の収容
8.費用の範囲と負担区分
9.補償
1.輸送に当たっての配慮事項 155
2.災害発生後の各段階において優先
されるもの

155

3.市町村及び防災関係機関の緊急輸
送

155

4.緊急輸送状況の把握と輸送の調整 156
1.対策の概要 危機管理局 156
2.交通規制の実施及び緊急交通路の
確保

県警察本部
道路保全課

西日本高速道路
県道路公社
九州地方整備局

156

3.道路（緊急輸送道路）の応急復旧 道路保全課 九州地方整備局
西日本高速道路
県道路公社

166

4.道路輸送手段の確保 危機管理局
物品管理調達課

九州運輸局宮崎運輸支
局 167

5.鉄道の応急復旧 ＪＲ九州 168
1.海上輸送路の確保 港湾課

漁村振興課
宮崎海上保安部

169

2.港湾、漁港の応急復旧 港湾課
漁村振興課

169

3.輸送手段の確保 港湾課
漁村振興課

宮崎海上保安部
九州運輸局宮崎運輸
支局

169

4.集積場所及び要員の確保 港湾課
漁村振興課

169

1.空港の応急復旧 170
2.空港における航空輸送の確保 170
3.緊急時ヘリコプターの離発着場の
確保等

170

4.飛行情報の提供と緊急用航空輸送
の確保

170

5.航空輸送手段の確保 危機管理局 大阪航空局宮崎空港
事務所
自衛隊
日本赤十字社

171

6.集積場所及び要員の確保 危機管理局 大阪航空局宮崎空港
事務所
自衛隊

171

5.燃料の確保 危機管理局 171

福祉保健課
医療薬務課
県警察本部
危機管理局

危機管理局

医療薬務課
病院局

医療薬務課
危機管理局

医療薬務課
危機管理局

県医師会
日本赤十字社
薬剤師会

県医師会
日本赤十字社

大阪航空局宮崎空港
事務所
自衛隊

5.医療救護活動 1.医療機関による
医療救護活動

6.緊急輸送のため
の交通の確保・緊
急輸送活動

1.交通の確保・緊
急輸送活動の基本
方針

6.重大事故等突発
的災害発生時の救
急医療対策

3.搬送体制の確保

2.ＤＭＡＴ等によ
る医療救護活動の
実施

4.航空輸送体制の
確立

3.海上輸送体制の
確立

2.陸上輸送体制の
確立

153

154

154

医療薬務課
障がい福祉課
病院局

県医師会
日本赤十字社
県薬剤師会
看護協会

県医師会
日本赤十字社
県薬剤師会
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県 その他
節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.避難対策の実施責任者 172
2.避難勧告・指示 173
3.避難実施の方法 174
4.警戒区域の設定 175
5.避難地への市町村職員等の配置 175
6.避難地における救護等 175
7.避難状況の報告 175

2.避難所の開設、
運営

1.避難所の開設、運営 福祉保健課
危機管理局

176

1.避難者、在宅被災者の把握 福祉保健課
危機管理局

179

2.被害認定 関係機関 180
1.避難所生活環境の整備 福祉保健課

健康増進課
医療薬務課

県医師会
180

2.健康管理 福祉保健課
障がい福祉課
健康増進課
医療薬務課
こども政策局

県医師会

181

1.要配慮者に配慮した応急対策の実
施

182

2.関係団体等との連携 182
3.社会福祉施設入所者等に対する安
全確保対策

ライフライン事業者
183

4.避難行動要支援者に対する安全確
保対策

福祉保健課
国民健康保険課
医療薬務課
長寿介護課
こども政策局
障がい福祉課
健康増進課
県警察本部

183

5.外国人に対する安全確保対策 オールみやざき営業
課

184

1.基本事項 建築住宅課
福祉保健課

185

2.応急仮設住宅の供与・管理 建築住宅課
福祉保健課

九州財務局宮崎財務
事務所

185

3.被災住宅の応急修理 建築住宅課
福祉保健課

187

4.公的住宅等の空き家の活用 建築住宅課 九州財務局宮崎財務
事務所

187

7.広域一時滞在 危機管理局
関係各課

188

1.食料の調達 危機管理局
農産園芸課、

農林水産省
188

2.炊出しその他による食料の給与 189
3.食料集積地の指定及び管理 190
1.飲料水の供給 191
2.応急給水の実施 191
1.生活必需品の調達 192
2.生活必需品の給（貸）与 192
1.健康対策の実施 健康増進課

医療薬務課
福祉保健課

194

2.精神医療、メンタルヘルスケアの
実施

障がい福祉課
194

1.防疫対策の実施 健康増進課
衛生管理課
医療薬務課

195

2.食品衛生対策の実施 健康増進課
衛生管理課

197

3.愛護動物対策の実施 衛生管理課 197
1.建物の倒壊・浸水によるがれき類
等の処理

198

2.避難所・生活ごみ処理 199
3.し尿処理 199
1.被害状況の把握と施設等の稼働体
制の確認

環境管理課
201

2.応急対策の実施 環境管理課
循環社会推進課

201

危機管理局
県警察本部

福祉保健課
国民健康保険課
医療薬務課
長寿介護課
こども政策局

循環社会推進課

危機管理局
衛生管理課
危機管理局
商工政策課

危機管理局
農産園芸課

宮崎海上保安部7.避難収容活動

8.食料・飲料水及
び生活必需品の調
達、供給活動

9.保健衛生、防
疫、災害廃棄物処
理等に関する活動

3.生活必需品の供
給

4.環境対策の実施

3.災害廃棄物の処
理

2.防疫・食品衛
生・愛護動物対策
の実施

1.保健衛生対策の
実施

2.飲料水の供給及
び給水の実施

6.応急住宅の確保

5.要配慮者への配
慮

3.被災者の把握

1.避難誘導の実施

1.食料の供給

4.避難生活環境の
確保
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県 その他
節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.行方不明者の調査 県警察本部 202
2.遺体の捜索 県警察本部 宮崎海上保安部 202
1.遺体の確認 県警察本部 宮崎海上保安部

福祉保健課
県医師会
歯科医師会
日本赤十字社

203

2.遺体の安置、一時保存 県警察本部
福祉保健課
衛生管理課
医療薬務課

宮崎海上保安部
県医師会
歯科医師会
日本赤十字社

203

3.遺体の埋葬 福祉保健課
衛生管理課

204

1.予想される混乱 205
2.県民への広報・伝達 205
3.警備活動の強化 205
4.保安対策 206
1.物価の安定 206
2.物資の供給確保 207
3.法律の発動の要請 207

3.帰宅困難者対策 1.帰宅困難者対策の実施 関係機関 関係機関 207
1.県総合情報ネットワークの機能確
保

危機管理局
207

2.警察無線通信の機能確保 県警察本部 208
3.災害応急対策上重要な庁舎等の機
能確保

総務課
営繕課他

208

1.道路の応急復旧 道路保全課
県警察本部

九州地方整備局
西日本高速道路
県道路公社

208

2.港湾、漁港の応急復旧 港湾課
漁村振興課

209

3.河川、砂防及び治山施設の応急復
旧

河川課
砂防課
自然環境課

209

4.農業用施設の応急復旧 農村整備課 209
1.上水道停止時の代替措置 衛生管理課 210
2.下水道停止時の代替措置 循環社会推進課 210
3.ガス停止時の代替措置 宮崎ガス 210
4.電力停止時の代替措置 九州電力 210
5.電話停止時の代替措置 ＮＴＴ西日本 211
1.上水道施設の応急復旧 衛生管理課 212
2.下水道施設の応急復旧 都市計画課

農村整備課
212

3.工業用水道の応急復旧 企業局 213
4.都市ガス施設の応急復旧 宮崎ガス 213
5.電力施設の応急復旧 企業局 九州電力 214
6.通信施設の応急復旧 ＮＴＴ西日本 217
1.連絡体制の確保 219
2.連絡・協議 220
1.ニーズの把握 福祉保健課

長寿介護課
障がい福祉課
健康増進課

220

2.生活情報の提供 秘書広報課
危機管理局

220

1.総合窓口の設置 秘書広報課
危機管理局
関係各課

221

2.各種相談窓口の設置 221
3.県民等からの被
災者の安否確認に
ついて

危機管理局
関係各課 221

危機管理局

生活･協働・男女参
画課
商工政策課

県警察本部

九州経済産業局

10.行方不明者等
の捜索、遺体の確
認及び埋葬に関す
る活動

11.被災地、避難
先及びその周辺の
秩序の維持、物価
の安定等に関する
活動

12.公共施設等の
応急復旧活動

13.ライフライン
施設の応急復旧

14.被災者等への
的確な情報伝達活
動

1.行方不明者及び
遺体の捜索

2.相談窓口の設置

1.被災者・県民へ
の的確な情報伝達

3.事業者間の連
絡・協力

2.ライフライン施
設の応急復旧

1.ライフライン途
絶時の代替対策

2.公共土木施設等
の応急復旧

1.県有通信施設等
の応急復旧

2.物価の安定、物
資の安定供給

1.被災地、避難先
及びその周辺の秩
序の維持

2.遺体の確認、埋
葬の実施
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県 その他
節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.ボランティア「受入れ窓口」の設
置 ・運営

生活・協働・男女参画課

文化文教課
福祉保健課
長寿介護課
障がい福祉課
危機管理局
砂防課
建築住宅課

県社会福祉協議会
市町村社会福祉協議
会
日本赤十字社

222

2.ボランティア「受入れ窓口」との
連携・協力

生活･協働・男女参
画課

県社会福祉協議会
市町村社会福祉協議
会

223

3.高校生のボランティア活動 学校政策課 学校政策課 224
4.赤十字防災ボランティアの活動 日本赤十字社 224
5.地域安全ボランティアの活動 県警察本部 225
1.災害義援物資の受け入れ 福祉保健課 共同募金会

県社会福祉協議会
日本赤十字社

225

2.義援金の受け入れ 福祉保健課
会計課

共同募金会
県社会福祉協議会
日本赤十字社

226

1.実施責任者 226
2.被災認定の基準 227
3.救助法の適用基準 227
4.救助法の適用手続 228
5.救助の組織 229
6.災害救助法による救助の程度と期
間

230

1.応急教育 学校政策課
教職員課
特別支援教育室
文化文教課
財務福利課

233

2.就学援助に関する措置 学校政策課
財務福利課
特別支援教育室
文化文教課

235

3.学校給食の応急措置 学校政策課
スポーツ振興課
財務福利課
特別支援教育室

235

4.災害時における環境衛生の確保 スポーツ振興課 235
5.災害時における心の健康への支援 235
6.教育の再開 236
1.予防対策の実施 236
2.被害状況の把握と応急対策の実施 237
3.埋蔵文化財対策 237

文化財課

学校政策課
特別支援教育室

危機管理局

15.自発的支援の
受入れ

16.災害救助法の
適用

17.文教対策

2.文化財保護対策

1.学校教育対策

1.災害救助法の適
用

2.義援物資、義援
金の受入れ

1.ボランティア活
動の受入れ
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県 その他
節 款 項　目

主な実施機関（市町村を除く）
頁

1.被害が比較的軽
い場合の基本的方
向

238

2.被害が甚大な場
合の基本的方向

238

1.事業計画の種別 238
2.激甚災害特別援助法に基づく激甚
災害の指定促進

239

3.緊急災害査定の促進 239
4.災害復旧資金の確保措置 239
1.制度の概要 239
2.災害調査 240
3.激甚災害指定の手続き 240
4.激甚災害指定の促進 241
5.激甚災害指定基準 241

1.災害復興対策本
部の設置

244

1.災害復興方針の策定 244
2.災害復興計画の策定 244
1.市街地復興事業のための行政上の
手続きの実施

都市計画課
建築住宅課

245

2.災害復興事業の実施 関係各課 245
1.総合相談窓口の設置 246
2.出張相談所の開設 246
1.被災者台帳の整備 危機管理局　他 246
2.災害弔慰金等の支給 246
3.災害援護資金の貸付 248
4.生活福祉資金の災害援護資金の貸
付

県社会福祉協議会
248

5.母子父子寡婦福祉資金の貸付 こども家庭課 249
6.被災者生活再建支援制度 福祉保健課 249
7.宮崎県・市町村災害時安心基金 250
8.罹災証明 危機管理局　他 250
1.災害応急措置 251
2.災害復旧関係金融措置 252
1.離職者への措置 252
2.雇用保険の失業給付に関する特例
措置

252

3.被災事業主に関する措置 252
1.国税等の徴収猶予及び減免の措置 253
2.県税の徴収猶予及び減免等 253
3.その他公共料金の特別措置 日本郵便

ＮＴＴ西日本
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第１章 基本的な考え方

第１章 基本的考え方

第１節 基本的考え方

本編は、県地域防災計画の第３編風水害等対策編、第４編火山災害対策編、第５編海上災害

対策編、第６編航空災害対策編、第７編鉄道災害対策編、第８編道路災害対策編、第９編危険

物等災害対策編、第10編大規模な火事災害対策編、第11編林野火災対策編に共通する事項を定

めるものとする。

第３編から第11編の対策については、それぞれの対策編によるほか、本編（共通対策編）に

よるものとする。
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第１節 災害に強い県土づくり、まちづくり

第１款 道路等交通関係施設の整備と管理

第１項 基本方針
道路・鉄道等の公共施設は、県民の日常生活及び社会、経済活動上欠くことのできないも

のであり、また、災害発生後の災害復旧の根幹となるべき使命を担っている。したがって、

各施設ごとに被害を最小限にとどめるための安全性の確保及び被害軽減のための諸施策を実

施する必要がある。

第２項 対策
1 道路施設

【県、九州地方整備局、西日本高速道路株式会社、県道路公社】

(1)道路施設の安全性の向上

ア 橋梁等について、落橋防止構造の設置、橋脚補強等を実施する。

イ 落石や斜面崩壊などの恐れのある箇所について、落石防止柵、法面保護等の災害防止

対策を実施する。

(2)道路ネットワークの確保

ア 第1次緊急輸送道路については2車線以上で整備し、円滑な道路交通の確保に努める。

また、第2次緊急輸送道路についても、同様の措置を講ずるものとするが、2車線での

整備が当面困難な区間については、離合箇所の設置等円滑な交通の確保に努める。

イ 都市の防災拠点間の連絡道路、あるいは避難路の整備を推進する。

ウ 都市の防災区画を形成する道路の整備を推進する。

エ 円滑な消防活動の実施やライフラインの安全性の向上のため、広幅員の歩道等を整備

するとともに電線類の地中化を推進する。

(3)緊急用河川敷道路の整備

災害発生時において、緊急輸送を行うための河川敷道路を整備する。

(4)道路防災拠点施設の整備

災害発生時において、避難地・物資集荷場・情報基地として機能する拠点施設として

「道の駅」等の整備を図る。

(5)道路情報提供装置の整備

災害発生時において被害情報の伝達等を行うため、道路情報提供装置の整備を図る。

(6)高速道路ミッシングリンク（未連結区間）の早期解消

発災後の避難、救助・救急搬送、救援物資輸送において「命の道」となる東九州自動車

道及び九州中央自動車道の整備を促進する。

2 鉄道施設

(1)ＪＲ九州における鉄道施設

【九州旅客鉄道株式会社(宮崎総合鉄道事業部)】

災害の発生に伴う被害が予想される土木構造物（高架橋・橋梁・トンネル・土留・切取

盛土等）及び電気設備（電力設備・信号保安設備等）の定期的な検査を行い、安全性及び

防災強度を把握し、その機能が低下しているものは、変状原因や機能程度を把握し、補修

・補強・取替え等必要な措置を行う。

3 港湾、漁港施設

【県、宮崎港湾・空港整備事務所】

(1)港湾の耐震化の推進

第２編 共通対策編

第２章 災害予防計画
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港湾の機能が麻痺することを回避し、緊急物資等の輸送基地等としての機能を果たし得るように

十分な耐震性を有する岸壁を国の計画と整合を図りながら整備し、今後の保全に努める。

ア 細島港 県北部における緊急物資等の輸送拠点として、耐震強化岸壁を整備している。

さらに、幹線物資の輸送拠点として機能するために、国際コンテナターミナルの既設岸

壁の耐震強化を図る。

イ 宮崎港 県央部における緊急物資等の輸送拠点として、耐震強化岸壁を整備している。

ウ 油津港 県南部における緊急物資等の輸送拠点として、耐震強化岸壁の整備を図る。

(2)漁港の安全性の確保

県北部、県央部、県南部における輸送・復興支援拠点として、北浦漁港、川南漁港、都井漁港に

おいて耐震強化岸壁を整備しており、その他拠点漁港においても、地域の救援物資等の備蓄拠点

又は集積拠点として、漁港の安全性の確保及び被害軽減のための整備を推進する。

4 空港施設の整備と管理

【大阪航空局宮崎空港事務所】

(1)安全確保対策

空港・航空保安施設の安全対策について、次の措置を講じており、今後の保全に努める。

ア 商用電源の停電に備えて、非常用発電装置（発動発電機２基）を設置しており、津波

浸水対策として非常用発電装置設置場所の水密性を向上させている。

イ 管制用対空通信施設については、非常用発電装置の停止に備えて、無停電（バッ

テリー）装置を整備しており、さらに管制塔には緊急用対空通信装置（充電式）を

設置している。また、緊急用対空通信施設を充電するための小型発電機を備えている。

ウ 電話の不通に備えて、県防災無線電話が設置されている。

第２款 ライフライン施設の機能確保

第１項 基本方針
電力、電話、ガス、上下水道等施設は、日常の生活に必要不可欠なものであり、その復旧

に長期間を要することは、災害後の応急対策活動や県民生活に大きな影響を与えることとな

る。このため、各施設ごとに安全性の確保や資機材の配備等の対策を実施していくことが必

要である。また、ライフライン事業者・関係機関との連絡会議等を通じて、早期復旧のため

の体制整備を図る。

第２項 対策
1 上水道施設の整備

【水道事業者】

水道事業者は、応急給水体制や応急復旧体制等の整備を図り、災害時においては飲料水及

び生活用水等を確保するために関係機関と連携し、積極的に対応するものとする。

また、基幹的施設等の安全性を確保するとともに、給水区域のブロック化やグループ化な

ど給水への影響を最小限度におさえられるよう、安全性の高い水道システムを構築し、災害

に強い水道づくりを推進するものとする。

① 応急給水・復旧体制の整備

② 相互応援体制の整備

③ 基幹的施設の安全性の向上

④ 安全性の高い水道システムの構築

⑤ 給水の安全性の確保

【県】

県は、応急給水体制に対応するため、広域的観点から供給拠点の設定を行うとともに、災

害時における飲料水としての適否を確認するための水質検査体制の整備を図るものとする。
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また、応援資機材等の情報収集を行うとともに、応急給水や応急復旧での相互応援体制の

整備を図るものとする。

① 広域相互応援体制の整備

② 供給拠点の設定

③ 応援資機材等の情報収集

④ 水質検査体制の整備

2 下水道施設の整備

【市町村】

処理場・ポンプ場・幹線管渠等の根幹的施設については、下水道が有すべき機能を確保で

きるよう、既設においては段階的に、新設においては建設当初の段階から耐震対策を講じる

ものとし、耐震対策が十分整わない状況下で被災した場合等においても、最低限の目的を達

成するため、暫定的対応に直ちに着手できるよう下水道ＢＣＰ策定等を行い対応を図るもの

とする。

【県】

市町村が行う耐震対策等に関する助言等を行うものとする。

3 工業用水道施設の整備

【県】

県工業用水道施設の災害予防対策は、次によるものとする。

(1)施設の安全性の向上

工業用水道施設の計画的な改良・修繕を行うことにより安全性を向上させる。

(2)体制面の対策

ア 保安の確保

設備の巡視、点検を行い保安の確保を図るものとする。

イ 災害復旧要員及び資機材等の確保

災害時に備え、災害復旧要員や資材、機材等の確保体制を確立するものとする。

ウ 情報連絡体制

災害時に備え、立地企業、関係機関・団体、住民等への情報連絡体制を確立するものとする。

エ 防災に関する訓練

災害時に備え、企業局及び立地企業・関係団体が一体となって訓練に努めるものとする。

4 ガス施設の整備

【宮崎ガス株式会社】

ガス施設の災害発生を未然に防止するための対策は、次によるものとする。

(1)工場設備

ア 設備の保全基準の維持

施設全体について、台風、地震、火災等の災害に対する予防対策として、施設のそれ

ぞれについて保全基準(点検、検査基準)を策定の上実施するものとする。

イ 台風及び地震対策

工場は「災害予防計画」を策定し、警戒体制及び非常体制の具体的措置を定めるもの

とする。

ウ 防火管理

工場は「火災予防計画」及び「消防計画」を策定し、防火責任者を選任して次の予防

点検を実施する。

(ｱ)調査

毎年１回、危険物関係及び高圧ガス関係防火対象物並びに消火設備について調査し

リスト及び配置図を作成する。

(ｲ)防火責任者の予防点検

防火責任者は、次の事項について定期及び臨時の点検を行う。
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建物、工作物、火気使用場所、危険物関係施設、電気機械設備、消火設備、通報設

備、避難救助設備、その他

(2)導管設備

導管の材質接合方法、工事方法等の設置基準及び作業基準を定めて実施するほか、次の

ような保安対策を平常業務として実施する。

ア 漏洩調査

導管漏洩調査、臭覚調査、橋梁管調査、自社地下埋設物調査、大口需要家調査、需要

家巡回調査を定期的に実施するほか、漏洩多発箇所、自社工事跡等について重点的に特

別調査を実施する。

イ 他工事現場の防護

他企業の地下埋設工事等については、宮崎県地下埋設工事等連絡協議会において策定

した長期計画に基づき、関係機関と緊密な連絡の下に導管等の防護に当たる。

ウ 中圧路線調査

前記の漏洩調査以外に、路線パトロール及び毎年１回特別調査を実施する。

(3)需要家関係施設

ア 各需要家宅の屋内におけるガス漏洩防止策として、メーター入口の手前には、すべて

メーターガス栓を取付ける。又、流量センサー、圧力センサー、感震器等と接続された

遮断回路及び遮断弁を内蔵したマイコンメーターの普及を図る。

イ 引込管内径70mm以上の需要家その他必要と認められる需要家には、道路と敷地の境界

付近部分に遮断バルブを設置する。

ウ 各需要家宅の屋内におけるガス漏洩早期発見対策として、ガス漏れ警報器等の普及を図る。

5 電力施設の整備

(1)九州電力における電力施設

【九州電力株式会社(宮崎支社)】

ア 電力設備の災害予防措置

(ｱ)水害対策

ａ 水力発電施設

過去に発生した災害及び被害の実情、河床上昇等を加味した水位予想に各事業所

の特異性を考慮し、防水壁の設置、排水ポンプの設置、機器のかさ上げ、ダム通信

確保のための設備の設置及び建物の密閉化(窓の密閉化・ケーブルダクトの閉鎖等)

等を実施する。

特に、洪水に対する被害防止に重点を置き、次の箇所について点検・整備を実施

する。

① ダム、取水口の諸設備及び調整池・貯水池の上下流護岸

② 導水路と渓流との 交叉地点及 びその周辺 地形との関係

③ 護岸、水制工、山留壁

④ 土捨場

⑤ 水位計

ｂ 送電設備

(a)架空電線路

土砂崩れ、洗掘などが起こるおそれのある箇所のルート変更、よう壁、石積み

強化等を実施する。

(b)地中電線路

ケーブルヘッドの位置の適正化等による防水対策を実施する。

ｃ 変電設備

浸冠水のおそれのある箇所は、床面のかさ上げ及び窓の改造、 出入口の角落とし、

防水扉の取付け、ケーブルダクト密閉化等を行うが、建物の構造上、上記防水対策

の不可能な箇所では、屋内機器のかさ上げを実施する。

また、屋外機器は基本的にかさ上げを行うが、かさ上げ困難なものは、防水耐水
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構造化又は防水壁等を組み合わせて対処する。

(ｲ)風害対策

建築基準法、電気設備に関する技術基準等による風害対策を十分考慮するとともに、

既設設備の弱体箇所は補強等により対処する。

(ｳ)塩害対策

塩害の著しい地域は、次のような諸対策を実施する。

ａ 送電設備

耐塩がいし又はがいし増結で対処するとともに、必要に応じがいし掃除を実施す

る。

ｂ 変電設備

塩分測定装置により、がいしの汚損状況の把握を行い、必要に応じてがいし洗浄

を実施する。

ｃ 配電設備

耐塩用がいし、耐塩用変圧器等を使用するとともに、必要に応じがいし等の洗浄

を実施する。

(ｴ)雷害対策

ａ 送電設備

架空地線の設置、アークホーンの取付け、接地抵抗の低減を行うとともに、アー

マロッドの取付け等を行う。

また、気象通報等により雷害を予知した場合は、系統切替等により災害の防止、

又は拡大防止に努める。

ｂ 変電設備

「電気設備に関する技術基準」による雷害対策のほか、必要な箇所には耐雷遮へ

いの強化を行う。また、重要系統の保護継電装置を強化する。

ｃ 配電設備

架空地線の設置及び耐雷機材（アレスター、限流アークホーン等）の取り付けに

よる雷害対策を実施する。

(ｵ)土砂崩れ対策

土砂崩れ対策は、地形、地質等を考慮して、状況によりよう壁、石積み、排水溝な

どの対策を実施する。

また、災害期前後には、巡視点検の強化、社外モニターの活用などにより被害の未

然防止に努める。

なお、土砂採取、土地造成などの人為的誘因による土砂崩れを防止するため、平素

から関係箇所へのＰＲを徹底する。

イ 防災業務施設及び設備の整備

(ｱ)観測、予報施設及び設備の整備

局地的気象の観測を行うことにより、ラジオ、テレビ等の気象情報を補完して万全

の災害対策を図るため、必要に応じ雨量、流量等の観測施設及び設備を強化、整備す

る。

(ｲ)通信連絡施設及び設備の強化、整備

災害時の情報連絡、指示、報告等のため、必要に応じ無線、有線通信用の諸施設及

び設備を強化、整備する。

ウ 災害対策用資機材等の輸送、整備点検

災害に備え、平常時から復旧用資材、工具、消耗品等の確保に努め、災害対策用資機

材の輸送計画を樹立しておくとともに、車両、舟艇、ヘリコプター等の輸送力の確保に

も努める。また、災害対策用資機材等は常にその数量を把握しておくとともに、入念な

整備点検を行い、非常事態に備える。

エ 電気事故の防止

災害による断線、電柱の倒壊、破損等による公衆感電事故や電気火災を未然に防止す

るため、一般のお客さまに常日頃からテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を利用するほ
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かパンフレット、チラシ等の作成配布を通じて次の事項に対する認識を高めていただく

よう広報活動を行う。

(ｱ)無断昇柱、無断工事をしないこと。

(ｲ)電柱の倒壊折損、電線の断線垂下等設備の異常を発見した場合は、速やかに最奇り

の九州電力の事業所等に通報すること。

(ｳ)断線垂下している電線には絶対触らないこと。

(ｴ)浸水、雨漏りなどにより冠水した屋内配線、電気機具等は危険なため使用しないこと。

(ｵ)屋外に避難するときは、安全器又はブレーカーを必ず切ること。

(ｶ)電気器具を再使用するときは、ガス漏れや器具の安全を確認すること。

また、病院等重要施設については、災害による長時間停電に起因する二次災害を未

然に防止するため、自家用発電設備の設置を要請する。

(ｷ)その他事故防止のため留意すべき事項

(2)県企業局における電力施設

【県】

県営電力施設の災害予防対策は、次によるものとする。

ア 発電設備

県営発電所は県内に13か所あり、これらの発電所の各設備は、風水害や雷害、土砂崩

れ等に対し設計基準や技術基準等に基づいて設置されているとともに、地形や地質等を

考慮して所要の補修、補強を実施するなど、十分安全性を有しているが、過去に発生し

た災害及びこれに伴う被害の実態等を考慮し各設備の被害防止対策を講ずるものとする。

イ 送電設備等

送電線路は５線路、ダム配電線路は６線路ある。過去に地震等による被害は発生して

いないが、鉄塔及び基礎等の点検を行い、災害の発生するおそれのある箇所については、

基礎補強等の耐震対策を講ずるものとする。

6 通信施設の整備

【西日本電信電話株式会社（宮崎支店）】

災害に備え通信施設の信頼性向上対策は、以下の通りである。

(1)通信設備

ア 中継センタの分散

市外通話用の中継交換機を設置した重要通信センタを分散設置（宮崎、都城）し、回

線を分散収容し危険防止を図っており、通話量を的確にコントロールするオペレーショ

ンツールを有効に活用し、そ通の円滑化を図る。

イ 中継伝送路の２ルート化（ループ化）

中継伝送路が被災した場合、その区間の通話途絶の防止及びネットワーク全体の混乱

を未然に防ぐため、伝送路の２ルート化（ループ化）を図っていく。

ウ 耐震・防風対策

ＮＴＴビルや無線用鉄塔は、震度6程度の地震及び風速60m/secにも耐えられる設計に

なっている。また、交換・伝送・電力設備及びオペレーション端末等は、倒壊を防ぐた

めの耐震対策を講じる。

エ 停電対策

停電時に備え、自家発電設備や蓄電池を設置している。また、被災の状況により、移

動電源車及び発動発電機等による対処を図る。

オ 受付呼（104/116/113/115）の分散化

県内の受付センタが被災した場合は、以下の通り分散受付となる。

・ 104呼 九州管内の104センタへランダム分散受付される。

・ 116呼 宮崎をはじめ九州管内の116センタへ分散受付される。

・ 113呼 受付交換機の分散化を図っていく。

・ 115呼 九州管内の115センタへ分散される。

カ 地中化の推進
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防災上の観点において、地上よりも地中化の方が信頼性が高いことから、自治体及び

他事業者とも連携を図りながら積極的に推進を図っていく。

(2)建物

ア 防火対策

防火シャッター、防火扉を設置し、煙感知器、消火設備を設置している。また、床面、

壁面のケーブル孔を不燃材で遮断する等、延焼防止策を講じる。

イ 防潮対策

高潮、津波、洪水による浸水を防ぐため、立地条件に応じた防水扉や防潮板を設置し

ている。また、小規模な建物の場合、立地条件に応じ敷地そのものを高くする等の対策

を講じる。

第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え

第１款 情報の収集・連絡体制の整備

第１項 基本方針
災害時の情報収集・伝達手段として機能する情報通信機器・施設の整備を図るとともに、

通信機器操作の習熟に努めるものとする。

第２項 対策
1 県総合防災情報ネットワークの整備

災害発生時の情報収集及び災害対策の伝達を行うため、国や市町村、防災機関等を結ぶ

「総合防災情報ネットワーク」を整備し、平成９年度から運用している。これらの設備が老朽化し

たことや防災行政無線のデジタル化が必要であることから、信頼性の向上並びに機能強化を図

るため、最新技術や宮崎情報ハイウェイ２１を活用したシステムを整備している。
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2 防災情報処理システムの機能充実と運用体制の確立

【県(各部局)】

(1)気象情報等の伝達

災害時には、各機関が出来る限り的確な対策を行うことが求められるところであり、そ

のためには迅速かつ確実な情報の収集が必要である。

防災情報処理システムでは、総合情報ネットワークを通じ、気象台、気象会社、気象衛

星等からの、様々な気象・地震等のデータを受信し、処理したデータを県出先機関・市町

村・消防本部等に配信できるようになっている。

(2)休日・夜間における情報の収集・伝達

休日・夜間における情報の収集・伝達は、災害監視室からの連絡のほか、職員自動参集

システム（携帯メール）により職員を召集し行う。

市町村、消防本部等へは、防災情報処理システムにより直ちに気象情報等が伝達される。

(3)災害対策支援情報システムの整備

市町村からの被害情報、避難所開設状況、発令情報を県災害対策本部で集約し、河川砂

防情報システム等と連携し、防災ＧＩＳ等を利用したシステムを構築することにより、災

害情報の共有化や災害対応業務の迅速化を図る。

また、公共情報コモンズと連携させることにより、テレビやエリアメール等による県民

への災害関連情報の提供機能の充実を図る。

＜宮崎県防災情報処理システム＞

気 象 庁

福岡管区気象台

震度計 水位(121局) 気象予報 宮崎地方 市 町 村

(47箇所) 雨量(181局) 会 社 気 象 台

震度 水位 注警報 注警報 災対本部設置

情報 雨量 ｱﾒﾀﾞｽ ｱﾒﾀﾞｽ 発令情報

地震､津波 地震･津波 避難所開設状況

情報等 情報等 被害状況

震度情報 河川砂防 水防対策 気象警報 災害対策支援

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 情報ｼｽﾃﾑ 支援ｼｽﾃﾑ 配信ｼｽﾃﾑ 情報ｼｽﾃﾑ

職員自動 防災メール

宮崎県庁（災害対策本部） 参集ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ

気象情報 職員 注警報 Lアラート

県警察 自衛隊 水防対策 招集 地震･津波 (災害情報共

本 部 被害情報等 情報等 有システム

防災端末 県職員

県(23) 携帯 防災

市 町 村(26) メール メール 報道機関

消防本部(9)

緊急速報

メール
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【市町村、関係機関】

被害状況等の把握及び被害調査は、関係機関、団体、住民組織等の協力を求めて実施する

ものとするが、あらかじめ情報収集ルート、担当者等を定めておくものとする。

また、平時より関係者等への講習等を行い、防災情報処理システムの運用体制の確立に努

めるものとする。

3 画像伝送システムの整備充実

総合情報ネットワークを通じて、防災ヘリからの災害現場画像情報を迅速に県及び市町村

等で見ることができるシステムを構築している。また、県警ヘリからの映像及び国の河川等

の監視カメラの映像も見ることができるように整備している。

4 市町村防災行政無線の整備

第9款「被災者等への的確な情報伝達体制の整備」に記載

5 非常通信体制の強化

【県、関係機関】

県は、県総合情報ネットワークのほか、防災相互無線、災害応急復旧用無線電話、孤立防

止用無線電話、携帯電話、自動車電話等の整備充実に努める。

また、警察、消防、水防、鉄道、電気等の事務又は事業を行う機関、その他の非常通信連

絡会構成員に属する無線局による通信系統を利用することにより、災害に関する通信を確保

するよう、非常通信連絡会を通じ、非常通信体制を強化するものとする。

6 通信訓練、研修会の実施等

【県、市町村】

災害時における通信の確保を図るため、平常時より災害対策を重視した無線設備の総点検

を定期的に実施するとともに、非常通信の取扱い、通信機器操作の習熟に向け、通信訓練や

研修会を実施するものとする。

第２款 活動体制の整備

第１項 基本方針
災害対策の総合的かつ円滑な実施を図るため、県、市町村及び防災関係機関は、活動体制

を整備し、防災関係機関相互の連携を強化していくものとする。

特に、災害時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達するいとま

がないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生しやすくなる。

このようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通じて、お互いに

平時から災害時の対応についてコミュニケーションをとっておくこと等により、「顔の見える

関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練等を通じて、構築した関係を持

続的なものにするよう努めるものとする。

第２項 対策
1 組織体制の整備

(1)県の組織体制整備

【県(各部局)】

県は、防災会議を設置して、地域防災計画を作成し、それに基づき、市町村及び防災関

係機関との協力体制の整備を図るものとする。基本法によって定められている国、県及び

市町村の防災会議と防災計画の体系は次のとおりである。
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国 中 央 防 災 会 議 防 災 基 本 計 画

県 県 防 災 会 議 県 地 域 防 災 計 画

市 町 村 市町村防災会議 市町村地域防災計画
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ア 県防災会議

県は、基本法第14条に基づき宮崎県防災会議を設置し、地域防災計画の作成及びその

実施促進等を行う。

防災会議は、知事を会長とし、次表のとおり指定地方行政機関の長等の法定委員や指

定公共機関の役員及び自主防災組織を構成する者等のうちから知事から任命された委員

をもって組織し、委員の属する機関の職員のうちから幹事を任命し、委員を補佐する。

法定委員（指定地方行政機関の長又は職員・陸自の長・県警察本部長等）

九州管区警察局長 九州産業保安監督部長

※ 九州総合通信局総括調整官 九州地方整備局長

第 九州財務局宮崎財務事務所長 九州運輸局宮崎運輸支局長

１ 九州厚生局宮崎事務所長 大阪航空局宮崎空港事務所長

号 宮崎労働局長 国土地理院九州地方測量部長

九州農政局長 宮崎地方気象台長

九州森林管理局長 宮崎海上保安部長

九州経済産業局総務企画部長 九州地方環境事務所長

２ 陸上自衛隊第４３普通科連隊長

３ 宮崎県教育委員会教育長

４ 宮崎県警察本部長

５ 副知事 危機管理統括監

知事任命委員(市町村長・消防機関・指定公共機関及び指定地方公共機関の長等）

６ 宮崎県市長会長 宮崎県消防長会長

宮崎県町村長会長 公益財団法人宮崎県消防協会長

日本郵便株式会社宮崎中央郵便局長 株式会社宮崎日日新聞社代表取締役社長

日本銀行宮崎事務所長 株式会社宮崎放送常務取締役

日本赤十字宮崎県支部事務局長 株式会社テレビ宮崎代表取締役社長

日本放送協会宮崎放送局長 株式会社エフエム宮崎代表取締役社長

西日本高速道路株式会社九州支社 宮崎ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ株式会社代表取締役社長

７ 宮崎高速道路事務所長 公益社団法人宮崎県医師会長

九州旅客鉄道株式会社 公益社団法人宮崎県看護協会会長

宮崎総合鉄道事業部長 宮崎ガス株式会社代表取締役社長

西日本電信電話株式会社宮崎支店長 一般社団法人宮崎県ＬＰガス協会長

日本通運株式会社宮崎支店長 宮崎交通株式会社代表取締役社長

九州電力株式会社執行役員宮崎支社長 一般社団法人宮崎県トラック協会専務理事

ＫＤＤＩ株式会社福岡ﾃｸﾆｶﾙｾﾝﾀｰ長 一般社団法人宮崎県建設業協会会長

宮崎県防災士ネットワーク理事長 九州保健福祉大学社会福祉学部教授

８ 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会事務局長 宮崎大学教育文化学部教授

宮崎県男女共同参画センター所長

※災害対策基本法第１５条第５項による区分

イ 関連する県の防災組織

(ｱ)県災害対策本部

ａ 設置の根拠

基本法第23条

ｂ 所掌事務

地域防災計画の定めによる県地域の災害予防及び災害応急対策の実施

ｃ 組織

第３章第１節「県災害対策本部等の設置」に記載

(ｲ)県水防本部

ａ 設置の根拠
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水防法第7条

ｂ 所掌事務

県内の各河川、海岸における水災の警戒と防御

ｃ 組織

風水害等対策編第３章第３節第１款水防計画に記載

ウ 県災害対策会議による庁内体制の整備

副知事を議長とする宮崎県災害対策会議を適宜開催し、災害対策に関して庁内の連絡

調整を図り、これを総合的、計画的、統一的に推進するものとする。(宮崎県災害対策会

議設置要綱)

エ 宮崎県業務継続計画（ＢＣＰ）の策定及びＢＣＰ推進会議による庁内体制の整備

県では、大規模災害等が発生した非常時において、災害への対応や県民生活の安定確

保等を図るため、また、平常時の必要な備えや研修・訓練を行うことにより、危機管理

に対する職員の意識や能力、全庁的な対応力の強化を図るために、県業務継続計画を策

定した。

知事を議長とする本庁版ＢＣＰ推進会議を設置し、平常時からＢＣＰの推進や進行管

理等を行い、県庁非常時体制に移行した場合には、推進会議の下に設置する「ＢＣＰ推

進会議事務局」が、災害対策本部の中に入る形で、非常時における業務の円滑な運営、

進行管理等を行うものとする。

なお、このＢＣＰは、毎年度訓練や検証を行いながら、見直しを図るものとする。

オ 災害対策本部体制等の充実・強化

大規模地震の発生などを想定した場合、災害対策本部要員が登庁できない、また、長

期化した場合、必要な体制が維持できないなどの問題点があることから、災害発生後速

やかに職員を参集するため、県本庁近隣居住職員の活用を行うとともに、本部体制の中

長期的な維持のために、危機管理局のOB職員の活用を行い、災害対策本部機能の充実を

図る。

(2)市町村の組織体制整備

【市町村】

市町村は、基本法第16条に基づき、市町村防災会議を設置し、それぞれの地域の災害特

性及び地域特性に対応した市町村地域防災計画を作成し、対策推進を行う。

(3)市町村の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

市町村は、基礎的な自治体として、住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため

に、災害応急対策業務や住民生活に密着した業務を継続して実施する必要があることから、

業務継続計画の策定に努めるものとする。

業務継続計画の策定等に当たっては、少なくとも首長不在時の明確な代行順位及び職員

の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確

保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ

並びに非常時優先業務の整理について定めておくものとする。

(4)防災関係機関の組織体制整備

【指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、防災上重要な施設の管理者】

県の地域を管轄し、または県の地域内にある防災関係機関は、防災業務計画及び防災計

画等の円滑な実施を図るため、自らの組織を整備するとともに、県、市町村等との連携を

密にする。

2 初動体制確立への備え

【県、市町村】

(1)非常時における職員参集基準の明確化と周知徹底

災害発生時の職員の参集の遅滞や混乱を防止するため、勤務時間外に災害が発生した場

合、通信途絶等により動員のための情報伝達機能が低下することを考慮し、あらかじめ職
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員の参集基準を明確にするとともに、職員防災ハンドブック等の作成・配付により、その

周知徹底を図るものとする。

(2)参集時の交通手段の検討

大規模災害発生による被害及び深夜等により、職員が通常利用している交通手段の途絶

を考慮して、参集時の交通手段について、各所属において個別的に検討する。

(3)情報伝達手段の確保

職員に対する動員の指示等の情報伝達を確実なものにするため、各所属は防災情報処理

システムのポケットベル自動呼び出し機能の活用、携帯電話・ポケットベルの利用等を検

討する。

(4)訓練による周知徹底

検討した事項の職員に対する周知徹底の状況を確認し、問題点の抽出とその改善を行う

ため、機会あるごとに訓練を行う。

訓練に当たっては、次の訓練目的・時期・内容等を随意組合わせて、随時行うものとする。

訓練の目的

① 異動後の新体制確立状況チェックのための訓練

② 防災週間など時宜をとらえた、啓発的色彩の濃い訓練

③ 災害警戒本部・津波関係4課など実働部門の訓練

④ 災害対策本部設置(機器の設置及び職員参集)訓練

⑤ 救助関係機関合同訓練

訓練の時期

Ａ 平日の早朝

Ｂ 木曜・金曜の夜間

Ｃ 休祭日の昼間

Ｄ 勤務時間内

訓練の内容

イ 緊急動員訓練

口 緊急伝達訓練

ハ 総合指揮本部・現地本部訓練

ニ 機器の設置訓練

ホ 機器取扱い習熟訓練

へ 総合防災訓練

(5)行動要領(マニュアル)の作成

県及び市町村の各部局は、地域防災計画の内容に基づき、災害時の応急対策活動を円滑

に行えるよう行動要領（マニュアル）を作成し、各職場での研修・訓練等を通じて、その

周知徹底を図るものとする。

なお、組織の改編や人事異動、地域防災計画の見直し等の状況の変化に対応して毎年検

討を加え、必要と認める場合は修正を行うものとする。

県危機管理局及び市町村の消防防災担当課は、手際よく災害対策本部を設置できるよう、

情報通信機器の設置方法やレイアウト等を含む災害対策本部設置マニュアルの整備を行う

ものとする。

(6)災害対策本部職員用物資の確保

災害対策本部の職員がその能力を最大限に発揮できるよう、常時３日分の職員用食料等

の備蓄に努めるものとする。

(7)職員の家庭における安全確保対策の徹底

県及び市町村の各部局は災害時に職員が、職員自身あるいは家族の負傷等により迅速に

登庁することができなくなることを防ぐため、職員の家庭における安全確保対策が図られ

るよう、日頃から職員指導を徹底するものとする。
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3 災害対策中枢拠点施設の整備

(1)県の防災活動拠点の整備

【県】

ア 災害対策本部室の整備

県は、災害時の応急対策活動を円滑に行えるよう、県庁舎内に災害対策の拠点となる

災害対策本部会議室及び総合対策部室を整備した。

イ 防災拠点庁舎の整備

県は、大規模地震等の災害時に、十分な耐震性能を有し、災害応急対策等を円滑に実

施できる防災拠点庁舎の早期整備に取り組むこととする。

(2)市町村の防災活動拠点の整備

【市町村】

市町村は、災害応急活動の中枢拠点として、地域の防災活動拠点を整備するとともに、

災害現場での災害応急活動を行う地区拠点の整備に努めるものとする。

4 航空消防防災体制の整備

(1) 県の航空消防防災体制の整備

県は市町村や消防本部など関係機関と調整を図り、防災救急ヘリコプターの効率的な

運用ができるよう、運航基準や管理規程などを整備するとともに、他県との相互応援体

制の推進を図り、広域的な航空消防防災体制の整備に努めるものとする。

(2) 市町村の航空消防防災体制の整備

市町村は、県や関係機関とともに防災救急ヘリコプターの運航基準や管理規程などを整

備していくとともに、防災救急ヘリコプターへ搭乗する航空消防隊員を県へ派遣するなど、

連携・協力を密にするものとする。

また、防災救急ヘリコプターが効率的に活動できるよう、緊急離着陸場の確保に努める

ものとする。

(3) 防災関係機関の航空消防防災体制の整備

防災関係機関は、防災救急ヘリコプターが効率的に活動できるよう、県や市町村等との

連携を密にするものとする。

5 広域応援体制等の整備充実

(1)他都道府県との相互協力体制の整備

【県】

ア 九州・山口９県の連携強化

従前の九州・山口９県災害時相互応援協定を見直し、九州地方知事会に被災地支援対

策本部を置き広域応援の調整窓口とし、被災県を応援する県を割り振り、応援ニーズを

把握しながら応援を完結するカウンターパート方式を導入し、被災県に物資や職員の派

遣等の応援を迅速・効果的に実施できる体制を構築した。この協定に基づき、平常時か

ら関係各県と連携を図り、大規模災害発生時において円滑な相互応援が行われるよう、

体制整備を推進するものとする。

イ 全国都道府県との連携強化

従前の全国都道府県における災害時の広域応援協定を見直し、ブロック間応援体制の

確立や全国知事会に緊急広域災害対策本部を設置するなどの体制を構築した。この協定

に基づき、円滑な相互応援が行われるよう、体制整備を推進するものとする。

ウ 関西広域連合と九州地方知事会との連携

九州地方知事会において、関西広域連合との相互応援協定を締結し、遠方にある他府県

との広域的な相互応援の仕組みを確立した。

協定名 締結団体 締結年月日

九州・山口９県災害時 山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、 平成23年10月31

応援協定 大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 日
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全国都道府県における災害時の広域応援に関 全国47都道府県 平成24年5月18

する協定 日

関西広域連合と九州地方知事会との災害時の 九州地方知事会構成県、関西広域連合構成県 平成23年10月31

相互応援に関する協定 日

(2)市町村間の相互

【県、市町村】

市町村は、平常時から宮崎県市町村防災相互応援協定及び宮崎県消防相互応援協定に基づ

く広域応援が円滑に行われるよう、体制の整備と施設・設備の充実に努めるものとする。

(3)県、市町村と自衛隊等との連携体制の整備

【県、市町村】

大規模災害発生時に救助活動やライフラインの復旧等において不可欠な自衛隊をはじめ国

の関係機関、指定公共機関については、南海トラフ巨大地震対策九州ブロック協議会やヘ

リコプター運用調整、総合防災訓練等、様々な機会を捉えて連携強化を図る。

(4)防災関係機関の連携体制の整備

【警察】

警察は、即応部隊及び一般部隊から構成される警察災害派遣隊の運用に関し、平素から

警察庁及び九州管区警察局と緊密な連携を図り、大規模災害発生時において、迅速かつ広

域的な支援が行われるよう体制の整備を推進するものとする。

※ 警察災害派遣隊とは

○即応部隊…大規模災害発生時において、直ちに被災地等に派遣され、自活しながら活動を実施し、以下

の４部隊で編成

①広域緊急援助隊（警備、交通及び刑事部隊）②広域警察航空隊③機動警察通信隊

④緊急災害警備隊

○一般部隊…災害発生から一定期間経過後に被災地警察等の機能を補完・復旧するために捜索、警戒警ら

等の警察活動を長期間にわたり実施し、以下の８部隊で編成

①特別警備部隊②特別生活安全部隊③特別自動車警ら部隊④特別機動捜査部隊

⑤身元確認支援部隊⑥特別交通部隊⑦情報通信支援部隊⑧身元支援対策部隊

【消防機関】

消防機関は、緊急消防援助隊を充実強化するとともに、実践的な訓練等を通じて、人命

救助活動等の支援体制の整備に努めるものとする。

(5)他都道府県災害時の応援活動のための体制整備

【県】

ア 応援要請に対応するための体制整備

県は、被災都道府県より応援要請を受けた場合において、直ちに派遣の措置が講じら

れ、かつ日常業務に支障をきたさないよう、支援対策本部、派遣職員のチーム編成、携

帯資機材、使用車両、作業手順等についてマニュアルを整備しておく。その際、職員は

派遣先の被災地において、被災都道府県から援助を受けることのないよう、食糧、衣料

から情報伝達手段に至るまで各自で賄うことができる自己完結型の体制を心がける。

また、緊急消防援助隊について、緊急消防援助隊宮崎県隊応援等実施計画に基づく体

制整備を行う。

イ 県、指定行政機関、指定地方行政機関の職員派遣に対応するための資料整備

知事、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長は、各機関から職員の派遣要

請を受けた場合において、直ちに派遣の措置が講じられるようあらかじめ関係資料を整

備しておくものとする。

【警察】

警察は、警察災害派遣隊について、実践的な訓練、装備資機材の充実等を通じて、広域的

な派遣体制の整備を図るものとする。
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6 緊急時ヘリコプター離着陸場の確保

大規模災害発生時において、迅速な救急救助活動と効率的な救援物資搬送等を行うために

は、ヘリコプターの活用が不可欠である。このため、あらかじめ緊急時ヘリコプター離着陸

場を選定しておくものとする。

また、ヘリコプターによる現地訓練を実施し、その検証を行うものとする。

【県】

県は県内の緊急時ヘリコプター離着陸場に関する「緊急時ヘリコプター離着陸場台帳」（以

下「台帳」という）を作成し、事前に、陸上自衛隊、航空自衛隊、海上保安庁等のへリ保有

機関に配布するものとする。

また、上記台帳を防災情報システム上にデータベースとして整備し、今後、ヘリ保有機関

と協力して計画的に画像データ等についても整備を進めていくものとする。

【市町村】

市町村は、資料「緊急時ヘリコプター離着陸場の具備すべき条件、用件A及びB」に基づき

最低２か所以上の緊急時ヘリコプター離着陸場を選定し、その中でも、避難場所と競合しな

い緊急時ヘリコプター離着陸場として優先的に使用する箇所を、市においては２箇所、町村

においては１か所選定しておくものとする。

＜緊急時ヘリコプター離着陸場の具備すべき条件＞

●用件A

1離着陸のための必要最小限度の地積

(1)45m×45mの地積は無障害地帯であること(下図参照)。

(2)進入平面より上に障害物のないこと。
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2地表面等の状況

(1)地表面は、堅固であること。(コンクリート、芝生は最適)

(2)十分に平坦であること。

(3)最大縦断勾配及び最大横断勾配は５％であること。

(4)四囲にあまり障害物のないこと。

(5)車両の進入路のあること。

●要件B

林野火災用ヘリコプター離着陸場の具備すべき条件

1地積

最低10,000ｍ2(100×100)ｍ2の広さを有し、平坦であること。

(地積はできれば15,000ｍ2以上が望ましい。)

2水利

(1)近くに水源があること。

(2)水源は、最低100トンはあること。

(3)1m3/分以上の取水が可能であること。

3車両の進入

資機材等の輸送のため車両の進入が可能であること。

(10トントラックが進入できる程度の取付道路のあることが望ましい。)

着陸帯

着陸点

安全容易に着陸できるように準備された点

整地地区

離着陸に障害とならないように樹木等を伐開

し整地した部分

100ｍ

20ｍ

20ｍ

100ｍ

参考（ＣＨ47ヘリ離着陸のための必要最小限度の地積）



-51-

第２編 共通対策編

第２章 災害予防計画

7 アクセス整備

【県、市町村、防災関係機関】

県、市町村及び防災関係機関は、災害対策活動を円滑に推進するため、各種施設の整備は

もとより、各機関が連携をもって行動するための共通地図の作成や地域防災計画の習熟によ

る他機関の活動内容の把握など、ハード、ソフト両面にわたるアクセスの整備に努めるもの

とする。

災害時の運用に当たっては、「第３章

災害応急対策計画第３節広域応援活動、

自衛隊派遣要請・受け入れ体制の確保・

６緊急時ヘリコプター離着陸場の選定と

準備」に従うこと。
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第３款 救急・救助及び消火活動体制の整備

第１項 基本方針
大規模災害時における火災とそれに伴う死傷者の発生を最小限にとどめるため、消防力の

充実強化、救助・救急体制の整備など、消防対応力・救急対応力の強化を図るものとする。

また、特に初期段階で重要となる地域住民、自主防災組織による初期消火、救出、応急手

当能力の向上を図る。

第２項 対策
1 消防力の充実強化

(1)消防の常備化の推進

【県、市町村】

本県では、４町村において消防職員を配置せず消防団のみで、火災をはじめとする災害

に対応している。

各種の災害に迅速に対応するためには、消防常備体制を整備することが必要であり、県

及び関係町村は今後も非常備地域の解消に取り組むものとする。

(2)消防の広域化の推進

【県、市町村】

消防には、災害の複雑多様化、救急業務の高度化など消防需要の変化に対応し、住民の

信頼と期待に応えられる高度な消防サービスの提供が求められているが、小規模消防では

財政基盤や人員、施設設備の面で高度な消防サービスの提供に課題を有していることが多

い。特に大規模災害に対しては小規模消防では対応の困難な事態が予想される。

これらの課題に的確に対応するため、県及び市町村は、消防組織法第31条に規定する消

防の広域化の趣旨を踏まえつつ、非常備町村も含めて、常備消防の広域化を検討する。

(3)消防施設・設備の強化と保全

【市町村】

市町村は、火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務、人命の救助、災害応急対策その他の

消防に関する事務を確実に遂行し、当該市町村の区域における消防の責任を十分に果たす

ため、「消防力の整備指針」（平成12年消防庁告示第1号）に基づき消防力の充実強化を図る

ものとする。

ア 市街地には、人口、地勢、道路事情等に応じて、消防署所を設置するものとする。

イ 消防署所の庁舎は、十分な耐震性を有し、かつ、浸水による被害に耐え得るよう整備

し、災害応急対策の拠点としての機能を適切に発揮するため、非常用電源設備等を設置

するものとする。

ウ 消防署所には消防ポンプ自動車、救急自動車等の車両を配置し、地域の実情に応じて、

はしご自動車、化学消防車等を配置するものとする。

エ 災害発生時の活動体制を確保するため、無線情報通信システム及び装備、活動資機材

の整備並びに性能点検を実施し、即応体制の確立を期すものとする。

(4)消防団員の充実強化

【市町村】

ア 消防団は地域防災力の中核であるため、市町村は消防団員の加入促進に努めるととも

に、団員の処遇・教育訓練の改善など、消防団活動の充実強化を図るものとする。

イ 消防団の車両及び防災資機材の格納庫、可搬式動力ポンプ等の施設、装備及び活動資

機材の充実を図るものとする。

(5)総合的な消防計画の策定

【市町村】

市町村は、「市町村消防計画の基準」（昭和41年消防庁告示第1号）に基づき、災害に対応

した消防計画を策定し、毎年検討を加え、必要に応じ修正するものとする。

(6)消防職団員の教育訓練
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【県】

消防職員及び消防団員に、防災に関する高度の知識及び技能を習得させるため、県は、

県消防学校において、教育訓練を行うとともに、市町村が行う一般教養訓練について指導

するものとする。

【市町村】

市町村は、消防職員及び消防団員の知識及び技能の向上を図るため、県消防学校及び消

防大学校に必要に応じ派遣するほか、一般教養訓練の計画を策定し、実施するものとする。

2 消防水利の確保

【市町村】

(1)市町村は、「消防水利の基準」（昭和39年消防庁告示第7号）に基づき、消防水利の充実多

様化に努めることとし、防火水槽や耐震性貯水槽の充実を図る。

災害時には、水道施設の被害や水圧の低下等により消火栓の破損等も予想される。今後、

火災の延焼拡大の危険が高い地域や、消防活動が困難な地域等を中心に、耐震性貯水槽や

防火水槽の整備、プールやビルの保有水の活用、河川、濠、海等の自然水利の開発や確保

をより一層推進していくものとする。

(2)消防水利の不足又は道路事情により、消防活動が困難な地域に対しては、消防水利の増

設及び可搬式動力ポンプ等の整備を推進し、地域の消火体制の強化を図る。

【県】

県は、消防施設整備費補助事等の国の制度事業に関する市町村への助言・指導を行うなど、

市町村への消防水利の確保を促進する。

3 救急・救助体制の整備

(1)救急活動体制の強化

【県、市町村】

大規模な災害によって大量に発生することが予想される多数の傷病者に対し、迅速・的

確な応急処置を施し、医療機関への効率的な搬送をする体制を確立するため、次の事業を

推進する。

ア 救急隊員、救急救命士の計画的な養成

イ 高規格救急自動車・高度救命処置用資機材の整備促進

ウ 救急業務の高度化を図るための研修・教育の実施

エ 医療機関との連携強化、信頼関係の構築

オ 住民に対する応急手当法の普及啓発

(2)救助体制の整備

【県、市町村】

ア 市町村は、救助工作車の整備、ファイバースコープ、クレーン、ウィンチ、救命ボー

トなどの救助用資機材の整備を促進するとともに、倒壊建物、がけ崩れ等被災状況に応

じた救助マニュアルの作成及び点検に努める。

イ 市町村は、大規模・特殊災害に対応するため、高度な技術・資機材を有する救助隊の

整備を推進するとともに、先端技術による高度な技術の開発に努める。

ウ 市町村は、消防団、自治会及び自主防災組織による地域レベルでの防災活動の用に供

するため、発電機、投光器、担架、ジャッキ、除雪機械その他救助活動に必要な資機材

の整備を促進する。

エ 災害の状況によっては、防災関係機関が保有している資機材だけでは不足する場合も

予想されるので、県及び市町村等は、民間団体の協力を得て、重機等の資機材の保有状

況を把握しておくものとする。

(3)救助機関の連携体制の強化

【県、市町村、県警察本部、宮崎海上保安部、自衛隊】

災害に際して、消防、警察、自衛隊及び海上保安部の救助機関が相互協力して効率的な
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災害対策に当たれるよう、平素からの密接な連携を図るため、平成8年4月1日に宮崎県救助

機関災害対策連絡会議を設置した。

今後、この連絡会議を通じて、救助機関合同の訓練を実施するなど、一層の連携強化を

図ることとする。

［宮崎県救助機関災害対策連絡会議の組織］

議長 危機管理課長

機 関 名 委 員

宮崎海上保安部 警備救難課長

陸上自衛隊都城駐屯地 第43普通科連隊第３科長

陸上自衛隊えびの駐屯地 第24普通科連隊第３科長

航空自衛隊新田原基地 第5航空団防衛部長

警備部警備第二課長

宮崎県警察本部 警備部機動隊長

交通部交通規制課長

宮崎市消防局長

宮崎県消防長会 都城市消防局長

延岡市消防本部消防長

宮崎県 危機管理課長

消防保安課長

第４款 医療救護体制の整備

第１項 基本方針
大規模災害が発生した場合、大勢の死傷者が生じ、交通網、通信網、電気、ガス等のライ

フラインが途絶するなど、県民生活に大きな混乱を引き起こすことが想定されている。

このような中で迅速、的確な医療救護活動を行い人的被害を最小限にくい止めるためには

通常時の救急医療体制に加えて、災害時にも機能しうる医療救護体制を確立、強化していく

必要がある。災害発生時からの時間経過により対応方針が異なってくることから、発災直後

（発災～６時間）、超急性期（発災～７２時間まで）、急性期（３日目～１週間程度まで）、亜

急性期（１週間～１か月程度まで）、中長期（１か月以降～）のフェーズにおける医療救護体

制の整備を積極的に推進していくものとする。

第２項 対策
1 災害拠点病院等の整備充実

平成９年３月及び平成15年２月に各二次医療圏毎に災害拠点病院を指定しており、今後と

も、医師会、歯科医師会、薬剤師会、日本赤十字社宮崎県支部、消防本部等の関係機関との

協議を進めながら、災害拠点病院を中心とする医療救護体制の整備充実が必要である。

なお、県が指定する緊急時ヘリコプター離発着場等を活用した患者搬送体制の整備にも努

めるものとする。

(1)地域災害拠点病院

相当数の病床を有し、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救

急患者の救命医療を行うために高度の診療機能を有するとともに、地域の医療機関への応

急用資器材の貸出し、自己完結型の医療救護チームの派遣機能等に対応できる「地域災害

拠点病院」を全ての二次医療圏に計9病院指定している。

当地域災害拠点病院は、各二次医療圏内の病院、診療所の後方病院としての機能を持っ

ており、今後、各地域災害拠点病院の実状に応じて施設・設備の整備を図り、耐震性の強
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化、ライフラインの確保に努めるとともに、トリアージ等の訓練・研修により要員の育成

・強化を図り、総合的な整備充実を進める。

注) トリアージとは、災害発生時等に多数の傷病者が発生した場合、傷病者の緊急度を重傷度に応じ

て治療優先順位を決定すること。

(2)基幹災害拠点病院

地域災害拠点病院の機能を強化し、さらに要員の訓練・研修機能を有した「基幹災害拠

点病院」として県立宮崎病院及び宮崎大学医学部附属病院を指定している。当基幹拠点病

院は県全体の災害拠点病院の中核となる施設であり、今後、施設・設備の整備を図り、耐

震性の強化、ライフラインの確保等に努めるとともに、その訓練・研修機能の強化を図る。

災害拠点病院一覧

種 別 二次医療圏名 医 療 機 関 名

基幹災害拠点 全医療圏 県立宮崎病院

病院 宮崎大学医学部附属病院

県北部 県立延岡病院

社会福祉法人恩賜財団宮崎県済生会日向病院

日向入郷 社会医療法人泉和会千代田病院

地域災害拠点 医療法人誠和会和田病院

病院 西都児湯 西都児湯医療センター

宮崎東諸県 宮崎市郡医師会病院

西諸 小林市立病院

都城北諸県 都城市郡医師会病院

日南串間 県立日南病院

2 ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、災害医療コーディネーター、医療救護班及びＤＰＡＴ

（災害派遣精神医療チーム）の体制整備

(1)ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の体制整備

大地震・津波及び航空機・列車事故といった災害時に被災地に駆けつけ、救急治療を行

うための専門的な訓練を受けた医療チームであるＤＭＡＴは、県内の災害拠点病院を中心

に編成されている。今後、ＤＭＡＴの更なる養成に加え、各ＤＭＡＴの通信機器を含む資

機材の充実や各種訓練・研修等によるレベルアップを図る。

(2)災害医療コーディネーターの体制整備

全国各地から派遣される災害急性期から中長期の医療チームの派遣調整等を円滑に行う

ため、二次医療圏毎に「災害医療コーディネーター」を複数名配置する。今後、更なる人

員体制の強化や各種訓練・研修等により制度の充実を図る。

(3)医療救護班の体制整備

超急性期以降における二次医療圏の災害時医療体制の整備について、保健所機能の強化

を図るとともに、災害医療コーディネーターや関係機関等との連携を推進する。

(4)ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）の体制整備

被災者及び支援者に対して精神科医療及び精神保健活動の支援を行うＤＰＡＴを整備し、

ＤＭＡＴや保健所に設置された心の相談所等との連携を図る

3 医薬品等の備蓄体制の整備

県は、医薬品（解熱鎮痛消炎剤、精神神経用剤、抗生物質等）などの備蓄及び保管場所の

整備や搬送訓練を行う。また、輸血用血液製剤は、宮崎県赤十字血液センターにおいて確保

する。

なお、大規模災害時において災害拠点病院等において医薬品等が不足する場合は、県の備

蓄医薬品等を放出するため、保健所職員等による搬送体制の確保に努める。 また、輸血用

血液製剤が不足する場合は、日本赤十字社九州ブロック血液センターを通じてその確保に努

める。
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4 災害時における医療情報の確保

災害時に迅速かつ的確に救護・救助活動を行うためには、正しい情報を速やかに把握する

ことが重要である。このため、ＤＭＡＴ及び災害拠点病院等は、衛星電話及び無線、インタ

ーネット等の複数の通信手段の確保に努める。さらに、ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報シ

ステム）及びＤＭＨＩＳＳ（災害精神保健医療情報支援システム）を活用することで、 被災

地域のみならず、全国の医療機関や災害時こころの情報支援センター等とも連携した対応を

行う。なお、普段は使用しないこれらの通信手段を迅速かつ的確に活用できるように訓練等

を定期的に行い、非常時に備える。

第５款 緊急輸送体制の整備

第１項 基本方針
大規模災害が発生した場合、建築物の倒壊及び出火延焼、死者、ライフラインの被害等が

想定される。これらの被害を最小限にとどめるためには、災害発生後の消防や人命救助、応

急復旧や救援のための物資輸送等の効果的な実施が必要である。そのため、あらかじめ緊急

輸送道路を指定・整備し、道路啓開資機材、車両の調達体制及び緊急通行車両、船舶等の調

達体制を整備していくものとする。

第２項 対策
1 緊急輸送道路ネットワークの整備

(1)緊急輸送道路の指定

【県】

県は、陸上、水上及び空の交通手段を活用した効率的な緊急輸送を行うため、地域の現

況等に基づいて、あらかじめ、隣接県の主要道路と、次に示す県内の防災拠点及び緊急輸

送拠点とそれらを結ぶ緊急輸送道路を選定し、緊急輸送道路の指定を行う。

指定に当たっては次の考え方に基づき、「第1次緊急輸送道路」及び「第2次緊急輸送道

路」を選定する。

ア 第1次緊急輸送道路

① 主な都市間を結ぶ主要道路

② 関係機関を結ぶ主要な道路

イ 第2次緊急輸送道路

① 第1次緊急輸送道路と市町村庁舎を結ぶ道路

② 第1次緊急輸送道路と防災拠点を結ぶ道路

第1次緊急輸送道路及び第2次緊急輸送道路の計画図を次々頁に示す。

また、緊急輸送道路の指定は、道路の整備状況や防災拠点施設等の設置状況に応じ、定

期的に見直すものとする。

(2)緊急輸送道路の整備

【九州地方整備局、県、市町村、西日本高速道路株式会社、県道路公社】

緊急輸送道路に指定された施設の管理者は、計画的な緊急輸送道路の整備を行う。

(3)港湾・漁港の指定と整備

【県、市町村】

港湾・漁港空間のもつ特性を活かして、震災直後はもとより、市民生活や経済社会活動

の復旧・復興にも幅広く貢献していくため、緊急輸送等を行う拠点として、考えられる港

湾・漁港を指定し、港湾・漁港の整備を国の計画と整合を図りながら実施する。
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＜防災拠点一覧表＞

第1次 第2次

1.地方公共団体 県庁舎 1 ●

地域中心都市の役場 延岡、日向、西都、宮崎、都城、小林、日南 7 ●
その他の市町村役場(支庁を含む） 37 ●

県支庁 西臼杵支庁 1 ●

道路管理事務所等 土木事務所、港湾事務所 17 ●

水道局 宮崎市、延岡市、都城市 3 ●

災害対策本部 宮崎県庁（県庁舎と同じ） (1)1 ●

災害対策地方支部 農林振興局、土木事務所、支庁(支庁、土木事務所と同じ)　 (7)7 ●

2.指定行政機関／ 国土交通省 河川国道事務所 2 ●

　指定地方行政機関等 出張所 14 ●

宮崎港湾・空港整備事務所 1 ●

大阪航空局宮崎空港事務所 1 ●

宮崎地方気象台 1 ●

宮崎海上保安部 1 ●

宮崎運輸支局 1 ●

財務省 宮崎財務事務所 1 ●

農林水産省 九州農政局 2 ●

厚生労働省 宮崎労働局（財務事務所と同じ） (1)1 ●

警察機関 県警本部 1 ●

警察署 13 ●

消防機関 消防署 13 ●

3.指定公共機関／ 日本郵政公社 宮崎中央郵便局 1 ●

　指定地方公共機関等 普通郵便局 10 ●

西日本高速道路 高速道路事務所 1 ●

道路公社 宮崎県道路公社 1 ●

ライフライン 電気 9 ●

電話 8 ●

ガス 3 ●

鉄道管理者 ＪＲ九州　総合鉄道事業部 1 ●

ＪＲ九州　保線区 2 ●

放送局 日本放送協会 1 ●

テレビ局（ケーブルテレビ局含む。） 9 ●

ラジオ局 1 ●

4.自衛隊 自衛隊 陸上自衛隊 2 ●

航空自衛隊 1 ●

地方連絡部 1 ●

5.救援物資等の備蓄 空港 宮崎空港 1 ●

　拠点又は集積拠点 ヘリポート 大型ヘリ離着陸可能地 94 ●

港湾、漁港 重要港湾 3 ●

地方港湾 13 ●

第２種、第３種、第４種漁港 12 ●

鉄道駅前広場 地域中心都市 6 ●

物流拠点 市場 4 ●

トラックターミナル 55 ●

県備蓄保管所 食科、医薬品、衣料（日本赤十字社県支部、延岡土木と同じ） (2)7 ●

都市公園空間を利用した

防災拠点 

道路空間を利用した Ｉ.Ｃ、Ｓ.Ａ、Ｐ.Ａ 22 ●

防災拠点 道の駅 17 ●

6.災害医療拠点 総合病院等 日本赤十字社 1 ●

機関災害拠点病院 2 ●

地域災害拠点病院 9 ●

九州保健福祉大学 1 ●

その他総合病院等 58 ●

血液センター 1 ●

保健所 9 ●

(11)515

県総合運動公園 1 ●

計

道路区分
( )重複で内数

備　　　　　考 拠点数拠 点 種 類 拠　点　名
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＜緊急輸送道路ネットワーク計画図＞
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2 緊急交通路の指定と緊急通行車両等の事前届出制度

【県警察本部】

(1)緊急交通路の指定

県公安委員会は、被災民等の安全かつ円滑な避難の確保、負傷者の救出・救護、消火活

動等の災害応急対策を行うための緊急通行車両の通行を確保するため、高速自動車国道、

一般国道、主要地方道、一般県道等の中から緊急交通路の候補路線を選定し、あらかじめ

指定している。※指定路線25路線、詳細は第３章応急対策計画第６節第２款

(2)緊急通行車両等の事前届出制度

県公安委員会は、災害応急対策活動が迅速かつ円滑に行われるために、緊急通行車両の

交通需要数を事前に把握し、確認手続きの省力化、効率化を図るため、あらかじめ緊急通

行車両の事前届出を受理するものとする。

ア 事前届出の対象となる車両

次のいずれの項目にも該当する場合。

(ｱ)災害時に、基本法第50条第1項の業務に従事する車両

(ｲ)指定行政機関等の所有車両及び指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関等

の活動のために使用される車両又は災害発生時に他の関係機関・団体等から調達する車両

＊災害対策に従事する自衛隊、米軍及び外交官関係の車両であって特別の自動車番号

標（ナンバープレート）を有しているものについては、緊急交通路の通行に際し確

認標章の掲示を不要とするため、規制除外車両として扱う。

イ 事前届出の申請手続

(ｱ)申請者

緊急通行に係る業務の実施について責任を有する者。

(ｲ)申請先

当該車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署を経由し、公安委員会に申請する。

(ｳ)申請書類（各２通）

ａ 緊急通行車両等事前届出書（様式1）

ｂ 自動車検査証の写し

ｃ 指定行政機関等との輸送協定書等の当該車両を使用して行う業務の内容を疎明する書

類

ウ 証明書の交付

県公安委員会は、審査の結果、緊急通行車両に該当すると認められるものについては、

様式1の緊急通行車両等事前届出済証を交付する。

(3)規制除外車両の事前届出

規制除外車両のうち、大規模災害発生後速やかに緊急交通路の通行を認めることが適切

である車両については、規制除外車両であることの確認に係る事前届出を実施する。

ア 事前届出の対象となる車両

次のいずれかに該当する車両であって緊急通行車両とならないもの

(ｱ) 医師・歯科医師、医療機関等が使用する車両

(ｲ) 医薬品・医療機器・医療用資材等を輸送する車両

(ｳ) 患者等搬送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る。）

(ｴ) 建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両

イ 申請手続

(ｱ) 申請者

(2)のイ(ｱ)を準用する。

(ｲ) 申請先

(2)のイ(ｲ)を準用する。

(ｳ) 申請書類（各２通）

ａ 規制除外車両事前届出書(様式２）

ｂ 自動車検査証の写し

ｃ 業務の内容を疎明する書類または車両の写真
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ウ 証明書の交付

県公安委員会は、審査の結果、規制除外車両に該当すると認められるものについては、

様式２の規制除外車両事前届出済証を交付する。

様式１ 緊急通行車両事前届出書

様式２ 規制除外車両事前届出書

災　　害 災　　害

地震防災 応急対策用 地震防災 応  急 対 策  用

原子力災害 原子力災害

国　民　保　護　措　置　用

　　宮崎県公安委員会　殿

申請者住所　　 平成　　年　　月　　日　

（電話）　　

氏名　　　　　　印　 　　宮崎県公安委員会　 　印 

 

住 所 　　      し、滅失し、汚損し,破損した場合には、公安

（　　）　　局　　　番 　　       委員会（警察本部経由)に届け出て再交付

氏 名 　　     を受けてください。

　　      3.次に該当するときは、本届出済証を返還

　　     してください。

　      　(1) 緊急通行車両等に該当しなくなったとき。

　      　(2) 緊急通行車両等が廃車となったとき。

　      　(3) その他、緊急通行車両等としての必要

　      　　性がなくなったとき。

備考　１　届出者は、氏名を記載し、及び押印することに代えて署名することができる。

　　　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4番とする。

　　      2.届出内容に変更が生じ又は本届出済証を亡失

出 発 地

使 用 者

　する警察本部又は警察署に提出してください。

輸送を行う車両に

あっては、輸送人

員又は品名）

(注)この事前届出書は2部作成して､当該車両

      (注)1.大規模地震対策特別措置法、災害対策基本法、

　　       原子力災害対策特別措置法又は武力攻撃事態等

　　       における国民の保護のための措置に関する法律

　　      に基づく交通規制が行われたときには、この届出

　　      済証を最寄りの警察本部、警察署、交通検問所

　　      等に提出して所要の手続を受けてください。

平成　　年　　月　　日 

緊急通行車両等事前届出書 緊急通行車両等事前届出済証

国 民 保 護 措 置 用

　を使用して行う業務の内容を疎明する書類

　を添付の上、車両の使用の本拠の位置を管轄

左記の通り事前届出を受けたことを証する

番号標に表示され

ている番号

車両の用途（緊急

災　　　害 応急対策用 災　　害 応  急 対 策  用

原子力災害 原子力災害

国　民　保　護　措　置　用

　　宮崎県公安委員会　殿

申請者住所　　 平成　　年　　月　　日　

（電話）　　

氏名　　　　　　印　 　　宮崎県公安委員会　 　印 

 

住 所 　　し、滅失し、汚損し、破損した場合には、

（　　）　　局　　　番 　　公安委員会（警察本部経由)に届け出て

氏 名 　　再交付を受けてください。

　　3.次に該当するときは、本届出済証を返還

　　してください。

　　(1) 規制除外通行車両等に該当しなくなったとき。

　　(2) 規制除外車両等が廃車となったとき。

　　(3) その他、規制除外車両としての必要性がなく

　　　なったとき。

備考　１　届出者は、氏名を記載し、及び押印することに代えて署名することができる。

　　　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4番とする。

平成　　年　　月　　日 

規制除外車両事前届出書 規制除外車両事前届出済証

国 民 保 護 措 置 用

　を使用して行う業務の内容を疎明する書類

　を添付の上、車両の使用の本拠の位置を管轄

左記の通り事前届出を受けたことを証する

番号標に表示され

ている番号

車両の用途（緊急

(注)1.災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法

　　又は武力攻撃事態等における国民の保護における

　　国民の保護のための措置に関する法律に基づく

　　交通規制が行われたときには、この届出済証

　　を最寄りの警察本部、警察署、交通検問所等

　　に提出して所要の手続を受けてください。

　　2.届出内容に変更が生じ又は本届出済証を亡失

出 発 地

使 用 者

　する警察本部又は警察署に提出してください。

輸送を行う車両に

あっては、輸送人

員又は品名）

(注)この事前届出書は2部作成して､当該車両
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3 交通管理体制の整備

【県、県警察本部】

(1)道路防災情報施設等の整備

県は、災害時の道路情報や災害情報を提供する施設を道路防災情報ネットワーク計画に

基づき整備する。

(2)交通管制施設等の整備

県警察本部は、交通規制が実効あるものとするため、交通情報板、交通流監視用カメラ、

自動起動型信号機電源付加装置等の交通安全施設及び資機材の整備に努める。

さらに、県警備業協会との間で締結した「災害時における交通誘導業務等に関する協

定」に基づき、災害時の交通規制が円滑に行われるよう体制の整備に努める。

4 道路啓開車両等の調達体制の整備と輸送車両、船舶等の確保

(1)道路啓開車両等の調達体制の整備

【道路管理者】

道路管理者は、発災後の道路啓開を円滑に進めることができるよう、建設業者と協定を

締結するなどして、道路の障害物除去、応急復旧等に必要な人員、資機材等を常時確保で

きる協力体制を整備するものとする。

(2)輸送車両、船舶等の確保

【県】

県は、県の保有車両、船舶等を把握するとともに、必要に応じて協定を締結するなど緊

急通行車両、船舶等の調達体制の整備に努めるものとする。

【港湾管理者】

港湾管理者は、建設業者等との協定などにより、発災後の港湾の障害物除去、応急復旧

等に必要な人員、資機材等の確保に努めるものとする。

第６款 避難収容体制の整備

第１項 基本方針
大規模災害が発生した場合、多数の長期避難者の発生が予想される。このうち、住居等を

喪失するなど引き続き救助を必要とする者に対しては、収容保護を目的とした施設の提供が

必要である。このため、避難所としての施設の指定及び整備を積極的に行っていくものとす

る。

第２項 対策
1 避難計画等の策定と避難対象地区の指定

【市町村】

(1)避難計画の策定

市町村は次の事項に留意して、避難計画を作成するとともに、避難所の管理責任予定者

等関係者を対象とした研修を実施するものとする。

ア 避難勧告又は指示を行う基準及び伝達方法

イ 緊急避難場所及び避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口

ウ 緊急避難場所及び避難所への経路及び誘導方法

エ 避難所(福祉避難所を含む)開設に伴う被災者救援措置に関する事項

(ｱ)飲料水の供給

(ｲ)炊き出しその他による食品の供給

(ｳ)被服寝具その他生活必需品の給与

(ｴ)負傷者に対する応急救護

(ｵ)要配慮者に対する介助等の対応
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オ 避難所の管理に関する事項

(ｱ)避難収容中の秩序保持

(ｲ)避難者に対する災害情報の伝達

(ｳ)避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底

(ｴ)避難者に対する各種相談業務

カ 災害時における広報

(ｱ)広報車による周知

(ｲ)避難誘導員による現地広報

(ｳ)住民組織を通じた広報

(2)避難対象地区の指定

市町村は、地域の実情から判断して、津波による浸水、山・がけ崩れ、火災の延焼拡大

等の危険性が高く、避難対策を推進する必要がある地域を市町村地域防災計画において明

示するとともに、これらを踏まえて避難対象地区を指定し、重点的に避難収容体制の整備

を推進するものとする。

(3)避難所運営マニュアルの策定

避難所の運営が円滑かつ統一的に行えるよう、あらかじめ各避難所毎に避難所運営マニ

ュアル等を作成し、避難所の良好な生活環境を確保するための運営基準やその取組方法を

明確にしておくこと。

マニュアル等の作成に当たっては、住民の自治による避難所開設・運営、要配慮者や男

女共同参画等の視点にも配慮すること。

2 避難場所、避難所、避難路の確保

(1)指定緊急避難場所

【市町村】

指定緊急避難場所については、市町村は、災害種別に応じて、災害及びその二次災害の

おそれのない場所にある施設，または構造上安全な施設を指定するものとする。 指定し

た緊急避難場所については，災害の危険が切迫した緊急時において、施設の開放を行う担

当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておくものとする。

また、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には

発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべき

であることについて，日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、指定緊

急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては，特定の災害においては当該施設

に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるも

のとする。

災害の想定等に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に

設けることを想定するとともに、平時から近隣市町村と調整を行うよう努めるものとする。

(2)指定避難所

【市町村】

市町村は、居住場所を確保できなくなった被災者に対しての応急的な収容保護を目的と

して避難所を次の基準により指定しておくものとする。

避難所については次の事項を考慮して指定するものとする。

ア 被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有するものであること。

イ 速やかに被災者等を受け入れ又は生活関連物資を被災者等に配付することが可能な構

造又は設備を有するものであること。

ウ 想定される災害による影響が比較的少ない場所に立地していること。

エ 車両その他の運搬手段による物資の輸送等が比較的容易な場所にあること。

オ 管内の公共施設のみでは避難所を量的に確保することが困難な場合には、あらかじめ

協定を締結するなど次により避難所の確保を図っておくこと。

(ｱ)隣接する市町村の公共施設等の利用
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(ｲ)旅館、ホテル、企業の社屋の一部（ロビー、会議室等）、企業の研修施設や福利厚生

施設（運動施設、寮・保養所等）等の利用

カ 避難所の利用関係を明確にするため、当該施設の管理(所有)者の理解・同意を得て指

定するとともに、物資の備蓄、災害時の利用関係、費用負担等について明確にしておく

こと。

キ 市町村は、一般の避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者のため、介

護保険施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努めるものとする。

【県】

県は、市町村が行う避難所の指定状況を把握しておくとともに、市町村間での避難所の

相互利用について支援する。

また、市町村の避難所の確保を支援するため県有施設の利用を推進する。

(3)避難路の確保

【市町村】

市町村は、避難所にいたる避難路を確保するため、従来の都市計画道路事業等に防災性

を付与し、整備の推進を図るものとする。

また、沿道の不燃化、緑地の整備、地下埋設物の耐震化、危険物の除去、消防水利の確

保等の対策を講じるものとする。

【県】

県は、市町村が行う避難路の整備に関する助言及び指導を行う。

(4)繁華街、観光地における避難場所等の確保

【市町村】

多数の人が集まる繁華街、観光地においては、安全な避難所及び避難路を確保するとと

もに、避難誘導のためのわかりやすい避難標識の設置に努める。

3 避難所等の広報と周知

市町村は、住民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難所等や災害危

険地域を明示した防災マップや広報誌・ＰＲ紙を活用して避難に関する広報活動の実施を通

じて住民等に対する周知を徹底するとともに、定期的に防災マップなどの見直しとその内容

の充実を図るものとする。

市町村は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づ

く災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示する

よう努めるものとする。

避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への移動を原則

とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえ

って危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、近隣の緊急的な待避場

所への移動又は屋内での待避等を行うべきことについて、市町村は、日頃から住民等への周

知徹底に努めるものとする。

【県】

県は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるものとする。

(1)避難所等の広報

【市町村】

避難所等の指定を行った市町村は、次の事項につき、広報紙等により地域住民に対し周

知徹底を図るとともに避難所として指定した施設については、住民等にわかりやすいよう

避難所の表示をしておくこと。

ア 指定緊急避難場所、指定避難所の名称

イ 指定緊急避難場所、指定避難所の所在位置

ウ 指定緊急避難場所、指定避難所への経路

エ その他必要な事項

(2)避難のための知識の普及
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【市町村】

市町村は、住民に対し次の事項の普及に努める。特に、自家用車による避難は、交通渋

滞が予想され、消火活動、救急・救助活動、医療救護活動及び緊急物質の輸送活動等に重

大な支障をもたらすおそれがあるので、住民にその自粛を呼びかける。

ア 平常時における避難のための知識

イ 避難時における心得（特に、必要最低限の必需品の避難所 への携行）

ウ 避難収容後の心得

(3)避難所の運営管理の知識の普及

【市町村】

市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要 な知

識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民 等が主体

的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。

(4)災害危険区域の広報

【県、市町村】

災害時の土石流、地すべり、山・がけ崩れ及び二次災害のおそれのある箇所については、

過去の災害事例及び現況調査等を参考に、土砂災害危険箇所図を作成する等、住民に適切

な方法で広報するとともに、県内全域の降雨状況を把握するための雨量測量局の設置や危

険箇所の巡回監視等に努める。

4 避難施設の安全性確保と設備の整備

(1)避難所の安全性の確保

【市町村】

市町村は、平常時より建物の安全性の確保を積極的に推進していくものとし、避難所に

指定されている学校施設等で、昭和56年度以前に建築された建物については、必要に応じ

て補強や耐力度調査による改築に努めるとともに、天井材等の非構造部材の脱落防止対策、

ブロック塀及び家具の転倒防止対策、エレベーターにおける閉じ込め防止等を図る。

避難所に指定している民間施設等について、天井材の落下などの非構造部材による被害

の軽減や、エレベーター内閉じ込め防災対策等についても必要な助言等を行い、施設管理

者等の対策を促進する。

【県】

県は、避難所に指定されている県の施設のうち、昭和56年度以前に建築された建物につ

いては、耐震診断を実施し必要に応じて補強や耐力度調査による改築を計画的に行ってい

くものとする。

避難所に指定されている県有施設における天井材等の非構造部材の脱落防止対策、ブロ

ック塀及び家具の転倒防止対策、エレベーターにおける閉じ込め防止等を図る。

(2)避難所の備蓄物資及び設備の整備

【市町村】

市町村は、あらかじめ応急的に必要と考えられる避難者への食料や飲料水の供給、被服

寝具その他生活必需品の給与に対応できる物資の備蓄に努めるとともに、負傷者に対する

応急救護や貯水槽、仮設トイレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通

信機器等のほか、空調、洋式トイレ、伝達事項の掲示板、出入口の段差解消のスロープな

ど、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者にも配慮した施設・設備の整備

に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備

を図るものとする。

なお、これらの実施に当たっては施設管理者等の理解を得たうえで実施すること。

また、避難所等における仮設トイレの設置や、し尿処理が円滑に行えるよう、あらかじ

め各事業者との協定を締結するなど、協力体制を整備しておくものとする。

【県】

県は、市町村の避難所の備蓄物資及び設備の整備に関して助言指導を行うとともに、避

難者の状況を迅速かつ的確に把握するため、避難者の氏名・住所等に関する被災者情報の
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システムを整備するものとする。

5 応急仮設住宅の供与体制の整備

災害のために住家を滅失した被災者は、避難所に収容され保護を受けることとなるが、避

難所は災害直後の応急的かつ一時的なものである。

よって、住家が滅失した被災者のうち、自らの資力をもって住宅を確保することのできな

い者に対し一時的な居住の安定を図るため、応急仮設住宅の供与体制を整備するものとする。

【市町村】

市町村は、次の事項に留意し応急仮設住宅の設置について供与体制を整備すること。

(1)建設用地の選定

ア あらかじめ応急仮設住宅の必要量を考慮の上、建設用地を選定し確保しておくこと。

イ 応急仮設住宅の建設用地の選定に当たっては、原則として、公有地、国有地、企業等

の民有地の順に選定すること。

ウ 応急仮設住宅の建設用地は、企業等の民有地についても、公租公課等の免除を前提と

して、原則とし無償で提供を受けられる土地とすること。

(2)立地条件の配慮

建設用地の選定に当たっては、上下水道、ガス、電気等の生活関連設備の整備状況、医

療関係、学校、商店、交通、地域的なつながり、騒音、防火等の面を総合的に考慮し、で

きる限り住宅地としての立地条件の適した場所に建設すること。

(3)利用関係の明確化

建設用地の選定に際しては、当該用地の所有者と設置期間や費用負担のあり方等用地利

用関係について明確にしておくこと。

(4)建設事業者団体等との協定

応急仮設住宅を迅速に設置することができるよう、必要によってあらかじめ建設事業者

団体等と応急仮設住宅の建設及び建設資材の提供等に関する協定を締結しておくこと。

(5)応急仮設住宅の建設計画の策定

応急仮設住宅を計画的に建設するため、災害によって住家を滅失した被災者の住宅需要

を速やかに把握し、全体の建設計画を策定すること。

(6)必要戸数の供給

ア 災害が発生した場合には、必要によって建設事業者団体の協力を得て、速やかに必要

な応急仮設住宅を建設すること。

イ 避難所の生活が相当に長期化しているにもかかわらず応急仮設住宅の建設が著しく遅

れる等のやむを得ない事情がある場合、公団・公営住宅の一時利用、民間アパートの借

り上げ等により実施すること。

(7)住宅の仕様等

単身や多人数世帯、高齢者や障害者等の災害時要援護者等、個々の需要に応じた多様な

タイプの応急仮設住宅の提供や設置後の地域社会づくり等に考慮した配置とすること。

【県】

県は、災害救助法の適用があった場合、当該市町村と協議の上、必要戸数について応急仮

設住宅の建設を行う。

また、市町村の応急仮設住宅の建設にあたっては、社団法人プレハブ建築協会との協定

(「災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書」)等により支援を行う。

第７款 備蓄に対する基本的な考え方

大規模災害初期は、交通・通信インフラが寸断され、物流機能が停止し、被災地域内での物

資調達が困難になるとともに、国や他都道府県からの支援もすぐに届かないことが想定される。
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このため、災害発生直後から流通が回復あるいは国等の支援が本格化されるまでの間に最低限

必要な生活関連物資の備蓄は、「自分の命は自分で守る」という「自助」の理念に基づき、県民

自らが行うことを基本とするとともに、県及び市町村は、被災者等の保護を行うため発災初期

における生命維持や生活に最低限必要な物資を備蓄することとする。

1 県民による備蓄に係る基本的な考え方

(1)家庭における備蓄

発災初期においては、流通機能が麻痺し必要な物資の購入ができない可能性が高いため、

買い置きや冷蔵庫等での貯蔵を含め、食料、飲料水、その他の生活必需物資については、

家族人数分の最低でも３日間分（可能な限り1週間分程度）の備蓄に努める。

家族構成やペットの有無など家庭の状況により発災初期に必要な物資の内容は異なるた

め、事前に各家庭で備蓄する物資について確認するよう努める。

特に高齢者や乳幼児、障がい者などの要配慮者がいる家庭においては、紙おむつや医薬

品、粉ミルク、ほ乳瓶などの物資についても備蓄に努める。また、食物アレルギーをもつ

家族等がいる場合については、食物アレルギーに対応した食料の備蓄に努める。

避難の際にすぐに備蓄物資や貴重品等を持ち出せるよう非常持出袋等を準備し、食料、

飲料水、その他の生活必需物資を避難所等に持参できるよう努める。

(2)事業所等における備蓄

発災後における事業所等としてのサービスの維持や復旧を図るため、安全を確認後、従

業員等は業務を継続する必要がある。また、発災直後における帰宅困難者の抑制を図るた

め、従業員等は一定期間は事業所内に留まっておくことが望ましい。このため、事業所等

は事業所内で勤務する従業員数の最低でも３日間分の食料、飲料水、その他の生活必需物

資の備蓄に努める。

(3)自治会等（自主防災組織を含む。）における備蓄

発災時の初期消火、救出・救護活動、炊き出し等の給食など、地域の防災活動を効果的

に行えるよう、自治会等の組織単位で資機材や食料、飲料水、その他の生活必需物資等の

備蓄に努める。

【県、市町村】

2 県及び市町村による備蓄に係る基本的な考え方

災害に必要な物資は県民自らが備蓄し、避難所等に避難する際には持参することを基本と

するが、南海トラフ地震等の大規模災害が発生した際には、家屋倒壊や焼失等により備蓄し

た物資を避難所等に持参できない県民が発生することが想定されることから、県及び市町村

は被災者等の保護を行うため最低限必要な物資を備蓄する。

(1)県及び市町村の役割

ア 市町村の役割

基礎的な地方公共団体として、発災初期において速やかに避難所及び避難所以外の場

所に滞在する被災者の保護を行うことができるよう、最低限必要な生活関連物資の現物

備蓄や、協定等による民間事業者等からの物資調達（以下「流通備蓄からの調達」とい

う。）に努める。発災初期に速やかに供給できるよう避難所等に分散して現物備蓄に努め

る。

イ 県の役割

広域自治体として市町村からの要請等に応じて、物資を供給することができるよう、

現物備蓄や流通備蓄からの調達に努める。

(2)備蓄する品目

ア 市町村が行う備蓄

発災初期の生命維持や生活に最低限必要な「食料、育児用調製粉乳、毛布等、乳児・

小児用おむつ、大人用おむつ、携帯・簡易トイレ」や避難所運営に必要な資機材を中心

とし、要配慮者や女性に配慮した物資の供給や地域の事情を考慮した上で、計画的に現

物備蓄及び流通備蓄からの調達体制整備に努める。



-67-

第２編 共通対策編

第２章 災害予防計画

なお、断水時の飲料水の供給は、水道事業者等が実施する応急給水による対応を基本

とするが、その補完として、ペットボトル等の現物備蓄及び流通備蓄からの調達体制整

備に努める。

イ 県が行う備蓄

避難所避難者等の支援に必要不可欠な物資として、「食料、育児用調製粉乳、毛布等、

乳児・小児用おむつ、大人用おむつ、携帯・簡易トイレ」を優先して計画的に現物備蓄

及び流通備蓄からの調達体制整備に努める。

なお、断水時の飲料水の供給については水道事業者等が実施する応急給水による対応

を基本とするが、要請に応じて市町村に飲料水を速やかに供給できるよう、ペットボト

ル等の飲料水の流通備蓄をはじめとした調達体制整備に努める。

(3)流通備蓄からの調達

南海トラフ地震等の大規模災害発災初期は交通・通信インフラが寸断され、物流機能が

停止し、県外からはもとより県内においても広域的な物資運搬は困難となることが予想さ

れる。このため市町村及び県が行う発災から３日目までの流通備蓄からの調達は次のとお

り行うことを基本とする。

ア 市町村による流通備蓄からの調達

各市（町村）は可能な限り物資の運搬が容易な市（町村の場合は郡）域内の民間事業

者等から優先して物資の調達を行う。

イ 県による流通備蓄からの調達及び総合調整

県は必要に応じて、県内の民間事業者等から物資を調達し市町村を支援するとともに、

県内全域及び県外の民間事業者等からの物資調達に関する総合調整を行う。

第８款 食料・飲料水及び生活必需品等の調達、供給体制の整備

第１項 基本方針
県及び市町村は「宮崎県備蓄指針（平成28年12月1日）」に基づき、住宅の被災や交通の途

絶等による各家庭での食料、飲料水、生活必需品の不足等が起こった場合には、災害発生直

後から被災者に対し円滑に食料、生活必需品及び飲料水の供給が行えるよう、物資の備蓄並

びに調達体制の整備を図るものとする。

また、県は災害救助法の適用に当たって食品等の物資を供給する場合に備え、災害救助基

金において物資の備蓄に努めるものとする。

第２項 対策
1 食料・飲料水の備蓄及び供給体制の整備

(1)食料の備蓄及び供給体制の整備

ア 県の体制整備

県は、市町村の食料入手に関して民間業者等と市町村間の調整を支援するとともに、

災害救助法の適用があった場合、必要に応じて当該市町村へ食料を速やかに供給できる

よう公的備蓄と流通備蓄に努めるものとする。

(ｱ)公的備蓄

【県】

県は、宮崎県備蓄基本指針に基づき、発災初期の生命維持や生活に最低限必要な物

資を対象として備蓄目標を定め、計画的に現物備蓄及び流通備蓄からの調達体制整備

に努める。

県は、計画的な現物備蓄と円滑な物資の供給のため、次の場所に加え、備蓄場所の

確保に努めるものとする。

① 日本赤十字社宮崎県支部

② 延岡総合庁舎
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③ 都城総合庁舎

④ 西臼杵支庁

(ｲ)流通備蓄からの調達

【県】

県は、食品製造業者及び小売業者等の協力を得て、物資の調達に関する協定の締結

等を行うことにより、食料の確保に努めるものとする。

また、品目については、高齢者・乳幼児等の災害時要援護者への対応も考慮するも

のとする。

物資の輸送は、原則として事業者が県の指定する引渡し場所までの物資の輸送及び

引渡しを行うものとする。事業者による輸送が困難な場合は、県が車両を調達し、緊

急輸送を行う。

(ｳ)政府所有の米穀の調達体制の整備

【県、農林水産省政策統括官】

県及び農林水産省政策統括官は、災害時における市町村からの支援要請に対応し、

政府所有の米穀の買い受け・引き渡しを円滑に行えるよう連絡、協力体制の整備を図

っておくものとする。

イ 市町村の体制整備

【市町村】

市町村は、宮崎県備蓄基本指針に基づき、発災初期の生命維持や生活に最低限必要や

避難所運営に必要な資機材を基本として、地域の事情を考慮した上で備蓄目標を定める

とともに、必要に応じて被災者に食品の供給が図られるよう、次の事項に留意しその備

蓄と供給体制の整備に努めるものとする。

(ｱ)住家の被害やライフラインの寸断等により、食料の入手が不可能な被災者に対して

速やかに食料の供給ができるよう、自ら公的備蓄に努めるとともに、農業協同組合や

民間業者等と食料供給協定等を締結するなど流通備蓄に努めること。

(ｲ)供給の長期化に備え、食品メニューの多様化、適温食の提供、栄養バランスの確保、

高齢者・乳幼児・食事制限のある者・病弱者等に配慮した品目(食材の柔らかい物、ミ

ルク等)についても供給・備蓄に努めること。

(ｳ)米穀の買い受けを円滑に行えるよう、県農産園芸課、農林水産省等との連絡・協力

体制の整備を図っておくものとする。

(2)応急給水・応急復旧体制の整備

【水道事業者】

水道事業者は、被災時に被災状況に応じた応急給水・復旧計画を立案するための応急給

水・復旧基本計画をあらかじめ策定する。

また、応急給水・復旧基本計画は、職員に周知徹底しておくとともに、常に実施計画立

案が行えるよう体制を整備するものとする。

なお、計画に盛り込む事項は、概ね次のとおりとする。

ア 指揮命令系統の整備

緊急時の指揮命令者等の連絡に必要な手順等をを定めておく。

イ 応急復旧期間

目標復旧期間は概ね４週間以内とする。

ウ 応急給水目標水量

応急給水量は、次の給水量を目標に設定する。

・初めの３日間 3㍑/人日

・7日目まで 20㍑/人日

・14日目まで 100㍑/人日

・15日から28日目まで 250㍑/人日

・29日目以降 通常通水

エ 応急供給拠点の設定
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応急給水時における給水車・給水タンク等への水の供給する基地として、浄水場、配

水池等を利用し、給水拠点を設定する。

オ 応急給水拠点の設定

給水拠点は次の搬送距離等を目標に設定する。

・初めの3日間 避難所

・7日目まで 避難所・給水拠点

・14日目まで 150m程度

・15日から28日目まで 10m以内

・29日目以降 通常通水

カ 応急資機材の確保

他県からの応援資機材量を勘案のうえ合理的な備蓄量を設定する。

キ 応急資機材の受入・配送拠点の整備

資機材等の受け入れ、配送を行う拠点について、関係機関と調整の上、応援資機材配

送計画を作成する.

ク 応援受入拠点の整備

・応援受入拠点は、関係機関と協議・調整の上、公的施設等を利用して整備する。

・緊急時に備えて、各種図面（管路図等）及び書面を整備するとともに、危機管理上の

保管分散化を行う。

ケ 水質管理の強化

応急給水拠点で水質検査を行うなど水質監視体制を整備するとともに、飲料水の一時

保管方法について周知する。

【県】

県は、応急給水・復旧に係る連絡調整を行う体制を整備するとともに、あらかじめ応援

資機材等の備蓄量を把握するなど広域的相互応援体制の整備を行うものとする。

また、緊急時の水質検査体制の整備を行うものとする。

なお、県は、災害救助法の適用のあった場合、必要に応じて当該市町村に飲料水を速や

かに供給できるよう、簡易浄水器具等の公的備蓄やペットボトル等の流通備蓄に努めるも

のとする。

ア 県内市町村水道事業者間の相互応援体制の整備

県は、県内市町村水道事業者間の相互応援協定等の締結指導など応援体制の整備を行

う。

イ 他県との広域相互応援体制の整備

県は、他県との広域相互応援体制について、あらかじめ国及び他県等と協議・調整を

行う。

ウ 応急給水等訓練の実施

県は、水道事業者が策定する応急給水・復旧基本計画に基づいた広域的な応急給水等

訓練を行う。

エ 応援資機材等の把握

県は、県内水道事業者の応援資機材の備蓄量を把握し、水道事業者に情報提供を行う。

オ 応援連絡体制の把握

県は、県内水道事業者の応援連絡体制を把握するとともに、水道事業者に応援可能事

業者等の情報提供を行う。

カ 水質検査体制の整備

県は、緊急時における水質検査体制の整備を行う。

【市町村】

市町村は、避難所等に避難した被災者の飲料水を確保するため、公的備蓄や流通備蓄に

よる飲料水の供給、市町村相互応援による給水車派遣等、その供給体制の整備に努める。

2 生活必需品等の備蓄及び供給体制の整備

(1)県の体制整備
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【県】

県は、市町村の生活必需品の入手に関して民間業者等と市町村間との調整を支援すると

ともに、災害救助法の適用があった場合、必要に応じて当該市町村への生活必需品を速や

かに供給できるよう公的備蓄と流通備蓄に努めるものとする。

ア 現物備蓄

県は、宮崎県備蓄基本指針に基づき、発災初期の生命維持や生活に最低限必要な物資

を対象として備蓄目標を定め、計画的に現物備蓄及び流通備蓄からの調達体制整備に努

める

県は、計画的な現物備蓄と円滑な物資の供給のため、次の場所に加え、備蓄場所の確

保に努めるものとする。

① 日本赤十字社宮崎県支部

② 都城総合庁舎

③ 延岡総合庁舎

④ 西臼杵支庁

イ 流通備蓄からの調達

県は、小売業者等の協力を得て、物資の調達に関する協定の締結等を行うことにより、

生活必需品の確保に努めるとともに、緊急時における当該事業者等との情報連絡体制の

整備に努める。

なお、品目については、高齢者・乳幼児等の要配慮者への対応も考慮するものとする。

(ｱ)輸送方法

原則として事業者が県の指定する引渡し場所までの物資の輸送及び引渡しを行うも

のとする。事業者による輸送が困難な場合は、県が車両を調達し、緊急輸送を行う。

(2)市町村の体制整備

【市町村】

市町村は、宮崎県備蓄基本指針に基づき、発災初期の生命維持や生活に最低限必要や避

難所運営に必要な資機材を基本として、地域の事情を考慮した上で備蓄目標を定めるとと

もに、必要に応じ被災者に応急的な生活必需品の給(貸)与が図られるよう、次の事項に留

意し、その公的備蓄と供給体制の整備に努めるものとする。

ア 避難所等の生活において、被服、寝具その他生活必需品の欠乏している被災者に対し

て速やかに物資の給(貸)与が図られるよう、自ら公的物資の備蓄に努めるとともに民間

業者と物資供給協定等を締結するなどにより流通備蓄に努めること。

イ 生活必需品の物資については、女性や子供、要配慮者にも配慮した物資の調達及び供

給に努めること。

ウ 義援物資が大量に搬入されることも考えられることから、義援物資の受入体制や配布

方法について、ボランティア等の活用も含めた体制を整備しておくこと。

エ 生活必需品の例示

・寝具

就寝に必要な毛布・布団やタオルケット等

・外衣

ジャージ、洋服、作業衣、子供服等

・肌着

男女下着、子供下着等

・身の回り品

タオル、バスタオル、靴下、サンダル、雨具等

・食器、日用品

食器・箸・皿、石鹸、歯みがき、ティッシュ、トイレットペーパー、生理用品、

紙オムツ、粉ミルク用品、離乳食用品、だっこ紐、授乳用ポンチョ、電池等

・その他、応急的に必要な生活必需品
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3 備蓄推進のための取組

【県・市町村】

(1)県民の「災害に対する備え」及び「地域の防災力」の向上

県及び市町村や防災関係機関が連携し、県民に対して自助・共助による備蓄の重要性及

びその実践について啓発を行い、県民の災害への備えを向上させるよう努める。

また、発災直後から住民が中心となり避難所運営や炊き出しが行えるよう、住民参加型

の防災訓練を行うよう努める。

(2)流通備蓄による物資調達体制の強化

南海トラフ地震等の大規模災害では多くの物資を必要とするため、これまでの協定等に

加え、県内に生産工場や物流拠点等を設置している民間業者等との協定締結等に努め、物

資調達ルートの多様化を図るよう努める。特に食料については、豊富な農水産資源を有す

る本県の強みを活かした体制の構築に取り組むよう努める。

また、既に締結している協定等については、調達可能な物資の品目や数量の確認を行う

とともに、平時から民間事業者等と顔の見える関係を構築し、協定等の実効性を高めるこ

とに努める。

(3)県及び各市町村での情報共有

災害発生時に県内市町村相互の物資支援や県からの物資提供を円滑に行うため、備蓄物

資の保管内容及び保管量、保管担当者及び連絡先、流通備蓄の協定内容などの情報の共有

に努める。

第９款 被災者等への的確な情報伝達体制の整備

第１項 基本方針
災害発生時には、国、県、市町村、防災関係機関の間で緊密な情報連絡をとることが全ての対策

の基本となるため、平常時よりソフト・ハード両面で情報伝達体制の整備を図るものとする。

第２項 対策
1 市町村防災行政無線等の整備

【市町村】

(1)市町村防災行政無線整備の推進

市町村が使用する防災行政無線には、次の２種類がある。

ア 移動系無線：被害状況を把握するため、災害現場へ移動し市町村役場と災害現場との

間で通信を行うシステム

イ 同報系無線：災害情報等を市町村役場から屋外拡声器や各家庭に設置している戸別受

信機により、住民に周知する通信システム

県内の整備状況は次の通りである。(平成26年４月１日現在)

・同 報 系 24市町村（うち３町村はMCA、CATV、地域コミュニティFMによる代替）

・移 動 系 25市町村

市町村は、住民に対して災害情報等の伝達を図るため、難聴地域が発生しないことを基

本として、今後とも市町村防災行政無線の整備を推進するものとする。

(2)消防無線整備の推進

消防無線とは、県下消防本部が他県及び県内における消防、救急活動を円滑に実施する

ため、消防本部において設置した無線通信設備をいい、下記によりその整備を推進すると

ともに、既存のアナログ方式の消防救急無線設備の更新時期等を踏まえつつ、平成28年5

月までにデジタル化への移行を促進する。

ア 大規模災害時に広域支援のため他県に出動した際に、各消防本部が相互に通信するこ

とができる全国共通波の整備充実を図る。
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イ 県域における各消防本部と相互に通信することができる県内共通波の整備、充実を図る。

ウ 災害現場の情報を迅速かつ的確に収集するため、携帯無線機の増強を図る。

【県】

県は、緊急消防援助隊設備費補助事業など国の制度事業に関する市町村への助言・指導

を行うほか、防災施設等総合整備事業により財政支援を行い、市町村防災行政無線等の整

備を促進する。

【市町村】

(3)多様な手段の整備

被災者等への情報伝達手段として、市町村防災行政無線等の無線系（戸別受信機を含

む。）のほか、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティ

ＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メールを含む。）、有線系も含め要配慮者にも配慮

した多様な手段の整備に努めるものとする。

2 広報体制の整備

災害発生時に、報道機関からの取材の要請に適切に情報提供ができるよう、あらかじめ対

応方針を定めておく必要がある。そのため、報道機関とはあらかじめ協定等を締結し、災害

対策本部等からの報道要請等の方法について定めておくこととする。

また、広報に当たっては、自衛隊等他の機関の広報との連携・協力について配慮しておく

ものとする。

【県】

(1)取材への対応による業務への支障、窓口が一本化されていないことによる情報の混乱等

を防ぐため、被害状況及び対策等の情報の報道機関に対する提供については、通常は危機

管理局が、災害対策本部設置時には、総合対策本部総括班が行うこととする。

(2)県は各放送局と「災害対策基本法に基づく放送要請に関する協定」を締結しているが、

災害発生時に放送要請が必要な事態が生じた場合に、速やかに放送要請が行えるよう放送

要請の方法についての確認を行っておくものとする。

【警察】

報道対応窓口を1本化し責任ある報道対応を行うものとし、報道発表に当たっては、県と密

接に連絡を取り、必要に応じ調整を図るものとする。

なお、災害認定については、災害認定機関である市町村と意思を確認した上で報告するも

のとする。

【市町村】

(1)取材に対する対応による業務への支障、窓口が一本化されていないことによる情報の混

乱等を防ぐため、取材に対する広報窓口を明確にし、窓口を経由して情報の提供を行う体

制とするものとする。

(2)災害発生時に放送要請が必要な事態が生じた場合に、速やかに放送要請が行えるよう放

送要請の方法についての確認を行っておくものとする。

3 被災者からの問合せに対する体制の整備

災害発生時には、住民等からの問い合わせ、要望、意見等が多数寄せられることが予想さ

れるため、情報の混乱を防ぎ、住民に対する的確な情報を提供できるよう体制を整えておく

必要がある。

【県、警察】

(1)住民等からの問い合わせに対する専用電話・ファックスを備えた相談窓口を設置し、職

員が専属で対応できるよう以下の点についてあらかじめ体制を整備しておく。

ア 窓口設置用の電話回線、電話機・ファックスの確保

イ 各部局ごとの窓口対応職員の指定

(2)インターネットを通じて、住民が防災に関する各種の情報を得られるよう整備を図るも

のとする。

【市町村】
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(1)住民等からの問い合わせに対する専用の窓口や、専用電話・ファックスを設置し、職員

が専属で対応できるよう体制の整備を図るものとする。

(2)有線テレビジョン放送、屋外文字放送、緊急速報メール等を活用し、地域に密着した情

報を提供するため、事業者との協力関係の構築を図るものとする。

(3)インターネットを通じて、住民が防災に関する各種の情報を得られるよう整備を図るも

のとする。

第10款 要配慮者に係る安全確保体制の整備

第１項 基本方針
近年の災害では、高齢者、障がい者その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」とい

う。）の犠牲が多くなっている。このため、県、市町村及び要配慮者を入所させる社会福祉施

設等の管理者等は、地震災害から要配慮者を守るため、安全対策の一層の充実を図り、平常

時から地域における要配慮者の安全確保体制について整備に努めるものとする。

第２項 対策
1 社会福祉施設等の防災体制の充実

【社会福祉施設管理者】

社会福祉施設管理者は、次の事項について留意し、施設入所者や通所者(以下、「施設入所

者等」という。)の安全確保体制を整備するものとする。

(1)防災組織体制の整備

施設入所者等の避難場所の指定、避難誘導、職員の動員と職務体制等を規定した防災計

画をあらかじめ策定しておくこと。

なお、計画は、夜間・休日等の災害発生にも十分に対応できる計画とすること。

(2)緊急応援連絡体制の整備

非常用通報装置を設置する等により、関係機関との通信手段の確保整備に努めるととも

に、施設入所者等の避難誘導等に当たって地域住民の協力が得られるよう、地域自治会や

ボランティア組織等と連携に努めること。

また、施設入所者等の出身世帯との緊急連絡方法についても把握しておくこと。

(3)施設の安全性等の確保

災害時における施設の倒壊等を未然に防止するため、施設の安全性等の確保に努めること。

また、施設内の設備品の倒壊・転落防止についてもその対策を講じておくこと。

(4)防災資機材の整備、食品等の備蓄

災害時の電気、水道等のライフラインの寸断に備え、非常用自家発電機、投光機、ポリ

タンク等の防災資機材の整備、非常食や飲料水等の備蓄に努めること。

(5)防災教育、防災訓練の実施

施設入所者等が安全に速やかに避難できるよう、定期的に職員や施設入所者等への防災

教育や避難訓練を実施すること。

また、避難訓練においては、消防署、地域住民やボランティア組織等と連携した訓練を

実施すること。

(6)防災士の資格取得

職員の防災士資格取得に努めること。

(7)県、市町村への協力

県又は市町村が実施する要配慮者に係る防災対策に協力するよう努めること。

【県、市町村】

県及び市町村は、社会福祉施設の防災体制の充実について、施設管理者へ助言指導を行う

とともに、社会福祉施設と関係機関団体との連携について調整支援を行うこと。

また、災害後、社会福祉施設への入所対象者が増加することが考えられることから、その
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受け入れ等について、社会福祉施設相互間の調整を検討しておくこと。

2 避難行動要支援者の救護体制の整備

【市町村】

要配慮者のうち災害発生時等において、自ら避難することが困難な者であって、その円滑

かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの（以下「避難行動要支援者」とい

う。）に関し、次の事項に留意し体制を整備する。

(1)避難行動要支援者の名簿の整備等

ア 市町村地域防災計画に定めるところにより、福祉部局と防災部局との連携の下、平常

時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、当該名簿の作成を行うこと。

イ 避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、その把握に努め、避難行動要支

援者名簿を更新する期間等をあらかじめ構築し、名簿情報を最新の状態に保つこと。

ウ 災害発生時には、避難行動要支援者本人の同意の有無にかかわらず、当該名簿を効果

的に利用し、避難支援等が行われるよう努めること。

(2)避難等の伝達方法の整備

災害時に避難の指示等が適切に伝達されるよう、その伝達方法について緊急通報システ

ムの整備や民生・児童委員、地域住民等の協力を得た伝達等について体制を整備しておく

こと。

(3)相互協力体制の整備

民生・児童委員、避難行動要支援者の近隣住民（自主防災組織）、避難行動要支援者を対

象とする地域ケアシステムの在宅ケアチームやボランティア組織などとの連携により、避

難行動要支援者の安全確保に係る相互協力体制の整備に努める。

(4)防災知識の普及・啓発、防災訓練の実施

近隣住民（自主防災組織）、地域ケアシステムの在宅ケアチームやボランティア組織など

の協力により、避難行動要支援者やその家族を含めた防災訓練の実施に努める。

また、避難行動要支援者に十分配慮したきめ細かな防災行動マニュアルの策定や普及な

どの啓発を図る。

(5)福祉避難所の指定等

介助等の特別な配慮を要する要配慮者を収容するため、福祉避難所を指定するとともに、

福祉避難所での生活に資する車椅子、携帯便器、オムツ等の生活必需品の備蓄及び介助員

の派遣等について体制を整備しておくこと。

なお、福祉避難所が不足する場合に備え、事前にその確保に努めるものとする。

【県】

県は、市町村の行う避難行動要支援者の救護体制の整備（啓発パンフレットの作成・配付

の取組など）について、助言・指導を行うとともに、その実施に当たって関係機関団体との

調整を支援する。

3 外国人に対する防災対策の充実

(1)外国人の状況の把握

【市町村】

市町村は、災害時における外国人の安否確認等を迅速に行い円滑な支援ができるように、

平常時からその状況の把握に努める。

【県】

県は、外国人の状況の把握についての助言・指導を行う。

(2)防災知識の普及・啓発

【県、市町村】

県及び市町村は、日本語を理解できない外国人のために、外国語による防災に関するパ

ンフレットを作成し、外国人との交流会や外国人雇用事業所等様々な交流機会や受入れ機

関などを通じて配布を行い、防災知識の普及・啓発に努める。

(3)外国人が安心して生活できる環境の整備
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ア 外国人相談体制の充実

【県、市町村】

外国人が日常生活の中で抱える様々な問題について、身近なところで気軽に相談し適

切なアドバイスを受けられるように、県及び(公財)宮崎県国際交流協会(以下「県国際交

流協会」という。）の外国人相談窓口の充実を図り、災害時に対応できる体制づくりに努

める。

イ 外国人にやさしいまちづくりの促進

【県、市町村】

市町村は、避難場所や避難路等の避難施設の案内板について、外国語の併記も含め、

その表示とデザインの統一を図るなど、外国人にもわかりやすいものを設置するように

努める。

ウ 外国人への行政情報の提供

【県、市町村】

県及び市町村は、生活情報や防災情報などの日常生活に係わる行政情報を外国人に周

知するため、広報誌やガイドブック、ラジオ、インターネット通信等、各種の広報媒体

を利用して多様な言語やひらがな等のわかりやすい言葉・文字（以下「多言語等」とい

う。）による情報提供を行う。

エ 外国人と日本人とのネットワークの形成

【県、市町村】

県及び市町村は、外国人も日本の地域社会にとけこみ、その一員として地域で協力し

合いながら生活できるよう、地域住民との交流会の開催など様々な交流機会の提供を行

い、外国人と日本人とのネットワークの形成に努める。

オ 語学ボランティアの確保

【県、市町村】

県及び市町村は、災害発生時に通訳や翻訳などを行うことにより、外国人との円滑な

コミュニケーションの手助けをする語学ボランティアの活動を支援するため、あらかじ

め「担当窓口」を設置するとともに、多言語による防災対策対話集などの作成に努める。

【県国際交流協会】

県国際交流協会は、災害発生時における語学ボランティアの受入・活用を円滑に行う

ため、「受入れ窓口」としての機能を備えておくものとする。

カ 語学ボランティアの登録・養成

【県国際交流協会】

県国際交流協会は、災害時に語学ボランティアとしての活動を希望する者の登録と研

修を行い、語学ボランティアが迅速に活動できる体制整備に努めるものとする。

第11款 防災関係機関の防災訓練の実施

第１項 基本方針
災害時の迅速かつ適確な行動のためには、日常からの訓練が重要である。関係機関は相互

の連携のもと災害時の状況を想定した実践的な訓練を定期的、継続的に実施する。

また、訓練を行うにあたっては、ハザードマップ等を活用して被害の想定を明らかにする

とともに実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、性別、年齢等にかかわらず、要配慮者

等多様な住民が参加し、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的なものと

なるよう工夫するものとする。さらに、訓練結果の事後評価を通して課題を明らかにし、そ

の改善に努め防災対策の充実強化を図るものとする。

第２項 対策
1 県総合防災訓練の実施
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【県、市町村、防災関係機関】

県は、災害時の心構えと防災活動のあり方の確認、各防災関係機関の協力体制の確立及び

地域防災計画等の検証、県民の防災意識の向上等を目的として、以下の要領により総合防災

訓練を実施するものとする。

(1)実施時期

訓練効果を考慮し、毎年実施する。

(2)実施場所

県内全ての市町村において、各地域において実施する。

(3)訓練種目

①災害対策本部設置、運営等活動体制の確立

②発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保

③広域応援活動

④救助・救急及び消火活動

⑤医療救護活動

⑥避難収容活動

⑦公共施設等の応急復旧活動

⑧ライフライン施設の応急復旧

⑨海上災害の応急復旧

⑩防災関係機関の連携

⑪その他地震発生時に起こりうるあらゆる災害を想定し、震災応急対策に必要となる種目

について訓練を実施する。

(4)訓練参加機関

県内の市町村、防災関係機関のできるだけ多くの機関の参加を呼びかけ、県及び市町村

が主催して実施する。

実施に当たっては、自主防災組織、ボランティア組織、要配慮者も含めた地域住民等と

も連携するとともに、応援の派遣、受入を中心とした他県等との合同の訓練も含め実施す

る。

(5)防災訓練時の交通規制

警察本部は、防災訓練の効果的な実施を図るため、特に必要があると認めるときは、地

域住民の協力を得て当該防災訓練の実施に必要な限度で区域または道路の区間を指定して、

歩行者または車両の道路における通行を禁止または制限するものとする。

2 個別防災訓練の実施

下記の訓練については、総合防災訓練で実施する他にも必要に応じて、関係機関と連携し

て別途実施するものとする。

(1)水防訓練

【県、水防管理団体】

県及び水防管理団体は、その区域の水防活動の円滑な遂行を図るため、独自に又は共同

して水防訓練を実施するほか、水系別に水防演習を行う。

(2)消防訓練

【消防関係機関】

消防関係機関は、消防活動の円滑な遂行を図るため、火災警報伝達訓練、出動訓練、火災防

御訓練、救助・避難誘導訓練等を実施するほか、随時他の関連した訓練と合わせて行う。

(3)災害救助訓練

【県、災害救助実施機関】

県及び災害救助実施機関は、救助、救護を円滑に遂行するため必要に応じて独自に、又

は関係機関と共同してあらかじめ災害の想定を行い、医療救護・人命救助、被災者支援等

の訓練を行う。

県救助機関災害対策連絡会議構成機関は合同で情報伝達・収集、指揮活動等の訓練を行う。

(4)通信訓練
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【県、防災関係機関】

県及び防災関係機関は、災害時に円滑な関係機関間の通信が行えるよう、宮崎地区非常

通信連絡会等の協力を得て、あらかじめ作成された想定により遠隔地からの情報伝達、感

度交換訓練等を行う。

(5)避難訓練

【市町村、警察等避難訓練実施機関】

市町村、警察等避難訓練実施機関は、災害時における避難が迅速かつ円滑に行われるよ

う、地域住民の協力を得て、災害のおそれのある地域及び病院、集会場等の建造物内の人

命保護を目的として避難訓練を実施する。

(6)非常参集訓練及び本部の設置運営訓練

【県、市町村】

県及び市町村は、災害時における職員の非常参集及び災害対策本部の設置の迅速化及び

円滑化のため、非常参集訓練及び本部の設置運営訓練を実施する。非常参集訓練について

は、実施期間をある程度特定した上での抜き打ち的実施も検討する。

(7)情報収集及び伝達訓練

【県、市町村】

県及び市町村は、災害時における情報の収集及び伝達活動が迅速かつ的確に実施される

よう、あらかじめ作成された想定により情報の収集及び伝達に関する訓練を実施する。

(8)災害警備活動及び交通規制訓練

【警察】

県警察本部は、災害時における警備活動及び交通規制が的確に実施されるよう、あらか

じめ作成された想定により災害警備活動及び交通規制訓練を実施する。

(9)海上防災訓練

【宮崎海上保安部】

宮崎海上保安部は、排出油事故による海上災害が発生した場合など地震によるあらゆる

被害を想定し、迅速的確な情報伝達、排出油の防除、消火等の応急作業を訓練するととも

に関係機関との協力体制の確立及び排出油災害対策の充実強化を図る。

(10)広域防災訓練

【県、市町村】

県及び市町村は、広域応援協定をより実効あるものとし、災害時応援協定の内容が的確

に実行でき、かつ協定締結地方公共団体間の連絡体制を確立するために、広域防災訓練を

実施する。

(11)広域災害対処訓練

【陸上自衛隊、県、市町村】

陸上自衛隊は、県又は市町村が実施する災害対処のための指揮活動等の訓練に積極的に

参加する。

(12)ライフライン復旧訓練

【ライフライン事業者】

ライフライン機関は、復旧計画を作成するとともに、シミュレーションに基づいた訓練

の実施に努める。

(13)緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送訓練

【車両、船舶、ヘリコプター等保有機関】

災害時における交通の確保・救急輸送、負傷者の搬送、緊急物資の輸送等救援・救護活

動を、関係機関と連携し、訓練する。

(14)医療救護活動訓練

【医療関係機関】

医療関係機関は、災害時を具体的に想定し、地域災害拠点病院及び基幹災害拠点病院に

おける医療救護活動、ＤＭＡＴによる医療救護活動、傷病者の搬送、医療救護スタッフの

搬送、医薬品等の医療用物資の輸送等の訓練を実施する。
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3 事業所、自主防災組織、住民の防災訓練の実施

【事業所、自主防災組織、住民】

(1)事業所(防火管理者)における訓練

学校、病院、工場、事業所、百貨店その他消防法で定められた防火対象物の防火管理者

は、その定める消防計画に基づき、消火・通報及び避難訓練を定期的に実施するものとす

る。

また、地域の一員として、当該市町村、所轄消防署及び地域の防災組織の行う防災訓練

にも積極的に参加し、事業所の特性に応じた防災対策行動により地域に貢献するよう努め

るものとする。

(2)自主防災組織等における訓練

各自主防災組織等は、地域住民の防災行動力の強化、防災意識の向上、組織活動の習熟

及び関連防災機関との連携を図るため、市町村及び所轄消防署等の指導のもと、地域の事

業所とも協調して、年1回以上の組織的な訓練を実施するよう努めるものとする。

訓練種目は、初期消火訓練、応急救護訓練、避難訓練及び高齢者・身体障害者等安全確

保訓練等を主として行う。

また、自主防災組織等からの指導協力の要請を受けた防災関係機関は、関連する諸機関

との連携を取り、積極的に自主防災組織等の活動を支援するものとする。

(3)県民の訓練

県民一人一人の災害時の行動の重要性にかんがみ、県及び市町村をはじめ防災関係機関

は、防災訓練に際して要配慮者を含め広く住民の参加を求め、住民の防災知識の普及啓発、

防災意識の高揚及び防災行動力の強化に努めるものとする。

また、県民は、防災対策の重要性を理解し、各種の防災訓練への積極的・主体的な参加、

防災教育施設での体験訓練、家庭での防災についての話し合いの実施等の災害に備える活

動を継続的に実施するよう努めるものとする。

4 防災訓練の検証

県、市町村及びその他の防災関係機関は、防災訓練終了後に防災訓練の検証を行い、防災

対策の課題等を明らかにするとともに、必要に応じ防災対策の改善措置を講じるものとする。

第12款 災害復旧・復興への備え

第１項 基本方針
災害発生後円滑で迅速な復旧・復興活動を行うために、平常時から復旧・復興時の参考に

なる デー夕の保存及びバックアップ体制を整備する。

また、災害対策基金等の積立と適正な管理により、迅速な復旧・復興に備える。

第２項 対策
1各種データの保存・整備

(1)データの保存及びバックアップ

災害からの復興には、地籍、建物、権利関係、施設、地下埋設物等の情報及び測量図面

等のデータが必要となる。

これらのデータが、災害により消失しないように、また消失した場合もバックアップが

可能な体制の整備を行う必要がある。

【県】

県は、円滑な災害復旧を図るため、部局ごとに、あらかじめ重要な所管施設の構造図、

基礎地盤状況等の資料を整備しておくとともに、資料の被災を回避するため、複製を別途

保存するよう努める。

【市町村】
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市町村においても、あらかじめ重要な所管施設の構造図、基礎地盤状況等の資料を整備

しておくとともに、資料の被災を回避するため、複製を別途保存するよう努めるものとする。

また、市町村において保管している公図等の写しの被災の回避のための手段を講じるも

のとする。

【関係機関】

関係機関においても、あらかじめ重要な所管施設の構造図、基礎地盤状況等の資料を整備して

おくとともに、資料の被災を回避するため、複製を別途保存するよう努めるものとする。

2 災害対策基金等の積立と管理

災害救助関係費用の支弁に要する財源を始め、災害対策に要する経費に充てるため、災害

救助基金及び財政調整基金の積立を行い、的確な運用を図るものとする。

(1)災害救助基金

ア 積立

県は、災害救助法の適用時に要する費用に充てるため、次により災害救助基金を積み

立てるものとする。

① 銀行への預金

② 債権の買入

③ 物資の備蓄

イ 積立額

災害救助基金の各年度における最小額は、県の当該年度の前年度の前３年間における

地方税法に定める普通税の収人額の決算額の平均年額の5/1,000に相当する額とする。

(2)財政調整積立金

県は地方自治法(昭和22年法律第67号)及び地方財政法(昭和23年法律第109号)の規定によ

り、宮崎県財政調整積立金条例(昭和36年宮崎県条例第6号)を定めて、財政調整積立金を設

置し、その運用に当たっているが、その概要は次のとおりである。

ア 積立額

(ｱ)積立額は、地方財政法第4条の3第1項又は第7条第1項の規定により、予算で定める。

(ｲ)積立金から生ずる収入は、すべて積立金に繰り入れる。

イ 管理

銀行その他の金融機関への預金、国債証券、地方債証券、政府保証債券(その元金の償

還及び利息の支払いについて政府が保証する債券をいう。)その他の証券の買入れ等の確

実な方法によって運営する。

ウ 処分

次の各号の一に掲げる場合に限り、これを処分することができる。

(ｱ)経済事情の著しい変動等により、財源が著しく不足する場合において当該不足額を

埋めるための財源に充てるとき。

(ｲ)災害により生じた経費の財源又は災害により生じた減収を埋めるための財源に充て

るとき。

(ｳ)緊急に実施することが必要となった大規模な土木その他の建設事業の経費、その他

の必要やむを得ない理由により生じた経費の財源に充てるとき。

(ｴ)長期にわたる財源の育成のためにする財産の取得等のための経費の財源に充てると

き。

3 防災資機材等の備蓄

(1)救助物資の備蓄

県における救助物資の現況及び整備は、次によるものとする。

ア 現況

(ｱ)備蓄場所

宮崎市別府町3 日本赤十字社宮崎県支部倉庫

宮崎市大字郡司分210 消防学校倉庫
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都城市北原町24の21 都城総合庁舎倉庫

延岡市愛宕町2の2323 延岡総合庁舎倉庫

小林市大字細野367-2 小林総合庁舎倉庫

西臼杵郡高千穂町大字三田井22 西臼杵支庁倉庫

(ｲ)備蓄状況

県における救助物資の備蓄品は、毛布、コンパクト肌着、缶詰等である。

イ 整備

災害に際し、備蓄物資の倉出しを行ったときは、次の災害に備え、速やかに物資の補

充を行うものとする。

(2)水防倉庫及び水防資器材

ア 水防管理団体は、当該管理区域内の適地に必要とする水防倉庫その他代用備蓄を設け、

必要な器具資材を準備しておかなければならない。

イ 水防倉庫既設箇所及び水防資器材状況一覧表は県水防計画書に記載のとおりである。

ウ 水防管理団体の備蓄水防資器材では不足するような緊急事態に対し、応援しうるため

県において備蓄し、水防管理者の要請により土木事務所長において状況を勘案し使用せ

しめるものとする。

県水防緊急整備備蓄資器材状況一覧表は県水防計画書に記載のとおりである。

(3)災害復旧資材（木材）の調達

被災地等において、災害復旧用資材（木材）を必要と認める場合は、宮崎森林管理署等

被災地管轄署を通じて九州森林管理局に要請することができる。

第13款 災害に係る検証

県は、県内で大規模災害が発生した場合その他災害に関し必要があると認める場合には、市

町村及び防災関係機関の協力を得て、当該災害に係る防災対策等についての検証を行うととも

に、検証結果を公表し、防災対策に反映させるものとする。
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第３節 県民の防災活動の促進

第１款 防災知識の普及

第１項 基本方針
大規模災害は広い地域にわたり建物等の倒壊、同時多発の火災、人的被害や交通混乱の発

生等多様かつ多大な被害をもたらすので、行政の的確な対応に加え、住民や事業所等の自主

的、積極的な防災活動が不可欠となる。

このため県、市町村、防災関係機関は自らの防災力の向上を図るとともに、連携して、あ

らゆる機会を通じて防災知識の普及と防災意識の啓発に努めるものとする。

第２項 対策
1 県民に対する防災知識の普及

(1)講習会等の開催

【県、市町村、防災関係機関】

県、市町村、防災関係機関は、防災をテーマとした講演会、講習会、シンポジウム、座

談会、出前講座等を催し、広く参加を呼びかけ、知識の普及、意識の高揚を図る。

(2)地域の防災リーダーの育成

【県】

県は、防災士養成研修等を実施し、地域の防災リーダーを育成することによって、県民

の防災に対する意識の高揚、知識の普及を図る。

(3)日常生活に密着した啓発の実施

【県、市町村、防災関係機関】

災害の種類、季節等の状況に応じて、災害発生時に自らの安全を守るためにはどのよう

な行動が必要か、高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者に対してはどのような配慮が

必要か、また、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点にどのように配慮するのか

など、実践的な防災知 識を身につけた災害に強い住民を育成し、被害を最小限にとどめ

るため、以下の方法による啓発を実施する。

ア 広報紙、パンフレットの配布

広報紙、パンフレット等を作成し、広く県民に配布することにより、災害・防災に関

する知識の普及、防災意識の高揚を図る。また、県庁ホームページ上の防災・危機管理

関係情報を見直し内容の充実を図る。

イ その他のメディアの活用

① テレビ・ラジオ局、CATV局の番組の活用 ② 普及啓発用映像の制作、貸出

③ インターネットの活用 ④ 地震体験車等の教育設備の貸出

(4)「宮崎県防災の日」、「防災週間」、「津波防災の日」及び「防災とボランティア週間」に

おける重点的な普及活動の実施

【県、市町村、防災関係機関】

５月第４日曜日の宮崎県防災の日、８月30日～９月５日の防災週間、11月５日の津波防

災の日及び１月15日～21日の防災とボランティア週間において、防災に関する各種イベン

トの開催や、地域住民も参加した防災訓練等の実施により、重点的な普及活動を行う。

(5)グループや団体を対象とした出前防災講座等の実施

小中学校や自治体、企業、各種団体などの要望に応じて、きめ細やかな防災についての

普及・啓発を行うため、県の防災担当職員や防災士を派遣し、出前防災講座や意見交換会

等を実施する。

2 児童生徒等に対する防災教育

教育機関においては、地域コミュニティにおける多様な主体と連携しながら防災に関する

教育の充実に努めるものとする。
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【県、市町村】

(1)児童生徒に対する防災教育

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校においては、地域や学校の

実情及び児童生徒の発達の段階に応じた体系的な防災教育を行い、生涯にわたり災害発生

時に適切な判断や行動選択ができる児童生徒等の育成に努める。

指導内容としては、災害時の身体の安全確保の方法、災害時の助け合いの重要性、災害

のしくみ、防災対策の現状などがあげられ、これらの教育にあたっては各教科や道徳等の

指導内容と関連づけ、防災に関するビデオ教材や自ら考えさせるような体験的な活動を取

り入れながら、学校の教育活動全体を通して行うものとする。

また、大災害が発生した場合でも適切な行動がとれるよう、より実践的な避難訓練を実

施し、危険予測・危険回避能力の向上に努める。さらに、防災教育に関するモデル校を選

定し、視聴覚教材等を活用しつつ、先導的な防災教育を実践するとともに、教材や教育プ

ログラムの検証を行うことにより効果的な防災教育のあり方を検討する。

(2)教職員に対する防災教育

教職員に対しては、災害発生に伴う緊急事態に備え、実践的な防災教育や防災管理等のあ

り方について研修や訓練を実施し、学校現場で組織的かつ的確な対応ができるようにしな

ければならない。

このため教職員向けの参考資料の作成と活用及び管理職や防災教育担当者等の研修会等を

通して指導者の資質向上を図る。

(3)大学等の学生に対する防災教育

大学等に対しては、学生への防災教育への取組について協力するものとする。

3 防災要員に対する教育

(1)職員に対する防災教育

【県（各部局）、市町村、防災関係機関】

応急対策を実施する職員は、災害に関する豊富な知識と適切な判断力が要求されるため、

以下のような防災教育・研修に努める。

ア 応急対策活動の習熟

被災者救護活動、情報収集活動、応急復旧活動等の現場活動に従事する職員に対して

は、現場での活動を示した応急計画（マニュアル）により対策の周知徹底を図る。

イ 研修会及び講演会の開催

災害に関する学識経験者、防災機関の担当者、災害を被った自治体の担当者等を講

師として招き、研修会、講演会を開催する。また、様々な防災関連の研修、セミナー等

に積極的に参加するとともに、総合防災訓練等を通じて防災担当職員の災害対応能力の

向上に努める。

(2)防災上考慮すべき施設の管理者等の教育

【県、市町村、事業者】

防災上考慮すべき施設とは、危険物等を取り扱う施設や百貨店、劇場、映画館など不特

定多数の者が出入りする施設等を指し、災害発生時には火災やパニックが発生する危険性

が高いところである。

これら施設の管理者に対して、その社会的責任の重大さを認識させ、救出・救助訓練や

消火訓練、避難訓練等の継続的実施により、緊急時に対処しうる自衛消防・自主防災体制

の強化を図るものとする。

ア 防火管理者等に対し、技能講習を含む講習会を実施し、事業所等の災害時における防

災体制を強化する。

イ 事業所独自、あるいは、地域単位での随時訓練、講習会等を通じて災害時における行

動力を強化する。

ウ 防火管理者等の自主的研究会、連絡等を通じて防災知識及び防災思想を普及する。

エ 災害時における出火防止、初期消火及び避難誘導等必要事項を盛り込んだ防災指導書、

パンフレット等を配布する。
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4 観光客等への広報

【県、市町村等】

県及び市町村等は現地の地理に不案内な観光客等に対して、パンフレットやチラシを配布

したり、避難誘導看板を設置するなどして、避難対象地区や避難場所、避難路等についての

広報を行うよう努める。

5 相談窓口の設置

【県、市町村】

県及び市町村は、住民等からの防災対策の実施上の相談を受けるために必要な窓口を設置

するとともに、その周知徹底を図るものとする。

第２款 自主防災組織等の育成強化

第１項 基本方針
大規模な災害に立ち向かうためには、行政の対応に加え、県民が自主的に防災活動に参加

し、地域で助け合っていくことが重要である。

このため、県及び市町村は、自主防災組織の育成、強化を図り、消防団とこれらの組織との

連携を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また、研修の実施等に

よる自主防災組織の核となるリーダーの育成、多様な世代が参加できるような環境の整備等

により、これら組織の日常化、訓練の実施を促し、自主防災組織の活動カバー率の向上及び

充実を図るほか、県民の自発的な防災活動と女性の参画の促進を図り、県民は防災活動の参

加に努めるものとする。

第２項 対策
1 活動カバー率の向上と活動支援

(1)活動カバー率の向上

【県、市町村】

ア 自主防災組織の結成

県及び市町村は、既存の自主防災組織に加え、新たな自主組織結成への働きかけ及び

支援を積極的に行っていく。

また、事業所の防災組織など、地域内の多様な主体との連携を図り、地域防災力の強

化を図っていく。

イ 普及啓発活動の実施

県及び市町村は、防災講演会や研修会の開催、パンフレットの作成等を通じ、広く県

民に自主防災組織の活動の重要性や役割を啓発していく。

ウ 自主防災組織の活動内容

[平常時]

① 要配慮者を含めた地域住民のコミュニティの醸成

② 日ごろの備え及び災害時の的確な行動等に関する防災知識の普及

③ 情報収集・伝達、初期消火、避難及び救出・救護等の防災訓練の実施

④ 消火用資機材及び応急手当用医薬品等の防災用資機材の整備・点検等

⑤ 地域の災害危険性の把握や避難場所・避難経路の周知等

[発災時]

① 初期消火の実施

② 情報の収集・伝達

③ 救出・救護の実施及び協力

④ 集団避難の実施
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⑤ 炊き出し及び救助物資の分配に対する協力

⑥ 要配慮者の安全確保等

(2)自主防災組織への活動支援

県及び市町村は、自主防災組織に対し、その結成及び資機材の整備等について支援及び

助成を行う。

資機材の整備については、市町村は、国等や県の制度を活用し、県民が緊急時の救助に

使用する資機材を自主防災組織単位できめ細かく配置するよう努めるものとする。

（自主防災組織育成助成事業における資機材の参考例）（略）

情報連絡用：携帯用無線機、受令機、電池メガホン、携帯用ラジオ、腕章等

消 火 用：可搬式小型動力ポンプ、可搬式散水装置、防火水槽、ホース、スタンドパ

イプ、街頭用消火器、防火衣、鳶口、ヘルメット、水バケツ等

水 防 用：救命ボート、ロープ、ツルハシ、防水シート、シャベル、救命胴衣等

救出救護用：ＡＥＤ、エンジンカッター、油圧式救助器具、可搬式ウィンチ、テント、

チェーンブロック、チェーンソー、ジャッキ、バール、救急箱、はしご、

担架、防煙・防塵マスク、毛布、簡易ベッド、のこぎり等

給食給水用：給水タンク、緊急用ろ水装置、飲料用水槽、炊飯装置等

避難所・避難用：リヤカー、発電機、警報器具、携帯用投光器、標識板、標旗、強力ラ

イト、簡易トイレ、寝袋、組立式シャワー等

防災教育用：模擬消火訓練装置、放送機器、組立式水槽、煙霧機、ビデオ装置、映写機、

火災実験装置、訓練用消火器、心肺蘇生訓練用人形等

(3)リーダーの育成

県及び市町村は、自主防災組織のリーダーを養成するための防災士養成研修等を実施し、

自主防災組織の活動の活性化を図る。なお、その際には、要配慮者や男女共同参画の視点

からの防災対策についての内容を盛り込むよう配慮するものとする。

2 訓練の実施による災害対応力の強化

各自主防災組織等は、第２章第２節第12款3(2)に定めるところにより訓練を実施し、災害

対応力の強化に努めるものとする。

3 事業所防災活動の推進

【県、市町村、施設管理者、企業】

(1)事業所の防災活動の推進

事業所は、その社会的責任を自覚し、事業所防災体制の充実・強化に努めるとともに、

地域社会の一構成員として、地域の自主防災組織と相互に協力・連携できる体制を整備す

るものとする。

特に、企業においては、災害時の企業の果たす役割（顧客、従業員等の生命の安全確保、

災害時における家族を含めた安否確認、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域と

の共生）を十分に認識し、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継続計

画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、

事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・

電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の

事業継続上の取組みを継続的に実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。

このため、県及び市町村は、こうした取組みに資する情報提供等を進めるとともに、県

は企業に係る事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援を行うため、策定に係る研修会の開催や専

門家による策定支援を行うとともに、それにより策定された事業継続計画（ＢＣＰ）を活

用し、普及啓発に努めるものとする。

さらに、企業のトップから一般職員の防災意識の高揚を図るとともに、優良企業表彰、

企業の防災に係る取組みの積極的評価等により企業の防災力向上の促進を図るものとする。

また、県及び市町村は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等

への積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。
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なお災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材等の供給等を業とする企業

（スーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲料品メーカー、医薬品メーカー等）の

責務として、災害時における事業活動の継続実施、県及び市町村が実施する防災に関する

施策（協定締結や防災訓練の実施等）への協力に努めるものとする。

(2)防火管理体制の強化

学校・病院・百貨店等多数の人が出入りする施設について、施設管理者は消防法第８条

の規定により防火管理者を選任し、消防計画の作成、各種訓練の実施、消防用設備等の点

検及び整備等を行うことになっていることから、消防機関は出火の防止、初期消火体制の

強化等を指導するものとする。

(3)危険物等施設及び高圧ガス関係事業者等の防災組織

危険物等施設は、災害が発生した場合周囲に及ぼす影響が大きいことから、事業所の自

主防災体制の強化及び相互間の応援体制を確立するものとする。

4宮崎県防災士ネットワークの活動支援

【県】

防災に関しての専門的で高度な知識等を有する人材を育成するため、防災士ネットワーク

が行う防災士研修や自主防災組織など様々な団体・市町村との交流を促進するとともに、防

災士の技能向上のための取組を支援し、自主防災活動の先導的な役割を果たすような人材を

育成する。

5地域にふさわしい防災力の強化

【県】

自主防災組織など地域の様々な団体が宮崎県防災士ネットワークや市町村と連携して、地

域の特性や課題を踏まえた地域にふさわしい防災への取り組みを推進する。

第３款 ボランティアの環境整備

第１項 基本方針
大規模な災害が発生し、救援活動が広範囲または長期に及ぶ場合など、円滑な災害応急活

動の推進にボランティアが果たす役割の重要性を鑑み、その自主性を尊重しつつ、日本赤十

字社、社会福祉協議会等との連携を図り、災害時において災害ボランティア活動が円滑に行

われるよう、その活動環境の整備を図るものとする。

第２項 対策
1 活動促進のための拠点機能の充実

【県】

ボランティア活動を促進する地域の拠点となる市町村ボランティアセンター（市町村社会

福祉協議会設置）と、その中核機関となる宮崎県ボランティアセンター（県社会福祉協議会

設置）について、相談、登録・あっせん機能、研修機能、支援機能等の充実に取り組む。

2 宮崎県ボランティア基金の活用

【県】

「宮崎県ボランティア基金」の効果的活用により、県・市町村社会福祉協議会の設置する

ボランティアセンターが、活動の普及啓発や人材育成など地域での活動促進を図るための事

業を推進したり、ボランティア保険への加入助成など、県民が安心して活動に参加できるた

めの基盤整備を進める。
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3 活動促進のための体制づくり

(1)ボランティアの総合窓口、担当窓口の設置

【県、市町村】

県及び市町村は、災害発生時におけるボランティア活動を支援するため、あらかじめボ

ランティアの総合窓口を設置するとともに、専門的な活動分野については、関係部局が担

当窓口となり調整を行う。

また、災害発生時を想定し、活動分野の異なるボランティア間の連携を協議する連絡会

を設置し、ボランティアの平常時からの円滑な運営・協力体制の構築に努めるものとする。

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

県・市町村社会福祉協議会は、災害発生時におけるボランティア活動の「受入れ窓口」

となることとし、その活動が円滑に行われるよう、あらかじめその機能を整備するものと

する。

(2)ボランティアの「受入れ窓口」の整備と応援体制の確立

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

県社会福祉協議会は、市町村社会福祉協議会とともに、「受入れ窓口」の体制整備を強化

する。また、全国の社会福祉協議会ネットワーク等により、本県域を越えた支援体制や近

隣市町村間の相互支援体制の確立を図る。

(3)コーディネートシステムの構築

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

県・市町村社会福祉協議会は、災害時におけるボランティアの受入れ、調整、派遣が一

元化して行えるようコーディネートシステムをあらかじめ整備し、関係機関等と共同でマ

ニュアルを作成する。

被災時のボランティアコーディネーターが行う業務は、概ね次のとおりとする。

ア 市町村社会福祉協議会における業務

(ｱ)被災者のニーズ調査

(ｲ)被災者やボランティアからの相談受付

(ｳ)要援護者への支援

・ボランティア活動希望者の派遣

・ボランティア活動プログラムの策定と提供

・ボランティア活動支援のための資金と機材の募集、確保、提供

(ｴ)被災者やボランティアに対する情報提供

(ｵ)各関係機関・団体との連絡・調整

イ 県社会福祉協議会における業務

(ｱ)現地本部の支援

・全国からのボランティアの登録と派遣

・全国からの支援の受入れと被災者への提供

・ボランティアコーディネーターの派遣要請と受入れ

(ｲ)県内外への情報提供

(ｳ)各関係機関・団体との連絡・調整

(4)ボランティアの養成・登録等

ア ボランティアコーディネーターの養成

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

災害時に、ボランティア活動の需給調整・担当窓口との連絡調整等を円滑に行うコー

ディネーターを養成するために、平常時から市町村社会福祉協議会、企業、学校、その

他団体のボランティアコーディネーター等を対象に日本赤十字社宮崎県支部と連携し、

災害時における対応のノウハウに関する研修を実施する。

イ ボランティアリーダー等の養成と組織化

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

災害時には、地域のボランティアリーダーや民生・児童委員、社会福祉施設等がボラ

ンティア活動の中核となることが期待されるため日本赤十字社宮崎県支部と連携し、地
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域のボランティアリーダー等の養成・研修を実施する。

また、県内のボランティア団体、ボランティア関連団体、企業、大学等とのネットワ

ーク化を進め、災害時における協力体制を整備する。

ウ ボランティア研修の実施

【県社会福祉協議会・市町村社会福祉協議会】

災害時に、ボランティアが能力を十分に発揮し、組織的なボランティア活動が行える

よう、ボランティア養成のための研修を実施する。

エ ボランティアの登録

【市町村社会福祉協議会】

災害時のボランティア活動を希望する者の登録を受け付ける。

また、県社会福祉協議会、日本赤十字社宮崎県支部とも登録情報の共有化を図る。

(5)ボランティアの活動環境の整備

ア ボランティア活動の普及・啓発

【県、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

災害時のボランティア活動に県民が速やかに主体的に参加できるよう、日頃から県民

・企業等に対しボランティア活動の普及・啓発を行う。

イ ボランティアの活動拠点等の整備

【県、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

災害時におけるボランティア活動が円滑に行えるよう、平常時から活動拠点の整備に

努めるとともに、情報通信手段となる非常時用電話、ＦＡＸ、パソコン等通信機器等の

資機材の整備を進める。

ウ 「災害時のボランティア活動マニュアル」の策定

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

県・市町村社会福祉協議会は、防災関係機関や日本赤十字社宮崎県支部と連携しなが

ら災害時に備えた「ボランティア活動マニュアル」の策定に努める。

エ ボランティアコーディネーターの配置

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

県・市町村社会福祉協議会は、専任のボランティアコーディネーターの配置に努める。

オ ボランティア保険への加入促進

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】

県・市町村社会福祉協議会は、ボランティア活動を支援するため、ボランティア保険

への加入促進を図るとともに、保険料の助成に努める。

(6)学校におけるボランティアの育成

非常災害時の児童生徒の対応については、常日頃から教育活動の中で、ボランティア精

神の醸成を図り、災害への対応、被災者への対応の仕方について指導しておくものとする。

活動の内容としては、被災者に対する支援、医療活動に関する簡単な補助、食料や物資

の運搬・配布等が考えられるが、その際、それぞれの学校の実態や個々の能力に配慮しな

がら主体的に活動に参加させる。

4 赤十字防災ボランティア活動体制整備

【日本赤十字社宮崎県支部】

(1)赤十字防災ボランティアの定義

災害時に、日本赤十字社の調整の下に、宮崎県内外の地域における被災者に対する応急

救護・復旧等の活動について、その能力・労力・時間等を自主的に無報酬で提供する次の

者をいう。

ア 赤十字奉仕団員

イ 赤十字防災ボランティアとしての活動に参加することを希望し、予め支部又は所在地

の地区分区において登録をした個人又は団体。

ウ 災害発生時に、赤十字防災ボランティアとしての活動に参加することを希望し、支部

又は所在地の地区分区において適任と認め、登録をした個人又は団体。
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(2)赤十字防災ボランティアの養成

ア 赤十字防災ボランティアリーダーの養成

災害時に日本赤十字社職員に協力し、又はこれに代わって赤十字防災ボランティア活

動の広域的全般的連絡調整にあたる赤十字防災ボランティアリーダーを養成する。

イ 赤十字防災ボランティア地区リーダーの養成

災害時に赤十字防災ボランティア活動の地区リーダーとして地域的個人的連絡調整に

あたる赤十字防災ボランティア地区リーダーを養成する。

ウ 赤十字防災ボランティアの養成

災害時に赤十字防災ボランティアとしての活動を希望する者に、赤十字防災ボランテ

ィア養成研修会を開催する。

5 地域安全活動ボランティアの体制整備

【警察、県、市町村】

(1)「地域安全活動」の推進体制の整備

大規模な災害発生時にあっては、いわゆる震災泥棒や悪質商法等の発生、危険箇所の散

在、高齢者・障害者の安否、その他事件・事故等の頻発など、住民の平穏で安全な生活環

境を脅かす状況が想定されることから、平常時から危険箇所の点検、独居老人等の訪問活

動、地域の安全パトロール活動、事件・事故等の情報提供活動等を実施するボランティア

活動への助言、協力、支援体制を防犯協会、警察、県・市町村、社会福祉協議会が一体と

なって推進・支援体制を構築する。

(2)地域安全活動ボランティアの育成

地域安全活動を行うボランティアを養成するため、県、市町村の社会福祉協議会と共同

して、地域安全活動ボランティアの登録を進めるとともに、研修会や防災ボランティア活

動訓練を実施する。

第４款 地区防災計画の策定

市町村地域防災計画は、市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有す

る事業者が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の

備蓄等に関する計画について定めることができる。

第５款 災害教訓の伝承

1 県及び市町村は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、

大災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存する

とともに、広く住民が閲覧できるよう公開に努めるものとする。また、災害に関する石碑や

モニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努めるものとする。

2 住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。県及び市町村は、災害教訓の伝承の重

要性について啓発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の

収 集・保存・公開等により、住民が災害教訓を伝承する取組を支援するものとする。
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第１節 活動体制の確立

第１款 県災害対策本部等の設置

第１項 基本方針
県は、宮崎県内において大規模災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、

迅速かつ的確に災害対策を推進するための体制を整え、被害を最小限にとどめる責任を有す

る。

県は、防災対策の中枢機関として災害対策の業務を統括するため、それぞれ災害対策本部

等を設置して、防災諸業務の遂行にあたるものとする。

第２項 対策

1 情報連絡本部の設置

災害が発生するおそれのあるときは、危機管理室長を本部長とする情報連絡本部を設置し、

危機管理局職員による情報連絡体制を確立し、災害対策準備体制をとる。

設置の基準は、それぞれの災害対策編によるものとする。

2 災害警戒本部の設置

災害対策本部が設置される前の災害対策に関し、必要と認められる場合は、危機管理局長

を本部長とする災害警戒本部を設置する。

設置の基準は、それぞれの災害対策編によるものとする。

3 災害対策本部の設置

(1)災害対策本部の設置基準

災害対策本部の設置基準は、それぞれの災害対策編によるものとする。

(2)知事の職務の代理

災害対策本部の設置をはじめ災害応急対策に係る知事の職務に関して、知事に事故があ

るとき又は知事が欠けたときは、次の順位で職務を代理するものとする。

第1順位 副知事

第2順位 総務部長

第3順位 危機管理統括監

第4順位 危機管理局長

第２編 共通対策編

第３章 災害応急対策
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(3)総合防災体制の体系

災害対策本部は、本県地域における総合防災体制の中核として、国及び各防災関係機関

等との連絡調整を図り、総合的に効果的な応急対策の実施を推進するものとする。

その体系を図示すれば次頁のとおりである。

(国)非常（緊急）災害対策本部 内閣総理大臣

非常（緊急）災害現地対策本部

要 災害派遣要請

自 衛 隊

応急処置の 請

実施要請 応援要請

指定公共機関及び 県 知 事 他の都道府県

指定地方公共機関 災害対策本部

指 示

県警察本部

応 指 指 示

援 県教育委員会

従 要

事 請 示

命

令 応援要請

市 町 村 長 他の市町村

応 災害対策本部

急 応 避

処 急 難 出動命令

置 業処 勧

務置 告

従へ ・ 消防機関

事の 指 水 防 団

等 示

被災住民



-91-

第２編 共通対策編

第３章 災害応急対策

4 災害対策本部の組織等

災害対策本部の組織については、災害応急対策の万全を期すため、任務の遂行に必要な全

庁をあげた編成を行うものとする。

災害対策本部の構成については、別図「宮崎県災害対策本部組織図」のとおりとする。

＜宮崎県災害対策本部組織図＞

宮崎県災害対策本部

災害対策本部会議

水防本部

総 合 対 策 部

事 務 局

部 局 対 策 室 現 東 県 地方支部

地 京 外 西 東 児 西 北 南 中

災 連 事 臼 臼 諸 諸 那

害 絡 務 杵 杵 湯 県 県 珂 部

警 文 県 企 会 県 農 商 環 福 総 総 対 部 所

備 教 立 業 計 土 政 工 境 祉 務 合 策 連

対 対 病 局 管 整 水 観 森 保 対 政 本 絡

策 策 院 対 理 備 産 光 林 健 策 策 部 部

室 室 対 策 対 対 対 労 対 対 室 対

策 室 策 策 策 働 策 策 策

室 室 室 室 対 室 室 室

策

室
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(1)災害対策本部長等

災害対策本部長は知事、副本部長は副知事をもって充てるものとする。

(2)災害対策本部会議

災害対策本部に災害対策本部会議を置き、各部局長をもって構成し、本部長を補佐し、

災害応急対策の最高意志決定機関とする。

(3)総合対策部

災害対策本部に総合対策部を置き、災害に対する総合的な対応、防災関係機関との調整

等に当たるものとする。総合対策部長は危機管理統括監をもって充てる。

総合対策部に、総括班、救助対応班、情報・連絡調整班、災害医療・保健班、被災者支援班、

社会基盤対策班、復旧・復興対策班、災害対策本部支援班及び現地対策班の９班を置く。

総合対策部各班の事務分掌については表１のとおりとする。

(4)災害対策本部の設置場所

総合対策部は、災害の規模や庁舎の状況に応じ、災害対策本部総合対策部室（１号館５

階）、県庁講堂、企業局県電ホール、危機管理局のいずれかに設置するものとする。

但し、緊急やむを得ない場合には、他の県有施設等に設置するものとする。

(5)災害対策本部の室

災害対策本部に通常の業務を通じて災害対策にあたる12室を置き、室長は各部局の部長

をもって充てる。

室に総合対策部に準じた班を置く。

各室各班の事務分掌については、表２のとおりとする。

(6)災害対策本部設置の通知及び公表

災害対策本部を設置したときは、総合対策部は、次の要領により国及び指定地方行政機

関等関係機関に通知するとともに、報道機関を通じて公表するものとする。

通知先又は公表先 担 当 部 班 通 知 又 は 公 表 方 法

本 部 構 成 員 総 括 班 庁内放送、電話その他迅速な方法

地 方 支 部 情報・連絡調整班 電話その他迅速な方法

関 係 機 関 〃 〃

国（消防庁等） 総 括 班 〃

県 民 〃 報道機関、ＨＰ等を通じた迅速な方法

(7)災害対策本部室への部外者立入り禁止措置

災害対策本部長は、災害対策の遂行上必要と認めるときは、災害対策本部室への部外者

の立入りを禁止するものとする。

(8)地方支部

地方における災害対策の推進を図るため、地方支部を置く。

地方支部は、その所管区域に所在する県出先機関をもって組織する。

地方支部に支部長を置き、支庁長、農林振興局長をもって充てる。

地方支部の名称、設置場所、所管区域及び事務分掌については、表３のとおりとする。

地方支部の組織は、災害対策本部の組織に準じて地方支部長が定める。

地方支部長は、災害対策本部からの通知またはその他の方法で、災害対策本部の設置を

知ったときは、直ちに、地方支部を設置し、その旨を災害対策本部長に報告する。但し、

災害の状況に応じその設置の必要を認めない場合は、その旨を災害対策本部長に申し出て

指示を受けるものとする。

地方支部長は、設置を決定したときは、各班に通知するとともに、市町村本部に連絡す

るものとする。

(9)東京連絡部等

災害対策本部長は、必要に応じ東京連絡部を設置するものとする。

東京連絡部に東京連絡部長を置き、東京事務所長をもって充てる。

東京連絡部は、災害対策本部長の命を受け、政府、国会その他関係機関との情報連絡及

び陳情に関する事項及び県内出身者等からの被災者の安否や災害状況の問合わせ等の事項

を処理する。
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また、災害対策本部長は、必要に応じ県外事務所連絡部(大阪事務所連絡部、福岡事務所

連絡部)を設置するものとする。県外事務所連絡部に県外事務所連絡部長を置き、県外事務

所長をもって充てる。

県外事務所連絡部は、県内出身者等からの被災者の安否や災害状況の問合わせ等の事項

を処理する。

(10)現地災害対策本部

災害による被害が甚大であり、又は被害の拡大が予想される場合で、災害対策本部長が

必要と認めるときは、現地災害対策本部を設置するものとする。

現地災害対策本部長に総務部次長（財務担当）を、副本部長に被災地を管轄する地方支

部長をもって充てる。

現地災害対策本部の分掌事務は災害対策本部に準ずるものとし、現地本部長は現地災害

対策本部の事務を掌理するものする。

現地災害対策本部長は、災害対策本部長、同副本部長及び同総合対策部長の指揮を受ける。

5 県庁非常時体制

(1)県庁非常時体制

巨大地震等の大規模災害等の発生など、宮崎県業務継続計画に定める危機事象が発生し

た場合、全庁的に通常業務を一時停止し、県庁非常体制に移行するものとする。

(2)県庁非常時体制への移行決定

県庁非常時体制への移行は、災害対策本部会議において決定する。

6 災害対策現地合同調整本部の設置

大規模な事故等の災害発生時に、被災者の救出・救助等の応急対策を迅速かつ的確に実施

するため、知事が必要と認めるときは、関係機関と協議し、現地合同調整本部を設置するも

のとする。

合同調整本部の本部長は、知事が指名した県の職員をもって充てるものとする。

現地合同調整本部は、法に基づく組織ではなく、県が中心となって救助関係機関等の総合

調整を行うために設置するものである。

なお、任務・組織等については、「宮崎県災害対策現地合同調整本部設置要綱」に基づくも

のとする。

7 防災関係機関等に対する連絡員の派遣要請

災害対策本部長は、特に必要があると認めたときは、次に掲げる機関の長等に対し、当該

機関の職員が災害対策本部の事務に協力することを求めることができる。

また、本部派遣員に対し、資材又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めるこ

とができる。

① 指定地方行政機関

② 宮崎県を警備区域とする陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊

③ 市町村

④ 指定地方公共機関

8 非常(緊急)災害現地対策本部との連携

災害対策本部は、国が非常(緊急)災害現地対策本部を設置したときは、国の現地対策本部

と密接な連携を図り、適切な災害応急対策の実施に努める。

9 災害対策本部・支部の廃止

災害対策本部長は、県の地域において災害が発生するおそれが解消したと認めたとき、又

は災害応急対策が概ね完了したと認めたときは、災害対策本部、地方支部又は現地災害対策

本部を廃止する。
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10 災害対策室の設置

災害対策本部が廃止された場合において、復旧活動への円滑な移行のために関係機関相互

の調整が必要とされる場合は、災害対策室を設置するものとする。

災害対策室の組織については、別に定める。

＜表１ 総合対策部各班の事務分掌＞

各班の共通事務

１ 災害対策本部長の特に命ずること

２ 総合対策部長の特に命ずること（総合対策部に限る。）

３ 他の部、室及び班の応援に関すること

班 名 分 掌 事 務

総括班 １ 総合対策部の企画及び総合調整に関すること

２ 緊急対応案件、災害対策本部長等指示事項への対応に関すること

３ 自衛隊の災害派遣要請を含む広域的な支援に係る派遣の要請に関すること

４ 国への連絡及び被害報告に関すること

５ 後方支援拠点の運用調整に関すること

６ 災害対策情報全般の分析に関すること

７ 災害関連情報（気象、地震、津波、噴火等）の分析に関すること

８ 各部局対策室との連携調整に関すること

９ 災害報道に関すること

10 災害広報に関すること

11 災害写真等の収集整理に関すること

12 被害者相談総合窓口に関すること

13 被害状況等の問い合わせに関すること

14 県議会への報告等に関すること

救助対応班 １ ヘリコプターの運用調整に関すること

２ 救助関係機関との情報交換、連絡及び連携に関すること

情報・連絡調整班 １ 災害情報の収集、とりまとめに関すること

２ 被害情報の収集、とりまとめに関すること

３ 地方支部との連絡に関すること

４ 市町村との連絡に関すること

５ 市町村からの各種要請に関すること

６ 災害情報の記録に関すること

７ 被害情報の記録及び集計に関すること

災害医療・保健班 １ 救命関係機関との連携・調整に関すること

２ 災害時医療対応に係る対応方針の企画・調整に関すること

３ 傷病者等の搬送に関すること

４ 傷病者の収容、医療関係資材の確保等医療活動の支援に関すること

５ 避難所等における防疫・衛生関連対策に関すること

６ 遺体対応に関すること

被災者支援班 １ 避難所に関する情報収集に関すること

２ 避難所運営の支援に関すること

３ 要援護者対策に関すること

４ 食料等物資の調達・供給に関すること

５ 物資提供・搬送関係機関との調整に関すること

６ 物資等の集積場所の確保、搬送に関すること

７ 災害ボランティアに関する情報収集に関すること

８ 県社会福祉協議会との連携に関すること

９ 学校、教育関連対策に関すること

社会基盤対策班 １ 道路、河川、港湾等の社会インフラに関すること
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２ 農林水産業関連施設に関すること

３ 電気、水道、ガス等のライフラインの復旧等に関すること

４ 情報、通信関連インフラに関すること

５ 危険物、有害物質、劇薬等による二次災害対策に関すること

６ がれき、廃棄物等の処理に関すること

復旧・復興対策班 １ 生活再建に向けた諸施策に関すること

２ 応急仮設住宅等に関すること

３ その他復旧・復興に関すること

災害対策本部支援班 １ 災害対策本部の設営に関すること

２ 災害対策用装備資機材の確保及び管理に関すること

３ 災害対策本部運営に関する諸業務に関すること

４ 緊急車両通行証の発行に関すること

５ 財務会計・出納処理に関すること

６ 総合対策部員の給食に関すること

７ 総合対策部員の健康管理に関すること

８ 国現地本部等支援要員の宿舎確保に関すること

９ 災害対策に必要な通信の確保に関すること

10 電気設備、機械設備の保全に関すること

11 ＢＣＰ推進会議事務局との連絡調整に関すること

12 災害救助法（昭和22年法律第118号）に関連する業務に関すること

現地対策班 １ 災害現地対策及び調査に関すること

＜表２ 宮崎県災害対策本部各部局対策室・班の事務分掌＞

各対策室・班の共通事務分掌

１ 災害対策本部長の特に命ずること

２ 総合対策部長の特に命ずること。（総合対策部に限る。）

３ 他の部、室及び班への応援に関すること

室 名 班 名 分 掌 事 務

総合政策対策室 総 合 政 策 班 １ 総合政策対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 政府、国会等への陳情等の総括に関すること

４ 東京連絡部及び県外事務所連絡部との連絡に関すること

秘 書 広 報 班 １ 本部長及び副本部長の秘書に関すること

２ 政府、国会等の災害視察に関すること

３ 現地視察及び激励の企画及び実施に関すること

４ 総合対策部総括班の支援に関すること

統 計 調 査 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

総 合 交 通 班 １ 交通関係施設の被害調査に関すること

中山間・地域 １ 土地利用対策の総合調整に関すること

政 策 班

産 業 政 策 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

生 活 ・ 協 働 ・ １ ボランティアの対応及び調整に関すること

男 女 参 画 班 ２ ボランティア関係機関との連絡及び調整に関すること

３ 消費者行政対策及び物価行政対策の総合調整に関すること

みやざき文化振興班 １ 私立学校の災害対策及び被害調整に関すること

人権同和対策班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

情 報 政 策 班 １ 県庁ＬＡＮの復旧に関すること

２ 各所属のコンピューターの被害状況の把握に関すること

３ 情報関連施設の被害状況の把握に関すること

総務対策室 総 務 班 １ 総務対策室内の連絡調整に関すること
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２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 県有施設の被害調査に関すること

４ 災害対策本部の運営に必要な施設の調整に関すること

５ 災害関係の文書及び物品の受理、配布及び発送並びに災

害関係文書の印刷に関すること

人 事 班 １ 総合対策部要員確保の支援に関すること

２ 職員の災害補償に関すること

３ 国及び他の都道府県の職員の派遣応援に関すること

行 政 経 営 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

財 政 班 １ 災害対策の予算及び資金に関すること

税 務 班 １ 被災者に対する租税の徴収猶予及び減免に関すること

市 町 村 班 １ り災市町村の行財政指導に関すること

総 務 事 務 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

セ ン タ ー 班

福祉保健対策室 福 祉 保 健 班 １ 福祉保健対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 義援金品、見舞金等の配分に関すること

指導監査・援護班 １ 社会福祉施設（国保・援護班、長寿介護班、障がい福祉班

健康増進班及びこども政策班の分掌事務に属するものを除

く。）の災害対策及び被害調査に関すること

医 療 薬 務 班 １ 医療保健関係事務の総轄に関すること

２ 災害時の医療及び助産に関すること

３ 医療施設の災害対策及び被害調査に関すること

４ 毒劇物の災害対策に関すること

国民健康保険班 １ 医療保険給付についての指導に関すること

２ 国民健康保険直営診療施設の災害対策及び被害調査に関

すること

長 寿 介 護 班 １ 老人福祉施設等の災害対策及び被害調査に関すること

障 が い 福 祉 班 １ 身体障害者施設等の災害対策及び被害調査に関すること

２ 精神保健及び母子保健喚起施設の災害対策及び被害調査

に関すること

衛 生 管 理 班 １ 災害時の食品衛生に関すること。

２ 環境衛生施設の災害対策及び被害調査に関すること

３ 水道の災害対策及び被害調査に関すること

４ と畜場及び食鳥処理場の被害調査に関すること

５ 被災動物等の災害対策及び被害調査に関すること

６ 県有施設の被害調査に関すること

健 康 増 進 班 １ 災害時の防疫に関すること。

２ 市町村保健センター（母子健康包括支援センターを含

む。）等の 災害対策及び被害調査に関すること

こ ど も 政 策 班 １ 児童、母子、婦人等福祉施設の災害対策及び被害調査に

関すること

２ 幼稚園の災害対策及び被害調査に関すること

３ 幼児の被災状況の把握及び避難に関すること

４ 被災した幼児の応急の教育に関すること

環境森林対策室 環 境 森 林 班 １ 環境森林対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 県有林の災害対策及び被害調査に関すること

４ 災害用県有林の払下げに関すること
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環 境 管 理 班 １ 環境汚染の調査及び対策に関すること

循 環 社 会 推 進 班 １ 災害時の廃棄物対策に関すること

自 然 環 境 班 １ 自然公園施設等の災害対策及び被害調査に関すること

２ 林地及び治山施設の災害対策及び被害調査に関すること

森 林 経 営 班 １ 林道の災害対策及び被害調査に関すること

２ 造林及び種苗の災害対策及び被害調査に関すること

山村・木材振興班 １ 被害林業者等に対する災害融資に関すること

２ 災害対策用国有林材の払下げに関すること

３ 災害対策用原木及び製材品の確保に関すること

４ 木材加工施設の被害状況把握及び対策に関すること

５ 林業構造改善施設の被害状況把握及び対策に関すること

６ 特用林産施設の被害状況把握及び対策に関すること

工 事 検 査 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

商工観光労働対策室 商 工 政 策 班 １ 商工観光労働対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 災害救助物資の入手及び斡旋に関すること

４ 被害事業者の金融及び経営診断に関すること

５ 県内事業者（商業関連。ただし誘致企業を除く。）の災

害対策及び被害調査に関すること

企 業 振 興 班 １ 県内事業者(工業及び情報産業関連。ただし誘致企業を

除く。）の災害対策及び被害調査に関すること

雇用労働政策班 １ 災害勤労者の生活資金及び住宅資金に関すること

企 業 立 地 １ 県内事業者（誘致企業）の災害対策及び被害調査に関す

推 進 班 ること

観光経済交流班 １ 観光施設の災害対策及び被害調査に関すること

２ 県内事業者(物産関連。ただし、誘致企業を除く。）の災

害対策及び被害調査に関すること

３ 在日外国公館との連絡調整に関すること

４ 外国人の救援及び救護の総合調整に関すること

農政水産対策室 農 政 企 画 班 １ 農政水産対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 農業共同利用施設の災害対策及び被害調査に関すること

４ 災害時における農産物（食料）の流通対策の総合調整に

関すること。

農業連携推進班 １ 被害農家の経営指導に関すること

農業経営支援班 １ 被害農家の災害融資に関すること

２ 被害農家の営農指導に関すること

３ 農作物の災害対策及び被害調査に関すること

農 産 園 芸 班 １ 農産物（食料）の供給に関すること

畜 産 新 生 推 進 １ 家畜、畜産施設及び飼料作物の災害対策及び被害調査に

班 関すること

農 村 計 画 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

農 村 整 備 班 １ 農地及び農業用施設の災害対策及び被害調査に関すること

２ 補助農業用共同利用施設の災害対策及び被害調査に関す

ること

水 産 政 策 班 １ 県有施設の水産施設、水産物等の災害対策及び被害調査

に関すること

漁 村 振 興 班 １ 漁港の災害対策及び被害調査に関すること

２ 漁業用施設及び共同利用施設の災害対策及び被害調査

に関すること
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工 事 検 査 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

県土整備対策室 管 理 班 １ 県土整備対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

用 地 対 策 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

技 術 検 査 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

工 事 検 査 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

道 路 建 設 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

道 路 保 全 班 １ 道路の災害対策及び被害調査に関すること

２ 道路の交通規制に関すること

河 川 班 １ 河川、ダム及び海岸保全施設（国土交通省所管に限る。）

の災害対策及び被害調査に関すること

２ 公共土木施設関係の被害調査に関すること

砂 防 班 １ 砂防、地すべり及び急傾斜地の災害対策及び被害調査に

関すること

港 湾 班 １ 港湾及び海岸保全施設（国土交通省所管に限る。）の災

害対策及び被害調査に関すること

都 市 計 画 班 １ 都市施設の災害対策及び被害調査に関すること

建 築 住 宅 班 １ 建築物の災害対策及び被害調査に関すること

２ 被害住宅復興資金に関すること

３ 応急仮設住宅の建設に関すること

営 繕 班 １ 庁舎等の電気設備の機能維持(回復)に関すること

２ 庁舎等の電話設備の機能維持(回復)に関すること

３ 庁内放送施設の機能維持(回復)に関すること

４ 災害対策本部室の整備及び設営に関すること

５ 庁舎等の被害調査及び被害報告に関すること

６ 庁舎等の災害対策(被害箇所の応急対策)に関すること

７ 施工中の建築物の災害対策及び被害調査に関すること

高 速 道 対 策 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

会計管理対策室 会 計 班 １ 会計管理対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 義援金品、見舞金品等の受付、保管及び整備に関すること

物品管理調達班 １ 庁内自動車の管理及び輸送に必要な措置に関すること

企業局対策室 企 業 局 総 務 班 １ 企業局対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 企業局庁舎等の災害対策及び被害調査に関すること

工 務 班 １ 県営電力施設の災害対策及び被害調査に関すること

２ 県営工業用水道施設の災害対策及び被害調査に関すること

３ 地域振興施設の災害対策及び被害調査に関すること

４ 建設事業施設の災害対策及び被害調査に関すること

電 気 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

施 設 管 理 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

総 合 制 御 班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

県立病院対策室 経 営 管 理 班 １ 県立病院施設の災害対策及び被害調査に関すること

文教対策室 文 教 総 務 班 １ 文教対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 災害関係職員の動員及び職員の派遣に関すること

財 務 福 利 班 １ 教育施設の災害対策及び被害調査に関すること

２ 教職員住宅の災害対策及び被害調査に関すること

学 校 政 策 班 １ 幼児、児童及び生徒の被災状況の把握及び避難に関すること

２ 被災した幼児、児童及び生徒の応急の教育に関すること
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３ 小中学校の教科書、教材及び学用品の災害対策及び被害

調査に関すること

特別支援教育班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

教 職 員 班 １ 学校職員に係る災害関係職員の動員及び職員の派遣に関

すること

２ 学校職員の災害補償に関すること

生 涯 学 習 班 １ 社会教育施設の災害対策及び被害調査に関すること

２ 災害活動に協力する婦人会、青年団体等の連絡調整に関

すること

ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 振 興 班 １ 災害時の保健体育及び野外活動に関すること

２ 保健体育施設設備の災害対策及び被害調査に関すること

３ 災害時の学校給食に関すること

文 化 財 対 策 班 １ 文化財の災害対策及び被害調査に関すること

人権同和教育班 １ 総合対策部及び他班への応援に関すること

警備対策室 警 備 班 １ 警備対策室内の連絡調整に関すること

２ 総合対策部との連絡調整に関すること

３ 災害警備活動に関すること

警 務 班 １ 災害警備活動の支援に関すること

交 通 班 １ 交通の確保及び交通災害情報に関すること

２ 交通規制に関すること

３ 緊急通行車両に関すること

刑 事 班 １ 犯罪捜査に関すること

２ 死体の検視に関すること

生 活 安 全 班 １ 地域安全対策に関すること

２ 保安対策に関すること

通 信 班 １ 警察通信の維持管理に関すること

２ 災害通信に関すること

水防本部 指 揮 班 １ 水防本部の庶務に関すること

２ 情報の収集及び伝達に関すること

３ 関係機関との連絡調整に関すること

４ 水防警報の発令及び伝達に関すること

５ 水防無線に関すること

６ 水防応急対策に関すること

７ 水防資材に関すること

※全庁一体となって災害応急対策を推進するため、県議会事務局、監査事務局、人事委員会事務

局、地方労働委員会事務局は、災害対策本部長から災害対策本部各対策室及び総合対策部への

応援を求められた場合は、協力体制を執るものとする。
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表３ 宮崎県災害対策本部地方支部名称、設置場所、所管区域及び事務分掌

名 称 設 置 場 所 管 轄 区 域

中部地方支部 宮崎市 宮崎県中部農林振興局内 宮崎市及び東諸県郡

南那珂地方支部 日南市 宮崎県南那珂農林振興局内 日南市及び串間市

北諸県地方支部 都城市 宮崎県北諸県農林振興局内 都城市及び北諸県郡

西諸県地方支部 小林市 宮崎県西諸県農林振興局内 小林市、えびの市及び西諸県郡

児湯地方支部 高鍋町 宮崎県児湯農林振興局内 西都市及び児湯郡

東臼杵地方支部 延岡市 宮崎県東臼杵農林振興局内 延岡市、日向市及び東臼杵郡

西臼杵地方支部 高千穂町 宮崎県西臼杵支庁内 西臼杵郡

所 掌 事 務

１ 災害の調査に関すること

２ 市町村情報の収集に関すること

３ 災害対策に関すること

４ 本部各対策部室への災害報告に関すること

５ 本部との通報連絡に関すること

６ 支部各対策班及び関係機関との連絡調査に関すること

７ 被災者の相談窓口に関すること

８ その他必要な災害事務に関すること

第２款 職員の参集及び動員

第１項 基本方針
職員は、県内において大規模災害が発生した場合は、定められた基準に従い、勤務時間内

外を問わず速やかに登庁し、必要な体制の確立に努め、災害対策本部等の業務に従事するな

ど初期的活動を展開するものとする。

第２項 対策

1 職員の自主参集

あらかじめ定められた職員は、災害の発生を認知したときは、「職員参集・配備基準」に基

づいて直ちに登庁し、

(1)災害に関する情報の収集

(2)人的及び物的な被害に関する情報の収集

(3)その他応急対策に関する業務

に従事するものとする。

2 職員の動員

(1)動員の指示

知事は、災害が特に大規模で職員参集・配備基準により難いと認めるとき、又は災害応

急対策の体制を確立するうえで必要があると認めるときは、職員の動員を指示するものと

する。

知事は、職員参集・配備基準に基づいて体制が執られている場合においても、災害応急

対策の万全を期すため必要があると認めるときは、状況に応じて動員の指示を発して体制

の強化を行うものとする。

(2)動員の伝達

動員の指示は、勤務時間内においては庁内放送及び庁内電話により行うものとする。庁

内放送及び庁内電話が使用できない場合は、連絡員の使走により各部局の連絡調整課を通
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じ伝達するものとする。

○庁内放送文（例）

「知事の緊急命令を伝達します。（２回繰り返す。）ただ今の大規模災害で県内に被害が発

生した模様である。○時○分災害対策本部を設置し、○号体制により応急対策を実施するこ

ととした。職員は、既定の計画に従い直ちに配置につき応急対策の実施に万全を期されたい。

以上繰り返します。」

勤務時間外においては、職員緊急動員伝達系統（別表）に従って電話連絡するもの

とする。

加入電話が使用不能の場合は、「災害時における放送要請に 関する協定」に基づき、Ｎ

ＨＫ等放送機関に動員に関する放送を要請し伝達するものとする。

(3)情報の伝達

動員の指示を発する場合においては、災害及び被害の状況のほか、職員の参集場所、服

装、携帯品等の必要な情報を併せて伝達するものとする。

3 職員の対応

(1)職員の登庁

職員は、地震が発生し、又は動員の指示を受けた場合は、速やかに定められた課所に登

庁し、災害対策業務に従事するものとする。

地震の発生を認知した職員は、電話応答処理サービスに架電して確認するなど積極的に

情報収集にあたるものとする。

(2)職員の責務

職員は、速やかに登庁して的確に災害対策を遂行するという目的を達成するため、日頃

から、携行品、登庁手段等を検討するとともに、災害対策業務の研鑽に努めるものとする。

(3)登庁できない場合の措置

職員は、やむを得ない事情により自主参集又は動員による登庁ができない場合は、その

旨を所属長に報告し、事後の対応要領等について指示を受けるものとする。

4 体制確立時の報告

自主参集又は動員により災害応急対策の執務体制を確立した所属は、その状況を速やかに

災害対策本部に報告の上、連携を強化して災害対策を推進するものとする。
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（別表）
《職員緊急動員伝達系統》

※議会事務局及び各種委員会は必要に応じて伝達するものとする。

知　事
副知事

市町村危機管理局
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関
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第３款 市町村の活動体制の確立

第１項 基本方針
市町村は、当該市町村の地域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、

第一次的防災機関として、法令、県地域防災計画及び市町村地域防災計画の定めるところに

より、県、他の市町村及び指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民の協力を得

て、その有する全機能を発揮して、災害応急対策を実施するものとする。

第２項 対策

1 市町村災害対策組織の確立

市町村は次の事項に留意して災害対策組織の確立を図るものとする。

(1)職員の自主参集及び動員

(2)配備体制

(3)職員動員伝達系統

(4)意志決定代理者

(5)災害対策本部設置の基準等

2 市町村災害対策本部の設置基準

市町村災害対策本部は、おおむね次に掲げる基準により設置するものとする。

(1)当該市町村の区域内に大規模な災害の発生が予想され、その対策を要すると認められる

とき。

(2)当該市町村の区域内に災害が発生し、その規模及び範囲からみて対策を要すると認めら

れるとき。

(3)県災害対策本部が設置された場合において、市町村災害対策本部設置の必要を認めたとき。

3 県等への報告・通報

市町村は、市町村災害対策本部を設置し、又は廃止したときは、直ちに、県(県災害対策本

部設置前にあっては危機管理局、県災害対策本部設置後にあっては総合対策部連絡調整班)に

その旨を報告するとともに、警察署に通報する。

第４款 防災関係機関の活動体制の確立

第１項 基本方針
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、指定地方行政機関、指定公共機

関、指定地方公共機関及び防災上重要な施設の管理者は、所管に関わる震災応急対策を実施

するとともに、県及び市町村が実施する応急対策に協力するものとする。

第２項 対策

1 災害対策組織の確立

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等は、法令又は防災業務計画、防災

に関する計画等に基づき、災害対策本部を設置し、災害時における各機関の防災関係事務又

は業務を的確かつ円滑に実施するよう、その職員の動員配備を行うほか、必要な資機材の点

検、整備及び配備を行う。

なお、機関ごとの具体的な措置内容は、機関ごとに別に定める。

2 県災害対策本部への連絡員の派遣

県災害対策本部長から連絡員の派遣要請を受けた機関は、速やかに連絡員を派遣するもの

とし、連絡員には所属機関との連絡を確保するための無線機、携帯電話等を携行させるよう
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配慮するものとする。

連絡員は、必要と認められる場合は、災害対策本部会議等に参加し、意見の発言を行うこ

とができる。

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保

災害応急対策を推進するうえで、被害情報の収集・伝達、分析は極めて重要である。初動

段階では被害に関する細かい数値より災害全体の概要を知ることに全力を上げる必要がある。

また、被害が甚大であればあるほど、被災地からの情報収集は困難となるので、待ちの姿

勢ではなくあらゆる情報手段を駆使して積極的な情報収集を行う。それでも困難な場合は、

被災現場に人員を派遣し情報収集を行うことが大事である。

なお、これらの前提となる通信の確保に万全を期さねばならない。

第１款 災害情報の収集・連絡

第１項 基本方針
災害発生後の応急対策を実施していく上で不可欠な被害情報、応急対策活動情報を防災関

係機関が共有することが極めて重要であり、これらの情報を迅速かつ的確に収集・伝達する

ものとする。

第２項 対策
1 被害状況の早期把握

【県、市町村、防災関係機関】

(1)上空からの概況把握

ア 県防災救急ヘリコプターによる概況把握

県は、被害の発生が予想され、または発生した場合においては、直ちに防災救急ヘリ

コプターを出動させ、画像伝送等により情報を収集伝達する。

イ 警察ヘリコプターによる概況把握

警察は、被害の発生が予想され、または発生した場合においては、直ちに警察ヘリコ

プターを出動させ、画像伝送等により情報を収集伝達する。

ウ 他機関のヘリコプターによる概況把握の要請

県は、市町村、防災関係機関等から被害概況報告、または独自の収集活動により得ら

れた情報に基づき、相当の被害が見込まれるときには、自衛隊、宮崎海上保安部および

ヘリコプター等の航空機を有する機関に対し空中からの被害状況把握を要請する。

2 第１次情報等の収集

【県、市町村、防災関係機関】

(1)各機関の報告に基づく概況把握

県災害対策本部および地方支部は、災害発生後直ちに市町村ならびに防災関係機関に対

して、被害概況の報告を求め、その報告を総括し県全体の被害概況を把握する。

市町村は、人的被害の状況（行方不明者の数を含む。）、建築物の被害、火災、土砂災害

の発生状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握でき

た範囲から直ちに県へ報告するものとする。

報告は災害対策支援情報システムにより行うこととし、事情によりシステムが使用できな

い場合には、電話、ＦＡＸ等により行う。

通信の途絶等により県に報告できない場合は、直接消防庁へ報告するものとする。特に、

行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、市町村は、
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住民登録の有無にかかわらず、当該市町村の区域（海上を含む。）内で行方不明となった者

について、県警等関係機関の協力に基づき、正確な情報の収集に努めるものとする。また、

行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合

には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の

者は外務省）に連絡するものとする。

県は、市町村等から情報を収集するとともに、自らも必要な被害規模に関する概括的な

情報を把握し、特に、市町村が報告を行うことができなくなったときは、被災地への職員

派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽く

して積極的に情報収集を行い、これらの情報を国（消防庁）に報告するものとする。また、

必要に応じ、関係省庁及び関係市町村に連絡するものとする。

県警は、被害に関する情報を把握し、当該情報を国（警察庁）に連絡するものとする。

(2)現地調査班の派遣

県は災害による被害程度が相当のものと認められ、被災市町村が県への被害状況を報告

できない場合を想定して県職員が情報収集に赴く場合の情報収集要領をあらかじめ策定す

るものとし、派遣された災害対策本部または地方支部の職員は、現地での被害状況調査と

連絡員の役割を担うものとする。

(3)その他の手段による情報の収集

ア 参集職員からの情報収集

参集する職員が確認した自宅周辺及び参集途上での被害状況を本人から収集する。

イ テレビ、ラジオからの情報収集

テレビ、ラジオを視聴し、情報を収集する。

ウ アマチュア無線家の協力による情報収集

日本アマチュア無線連盟宮崎県支部の協力を得て情報を収集する。

エ 民間企業からの情報収集

タクシー会社、トラック会社、警備会社等の協力を得て情報を収集する。

(4)人的被害の集約・調整

人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）については、県が一元的に集約、調整を行

うものとする。その際、県は、関係機関が把握している人的被害の数について積極的に収

集し、一方、関係機関は県に連絡するものとする。

当該情報が得られた際は、県は、関係機関との連携のもと、整理・突合・精査を行い、

直ちに消防庁へ報告するものとする。

(5)孤立集落の被害状況の把握

道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要があることから、県、

市町村、防災関係機関は、それぞれの所管する道路のほか、通信、電気、ガス、上下水道

等のライフラインの途絶状況を把握するとともに、その復旧状況と併せて、市町村に連絡

するものとする。また、市町村は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者

など要配慮者の有無の把握に努めるものとする。

3 被害情報、応急対策活動情報の連絡

【県、市町村、防災関係機関】

各防災関係機関は、被害状況、応急対策活動等の状況を密に県及び市町村災害対策本部に

連絡する。

県及び市町村災害対策本部は、これらの情報をとりまとめ、必要防災関係機関に情報を提

供する。

(1)情報伝達の流れ

災害現場からの情報は、市町村(消防機関)及び警察署等防災関係機関から収集し、県災

害対策本部において集約する。管理者が明確な公共施設・ライフライン等に関する被害は、

それぞれの管理者が情報を収集し、同様に県災害対策本部に集約する。

これらの情報は、県災害対策本部から国及び指定地方行政機関等に通知するものとする。

なお、県災害対策本部未設置段階では、危機管理局が情報を集約する。
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＜情報収集・伝達の流れ＞

・県に報告できない場合。（※）

住 ・消防機関に119番通報が殺到した場合。

民
・ 市町村災害対策本部 宮崎県災害対策本部
公 防災担当課 （危機管理局） 国
共 消 防 本 部

（

的 総
団 務
体 県災害対策本部地方支部 省
・ 消
防 西臼杵支庁 防
災 農林振興局 庁
上

）

重
要
な 指定地方行政機関
施 指定公共機関
設 指定地方公共機関
の
管
理 警 察 署 宮 崎県 警察 本部
者

（※）は、県災害対策本部が設置されない場合を示す。

(2)被害情報等の伝達手段

県及び市町村、防災関係機関は次の手段により被害情報等を伝達する。

ア 被害状況等の報告は、災害対策支援情報システムにより行う。事情によりシステムが

使用できない場合には、電話、ＦＡＸその他最も迅速かつ確実な手段を使うものとする。

イ 有線が途絶した場合は、防災行政無線、ＮＴＴ災害対策用無線、警察無線等他機関の

無線通信施設等を利用する。

ウ すべての通信施設が不通の場合は、通信可能な地域まで職員を派遣するなど、あらゆ

る手段を尽くして情報を伝達するよう努める。

(3)情報収集伝達の要領

被害情報、応急対策活動情報の収集伝達は、災害状況の推移に応じて次の要領により行

う。

ア 即報

災害発生後速やかに、被害の有無、本部の設置状況等の概況情報を取りまとめる。ま

た、被害状況の推移、確認情報の増加に応じて取りまとめる。

イ 確定報

応急対策終了後20日以内に報告。
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ウ 事務処理フロー

災害発生

火災・災害等即報

・地震が発生し、当該市町村の区域内で

直ちに電話等で連絡 震度５強以上を記録した場合。

・消防機関への通報が殺到した場合。 消防庁

にも報告

災害の当初の段階で被害状況が十分に把握できて

第4号様式(その1) いない場合。

(被害概況即報) 第4号様式(その2)と併せて、災害の具体的状況、

個別の災害現場の概況等を報告する場合。

被害状況の欄には、報告の時点で判明している最

第4号様式(その2) 新の数値を記入。

(被害状況即報)

災害報告取扱要領に基づき、

応急対策終了後20日以内

災 害 確 定 報 告 都道府県 消防庁

に報告。

平 日 夜間・休日
(NTT回線) (NTT回線)
03-5253-7527 03-5253-7777

報 告 先 03-5253-7537(FAX) 03-5253-7553(FAX)
(消防防災無線) (消防防災無線)

消 防 庁 90-49013 90-49102
90-49033(FAX) 90-49036(FAX)

(地域衛星通信ﾈｯﾄﾜ-ｸ) (地域衛星通信ﾈｯﾄﾜ-ｸ)
TN-048-500-90-49013 TN-048-500-90-49102
TN-048-500-90-49033(FAX) TN-048-500-90-49036(FAX)
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（参考）火災・災害報告取扱要領

第4号様式（その1）

〔災害概況即報〕 報告日時 年 月 日 時 分

都道府県

消防庁受信者氏名 市 町 村
(消防本部名)

報告者名
災害名 （第 報）

発生場所 発生日時 月 日 時 分

災
害
の
概
況

死 者 人 不明 人 全壊 棟 一部破損 棟

死 傷 者 住 家
負 傷 者 人 計 人 半壊 棟 床上浸水 棟

被
害
の
状
況

災害対策本部等の （都道府県） （市町村）

設置状況
応
急
対
策
の
状
況

(注)第一報については、原則として覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれて
いない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
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＜第4号様式－その1（災害概況即報）＞

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段階で被害状況

が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第一報で、死傷者の有無、火災、津波の発生の

有無等を報告する場合）には、本様式を用いること。

(1)災害の概況

ア 発生場所、発生日時

当該災害が発生した具体的地名(地域名)及び日時を記入すること。

イ 災害種別概況

(ｱ)風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流等

の概況

(ｲ)地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況

(ｳ)雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況

(ｴ)火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況

(ｵ)その他これらに類する災害の概況

(2)被害の状況

当該災害により生じた被害の状況について、判明している事項を具体的に記入すること。そ

の際特に人的被害及び住家の被害に重点をおくこと。なお、災害救助法の適用基準については、

特に人的被害及び住家被害を受けた世帯数の把握が不可欠であるので、その把握に重点をおく

こと。

(3)応急対策の状況

当該災害に対して、市町村（消防機関を含む。）及び県が講じた措置について具体的に記入

すること。特に、住民に対して避難の勧告・指示を行った場合には、その日時、範囲、避難者

の数等について記入すること。

また、県知事が自衛隊法第83条の規定に基づき、自衛隊の災害派遣を要請した場合にはその

要請日時、要請の内容、自衛隊の派遣状況等について記入すること。
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第4号様式（その2）
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＜第4号様式－その2（被害状況即報）＞

(1)各被害欄

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額については、

省略することができる。

なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点における断水

戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。

(2)災害対策本部設置市町村名

市町村毎に、設置及び解散の日時を記入すること。

(3)災害救助法適用市町村名

市町村毎に、適用日時を記入すること。

(4)備考欄

備考欄には、次の事項について記入すること。

ア 災害の発生場所

被害を生じた市町村名又は地域名

イ 災害の発生日時

被害を生じた日時又は期間

ウ 災害の種類、概況

台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し等

エ 応急対策の状況

・消防、水防、救急・救助、避難誘導等消防機関の活動状況

・避難の勧告・指示の状況

・避難所の設置状況

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況

・自衛隊の派遣要請、出動状況

・災害ボランティアの活動状況 など

オ 119番通報件数

10件単位で記入すること。
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表－２ 被害状況判定基準

災害により被害を受けた人的及び物的の被害判定は、法令等に特別の定めがあるものを

除くほか、概ね次の基準によるものとする。

判　　　定　　　基　　　準

当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、または死体を確認す

ることができないが、死亡したことが確実なものとする。

行 方 不 明 者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者とする。

災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける必要のあるものの

うち１月以上の治療を要する見込みの者とする。

災害のため医師の治療を受けまたは受ける必要のあるもののうち１月

未満で治療できる見込みの者とする。

現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家である

かどうかを問わない。

建造物の単位で1つの建築物をいう。

主屋より延べ面積の小さい付属物が付着している場合（同一棟でなく

とも同じ宅地内にあるもので非住家として計上するに至らない小さな

物置、便所、風呂場、炊事場）同一棟とみなす。

生計を1つにしている実際の生活単位をいう。

例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同

生活を営んでいる者については、これを一世帯として扱い、また同一

家屋の親子夫婦であっても生活が別であれば分けて扱うものとする。

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家

全部が倒壊、流出、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だし

く、補修により元通りに際しようすることが困難なもので、具体的に

は、住家の損壊、焼失若しくは流出した部分の床面積が、その住家の

延床面積の７０％以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成

要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損

害割合が５０％以上に達した程度のものとする。

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のも

ので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の２０％以上７０

％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的損害を住家全体

に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未

満のものとする。

全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程

度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度の小さなものは

除く。

住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しないが土砂

、竹木のたい積により一時的に居住することができないものとする。

床 下 浸 水 床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。

住家以外の建築物をいうものとする。なお、官公署、学校、病院、公

民館、神社、仏閣等は非住家とする。ただし、これらの施設に、常時

人が居住している場合には、当該部分は住家とする。

例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用または公共の用に供す

る建物とする。

そ の 他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。

非 住 家 被 害 全壊または半壊の被害を受けたもののみ記入するものとする。

非 住 家

公 共 建 物

被　害　区　分

死 者

重 傷 者

軽 傷 者

半 壊

1
人
　
的
　
被
　
害

2
住
　
家
　
の
　
被
　
害

3
非
住
家
被
害

一 部 破 損

床 上 浸 水

住 家

棟 数

世 帯

全 壊
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判　　　定　　　基　　　準

田の耕土が流失し、または砂利等のたい積のため耕作が不能になった

ものとする。

田 の 冠 水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。

畑の流失・埋没

畑 の 冠 水

小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、ろう学校

、養護学校及び幼稚園における教育の用に供する施設とする。

病 院 医療法第1条に規定する患者20人以上の収容施設を有する病院とする。

道路法(昭和27年法律第180号)第2条第1項に規定する道路のうち橋梁

を除いたものとする。　

橋 梁 道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。

河川法(昭和39年法律第167号)が適用され、もしくは準用される河川

もしくはその他の河川またはこれらのものの維持管理上必要な堤防、

護岸水利、床止その他の施設もしくは沿岸を保全するために防衛する

ことを必要とする河岸とする。

港湾法(昭和25年法律第218号)第2条第5項に規定する水域施設、

外かく施設、けい留施設、または港湾の利用及び管理上重要な臨港交

通施設とする。

砂防法(明治30年法律第29号)第1条に規定する砂防施設、同法第3条の

規定によって同法が準用される砂防のための施設または同法第3条の2

の規定によって同法が準用される天然の河岸とする。

公 園
都市公園法施行令第25条各号に掲げる施設（主務大臣の指定するもの（植
栽・いけがき）を除く。）で都市公園法第２条第１項に規定する都市公園

下 水 道 下水道法に規定する公共下水道、流域下水道、都市下水路

清 掃 施 設 ごみ処理及び屎尿処理施設とする。

崖 崩 れ 山及び崖崩れのうち、人家、道路等に影響を及ぼすものとする。

鉄 道 不 通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。

ろ、かいのみをもって運行する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能

となったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しな

ければ航行できない程度の被害を受けたものとする。

電 話 災害により通話不能となった電話の回線数とする。

上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点

における戸数とする。

災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数と

する。

一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最

も多く供給停止となった時点における戸数とする。

ブ ロ ッ ク 塀 等 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持で 

きなくなった生活を一にしている世帯とする。　

り 災 者 り災世帯の構成員とする。

火 災 発 生 地震又は火山噴火の場合のみ報告するものとする。

公 立 文 教 施 設 公立の文教施設とする。

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律(昭

和25年法律第169号)による補助対象となる施設をいい、具体的には

農地、農業用施設、林業用施設、漁業用施設及び共同利用施設とする。

被　害　区　分

田の流失・埋没

港 湾

砂 防

4
田
畑
の
被
害 田の例に準じて取扱うものとする。

文 教 施 設

道 路

河 川

ガ ス

り 災 世 帯

農林水産業施設

5
そ
　
の
　
他
　
の
　
被
　
害

被 害 船 舶

水 道

電 気
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(4)各機関の情報収集・伝達活動

【市町村】

ア 市町村は自地域内に次に掲げる事項のいずれかに該当する事態が発生した場合は、直

ちに被害の状況及び応急対策の実施状況に関する情報を収集し、前記に示す被害概況即

報及び被害状況即報の様式を用いて県の災害対策地方支部、その他必要とする機関に対

して報告する。ただし、緊急を要する場合は電話等により行い、事後速やかに文書を提

出するものとする。

また、被害の把握ができない状況にあっても、迅速に当該情報の報告に努めるものと

する。

なお、確定した被害及びこれに対してとられた措置の概要については、確定報を用い

災害応急対策完了後20日以内に行うものとする。

(ｱ)市町村災害対策本部が設置されたとき

(ｲ)災害救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生したとき

(ｳ)災害による被害が当初は軽微であっても、以後拡大発展するおそれがあるとき

(ｴ)災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて報告する必要があると認められ

るとき

イ 事態が切迫し、応援要請等の対策に支障が生じるおそれがある場合には、県災害対策

本部に直接連絡をとるものとする。

なお、県に報告することが出来ない場合には、国(消防庁)に対して直接報告するもの

とし、報告後速やかにその内容について連絡するものとする。

ウ 災害規模が大きく、市町村の情報収集能力が著しく低下した場合は、その旨を県その

他の防災関係機関に伝達し、被害情報の収集活動に対して応援を要請するものとする。

エ 消防庁への直接報告

地域住民等から119番への通報が殺到している状況下にあ っては、直ちに県及び国

(消防庁)へ同時に報告するものと する。

【県】

ア 県災害対策地方支部は、市町村からの報告をとりまとめ、県災害対策本部に対して報

告するものとする。また、状況に応じて、現場写真等を撮影して独自に被害状況の収集

にあたる。被害に関する報告のない市町村に対しては確認を行うものとし、被害が甚大

判　　　定　　　基　　　準
公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和26年法律第97号)による国庫負担の対象とな

る施設をいい、具体的には河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、地すべり防止施設

急傾斜崩壊防止施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾、漁港、下水道及び公園とする。

公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をい

い、例えば、庁官、公民館、児童館、都市施設等の公用または公共の

用に供する施設とする。

公共施設被害 公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他公共施設の

市 町 村 被害を受けた市町村とする。

農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作

物等の被害とする。

農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害と

する。

農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害と

する。

農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、漁具、漁船等の

被害とする。

建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等と

する。

被　害　区　分

公共土木施設

商 工 被 害

その他の公共施設

5
そ
　
の
　
他
　
の
　
被
　
害
農 産 被 害

林 産 被 害

畜 産 被 害

水 産 被 害
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であるために情報収集伝達が困難な市町村に対しては、情報連絡員の派遣ならびに県災

害対策本部に対し応援を求めるものとする。

イ 県災害対策本部は、市町村の被害状況等をとりまとめ、関係する機関に対して情報伝

達する。また、状況に応じて、現場写真、航空写真等を撮影して被害状況の収集にあた

る。被害に関する報告に支障のある市町村及び地方支部に対しては、その活動を支援す

るため、要員を派遣する等の措置をとる。

ウ 県各部局は、関係機関、出先機関等の組織を通じて所掌する事務に係わる被害及び措

置情報を収集し、県災害対策本部に報告するとともに、関係機関に伝達する。

【防災関係機関】

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等は、所掌する事務または業務に

係る被害状況について速やかに県災害対策本部に報告するとともに、必要と認める関係機

関、市町村等に伝達するよう努める。

(5)被害種類別の情報収集・伝達方法

発生する被害の種類によって関係する機関、伝達経路が異なるため、以下の要領で情報

の収集・伝達を実施する。

ア 情報収集・伝達系統1(死者、負傷者、建物被害、その他の被害）

国(消防庁)

市町村対策本部 県地方支部

被害現場 県災対本部

・ 住 民

警察署 県警本部

※ 情報の収集に際しては、県は、市町村等関係機関からの報告を待つ姿勢ではなく、積

極的に情報収集にあたるものとする。

イ 情報収集・伝達系統2(道路被害)

高速道路 西日本高速道路株式会社

国 道 九 州 地 方 整 備 局

道

路 県 道 県 土 木 事 務 所 道路保全課 県災対本部

被

害 一ツ葉有料道路 宮 崎 県 道 路 公 社

市町村道 市町村

そ の 他 道 路 管 理 者

ウ 情報収集・伝達系統3(鉄道被害)

鉄道被害 Ｊ Ｒ 線 Ｊ Ｒ 九 州 総合交通課 県災対策本部
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エ 情報収集・伝達系統4(ライフライン被害)

電 気 九 州 電 力
ラ
イ ガ ス 宮 崎 ガ ス
フ
ラ 電 話 ＮＴＴ西日本 県 災 対 本部
イ
ン 水 道 水 道 事 業 者 衛生管理課
被
害 下 水 道 下水道事業者 都市計画課

農村整備課

オ 情報収集・伝達系統5(河川、海岸、港湾、漁港、ダム)

河 一 級 九州地方整備局
川 河 川
・
海 二 級 県 土 木 事 務 所
岸 河 川 西 臼 杵 支 庁
・
港 準 用 市 町 村
湾 河 川 河 川 課
・ 港 湾 課
漁 県管理 県土木事務所等 漁村振興課 県 災 対 本 部
港 海岸 砂 防 課
・ 港 湾 農村整備課
ダ 漁 港
ム
ダ ム 九州地方整備局

カ 情報収集・伝達系統6(農作物、農地、農業基盤、林産物、林地、林業基盤、山地)

農 県農林振興局 農政企画課
県災対本部

林 西 臼 杵 支 庁 環境森林課

業

関 市町村

連

被 市町村土地改良区

害

キ 情報収集・伝達系統7(その他公共施設)

公共施設被害 県各主管課 県各主管部

（学校、公園、病 県災対本部

院、官公庁等） 市 町 村 県地方支部

4 被害状況等の集約

【県、市町村】

(1)被災状況等の集約

県及び市町村災害対策本部は、被害状況等の情報を集約しとりまとめる。

(2)国への報告

ア 消防庁への報告

【県】
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(ｱ)県は、次に掲げる事項のいずれかに該当する事態が発生した場合は、直ちに被害の

状況及び応急対策の推移に応じその都度概要を報告するものとする。

ａ 県及び市町村災害対策本部が設置されたとき

ｂ 災害救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生したとき（厚生労働省へも同

時に報告すること。）

ｃ 災害が当初は軽微であっても、以後拡大発展するおそれがあるものまたは2都道府

県以上にまたがるもので、本県における被害は軽微であっても、全国的に見た場合

に同一災害で大きな被害が生じているとき

ｅ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて報告する必要があると認めら

れるとき

(ｲ)県は、災害即報についてはその都度、災害確定報告については応急対策完了後 20日

以内に、それぞれ情報を整理し国(消防庁)に報告する。

5 県民への広報

(1)広報活動

【県、市町村、報道機関、防災関係機関】

ア 広報内容

(ｱ)被災地住民等に対する広報内容

県、市町村、防災関係機関は、被災地の住民や災害の発生により交通機能等が停止

し速やかに自宅に帰ることができない通勤・通学・買物客等の帰宅困難者の行動に必

要な以下の情報を優先的に広報する。

① 火災防止の呼びかけ(通電火災の防止、ガスもれの警戒、放火警戒等)

② 避難勧告・指示の出されている地域、勧告・指示の内容

③ 流言、飛語の防止の呼びかけ

④ 治安状況、犯罪防止の呼びかけ

⑤ 近隣の助け合いの呼びかけ

⑥ 公的な避難所（福祉避難所を含む）、救護所の開設状況

⑦ 電気・電話・ガス・上下水道の被害状況、復旧状況

⑧ 鉄道、バスの被害状況、運行状況

⑨ 救援物資、食糧、水の配布等の状況

⑩ し尿処理、衛生に関する情報

⑪ 被災者への相談サービスの開設状況

⑫ 死体の安置場所、死亡手続き等の情報

⑬ 臨時休校等の情報

⑭ ボランティア組織からの連絡

⑮ 全般的な被害状況

⑯ 防災関係機関が実施している対策の状況

(ｲ)被災地外の住民に対する広報内容

県、市町村、防災関係機関は、被災地外の住民に対して、被災地での応急対策が円

滑に行われるようにするための協力の呼びかけを中心に広報を行う。また、必要に応

じて、被災地住民向けの情報と同様の内容についても広報する。

① 避難勧告・指示の出されている地域、勧告・指示の内容

② 流言、飛語の防止の呼びかけ

③ 治安状況、犯罪防止の呼びかけ

④ 被災地への見舞い電話自粛の呼びかけ

（被災地外の知人、親戚への被災者の安否情報の伝言の呼びかけ）

⑤ ボランティア活動への参加の呼びかけ

⑥ 全般的な被害状況

⑦ 防災関係機関が実施している対策の状況
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イ 広報手段

派遣・協力要請

自衛隊

防 伝 連絡

災 達
総 合 対 策 部

関

係

機

関 放送要請 伝達 伝達 伝達 飛行機・車両等

協力要請 ＮＨＫ宮崎 各 部 県警本部 地方支部 による広報

そ の 他 宮 崎 放 送

報道機関 ﾃ ﾚ ﾋ ﾞ 宮 崎 伝達 伝達 伝達

ｴ ﾌ ｴ ﾑ 宮 崎

テレビ ｲ 県出先機関 警 察 署 市 町 村

ラジオ ﾝﾀｰﾈｯﾄ テレビ

新聞 音声FAX ラジオ

応答装置 広報 広報 広報

被 災 地 住 民

＜広報活動実施系統図＞

(ｱ)報道機関への依頼

県はあらかじめ定めた協定に基づき、報道機関(NHK宮崎放送局、宮崎放送、テレビ

宮崎、エフエム宮崎)に対して上記の内容を広報するよう依頼する。

また、市町村、防災関係機関より、報道機関を通じた広報に関する要請を受けたと

きは、県はその旨を報道機関に対して依頼し、市町村、防災関係機関の行う応急対策

活動を支援する。

(ｲ)独自の手段による広報

県、市町村、防災関係機関は、その保有する人員、資機材を活用して住民に対して

効果的な広報活動を行う。

その手段としては、次のようなものがある。

① 防災行政無線(同報系)

② 県防災救急ヘリコプターによる呼びかけ

③ 警察ヘリコプターによる呼びかけ

④ 広報車による呼びかけ

⑤ ハンドマイク等による呼びかけ

⑥ ビラの配布

⑦ 有線放送

⑧ 携帯電話（緊急速報メールを含む）

⑨ インターネット

⑩ 立看板、掲示板

(ｳ)自衛隊等への広報要請

県及び市町村は、必要な広報を自機関で行うことが困難な場合は、自衛隊、他都道

府県等に要請し、ヘリコプター等による広報活動の展開を依頼する。要請方法の詳細

は第３章第３節第２款を参照。
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(2)報道機関への対応

ア 報道活動への協力

【県(各部局)、市町村、防災関係機関】

報道機関の独自の記事、番組制作にあたっての資料提供依頼については、県、市町村、

防災関係機関は可能な範囲で提供するものとする。

イ 報道機関への発表

(ｱ)震災に関する情報の報道機関への発表は、応急活動状況、災害情報及び被害状況等

の報告に基づいて収集されたもののうち、災害対策本部長が必要と認める情報につい

て、速やかに実施するものとする。

(ｲ)発表は、原則として災害対策本部総合対策部総括班長が実施するものとする。なお、

必要に応じ各部において発表する場合は、あらかじめ災害対策本部総合対策部総括班

長に発表事項及び発表場所等について了解を得るものとし、発表後速やかにその内容

について報告するものとする。

(ｳ)指定公共機関及び指定地方公共機関が震災に関する情報を報道機関に発表する場合

は、原則として災害対策本部総合対策部総括班長と協議の上実施するものとする。た

だし、緊急を要する場合は、発表後速やかにその内容について報告するものとする。

また、発表に当たっては、自衛隊等その他の機関の広報との連携・協力についても

考慮するものとする。

(ｴ)災害対策本部総合対策部総括班長は、報道機関に発表した情報を、災害対策本部各

班のうち必要と認められる班及び関係機関に送付するものとする。

第２款 通信手段の確保

第１項 基本方針
災害発生後における迅速な応急対策を実施するため、災害の状況、被害の状況を適確に把

握し、必要な指示、命令、勧告等を行うための通信手段を確保する。

無線通信を含め通信手段の確保が困難な場合も発生すると考えられるので関係機関間の協

力を密にし、多様な通信手段の活用を図る。

第２項 対策
1 専用通信設備の運用

【県、市町村、防災関係機関】

専用の無線、有線通信設備を有する機関は、災害後直ちに自設備の機能確認を行い、支障

が生じている場合には緊急に復旧するものとする。

(1)県総合防災情報ネットワークの活用

災害時に、応急活動を迅速かつ的確に実施するため、県庁を中枢に県出先機関、市町村、

消防本部及び日赤、自衛隊等の防災機関との間で開設している被災による不通のおそれが

少ない県総合防災情報ネットワークを活用する。

ア 気象警報等共通の情報を県庁（統制局）、農林振興局及び土木事務所（支部）等の関係

機関へ伝達するときは「一斉通報」により行う。

イ 災害が発生し、又は発生するおそれのあるときは、災害に関する情報の収集及び伝達

を確保するため、被害状況の報告等緊急通話を優先させる。

ウ 被災現場より直接通信の必要がある場合は、移動無線（車載及び携帯）により通信を

行う。

エ その他は「宮崎県防災行政無線通信取扱規程」による。

2 代替通信機能の確保

【県、市町村、防災関係機関】
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応急対策実施上必要な情報通信が著しく困難であり、対策に支障が生じる場合は次の様な

代替手段を用いる。

(1)ＮＴＴの災害時優先電話

災害発生時において、重要通信を行う消防・警察・気象・報道等の機関については、一

部の電話回線を予め交換機の優先発信グループに収容しており、輻輳時に規制状態となっ

ても優先的に通話可能としている。災害時優先電話への収容については、ＮＴＴ西日本宮

崎支店（延岡・都城）へ依頼する。

(2)ＮＴＴの非常・緊急通話の利用

震災時において加入電話が輻輳し、通話が不能若しくは、困難な場合で応急対策等のた

め必要があるときは電気通信事業法第８条の規定による非常・緊急通話または電報を利用

する。

ア 非常通話とは、地震、集中豪雨、台風等により非常事態が発生した場合(または、発生

のおそれがある場合)救援、交通、通信、電力の確保や、秩序維持のための通話である。

イ 緊急通話とは、上記の非常事態のほか緊急事態が発生した場合、救援、復旧等のため

の通話である。いずれの通話も交換手扱い通話であり、優先順位としては、非常通話、

緊急通話の順となっており、あらかじめＮＴＴに電話番号を登録しておく事が必要であ

る。（県庁重要加入電話）

ウ 電報に関しても通話と同様に非常、緊急電報を設けている。

<非常・緊急通話をご利用になれる機関例>

・気象機関相互間

・水防機関相互間

非 ・消防機関相互間

常 ・水防機関と消防機関相互間

通 ・災害救助機関相互間

話 ・消防機関と災害救助機関相互間

・輸送、通信、電力供給の確保に直接関係のある機関相互間

・警察機関相互間など

・予防、救援、復旧などに直接関係のある機関相互間

緊 ・緊急事態発生の事実を知ったものと前項の機関との間

急 ・犯罪が発生、または発生のおそれがあることを知った者と警察機関との間

通 ・選挙管理機関相互間

話 ・新聞社、放送事業者または通信社の機関相互間など

・水道・ガス供給の確保に直接関係がある機関相互間など

＜非常・緊急通話の利用方法＞

102をダイヤルして、オペレータ応答後下記の内容を告げる。

・非常扱い、緊急扱いを告げる。

・登録された電話番号と機関などの名称

・相手の電話番号

・通話の内容

(3)携帯電話の使用

各防災関係機関は、迅速かつ的確な応急対策活動を行うため、携帯電話の効果的な使用

を行う。

(4)非常無線通信の実施

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有線通話を利用することがで

きないか、又はこれを利用することが著しく困難であるときに電波法第52条の規定に基づ

いて、無線局は非常無線通信(以下「非常通信」という。)を行うことができる。

なお、非常無線通信は、無線局の免許人が自ら発受するほか、防災関係機関等からの依
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頼に応じて発受する。

ア 利用資格者

原則として、非常通信は誰でも利用することができるが、通信の内容には制限がある。

イ 非常通信の依頼先

宮崎地区非常通信連絡会加入の無線局又は最寄りの無線局に依頼するものとするが、

この場合あらかじめ最寄りの無線局と連絡して、非常事態の際の協力を依頼しておくも

のとする。

ウ 非常通信としての通信内容

非常通信の内容は次のとおりである。

(ｱ)人命の救助、避難者の救護に関するもの

(ｲ)犯罪、交通制限など秩序の維持に関するもの

(ｳ)防災関係機関が災害応急対策を講ずる場合に必要なもの

(ｴ)鉄道、道路、電力設備、電話回線の障害状況及びその復旧のための資材の手配、運

搬要員の確保などに関するもの

その他気象観測資料、災害復旧や救援物資の調達、配分、輸送に関することなど災害

に関して緊急措置を要するもの

エ 発信の手続

発信したい通信文を、次の順序で電報頼信紙(なければ普通の用紙でもよい)に力タカ

ナ又は普通の文章で記載し、無線局に依頼する。

(ｱ)あて先の住所、氏名(職名)及びわかれば電話番号

(ｲ)本文(200字以内)、末尾に発信人名(段落にて区切る)

(ｳ)用紙余白の冒頭に「非常」と必ず記入し、また余白の末尾に発信人の住所、氏名(職

名)及び電話番号を記入する。

(5)他機関の通信設備の利用

公衆電気通信施設の利用が不可能となり、かつ通信が緊急を要する場合は、基本法第57

条及び第79条、救助法第28条、水防法第20条、消防組織法第41条の規定による他の機関が

設置する有線電気通信設備又は無線通信設備を利用することができる。

この場合、事前に関係機関と協議しておくものとする。使用できる主な機関は次のとお

りである。

通信設備が優先利(使)用できる機関名

優先利(使)用するもの 通信設備設置期間 申 込 み 窓 口

県（総合情報ネットワーク） 県危機管理局・農林振興局・各土木事務所

知事 県警察本部 県警察本部－通信指令室長

市町村長 各警察署－署長

指定行政機関の長 九州地方整備局 情報通信技術課長・河川国道事務所長等

指定地方行政機関の長 大阪航空局宮崎空港事務所 その都度依頼する。

地方公共団体 宮崎地方気象台 その都度依頼する。

水防管理者 宮崎海上保安部 海上保安部長

水防団長 JR九州鹿児島支社 駅長等

消防機関の長 九州電力株式会社 支社・配電センター・営業センター

電力センター・耳川水力整備事務所

宮崎ガス株式会社 その都度依頼する。

陸上自衛隊 その都度依頼する。

航空自衛隊 その都度依頼する。
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(6)孤立防止対策用衛星電話の利用

災害時、特に郡部において交通手段、通信手段が途絶し孤立地区の発生が予想される。

このため西日本電信電話（株）は孤立防止対策用衛星電話を、ＮＴＴの各支店、市町村役

場、農漁協、小学校等に常置しており、一般加入電話等の途絶に際してはこの衛星電話を

利用する。

＜利用方法＞

●電話をかけるとき

★MODEランプ消灯時（オペレータ扱い）：通常はこの状態

ア 受話器をはずします。

イ 市外局番なしの「102番」をダイヤルします。

(注)MODEランプ消灯時は102，117以外は使用できません。

ウ オペレータが出ましたら下記のことをお告げください。

・衛星電話からの通話であること。

・非常扱いの通話または緊急扱いの通話の申し込みである

こと。

・お客様の機関の名称

・相手の電話番号

・お話になる内容

エ オペレータが通話を接続します。相手が出ましたらお話く

ださい。

★MODEランプ消灯時(自動接続)：災害時などに遠隔で設定

ア 受話器をはずします。

イ お話したい相手の電話番号を市外局番からダイヤルします。

ウ 応答がありましたらお話ください。

●呼び出しがあったとき

呼び出しベルが鳴りましたら受話器をお取りください。

オペレータが通話をおつなぎします。

（Ⅰ資料5-6 孤立防止対策用衛星電話設置一覧表参照）

(7)防災相互通信用無線電話の活用

災害の現地等において、防災関係機関が災害応急対策のため相互の連絡を行う場合は、

防災相互通信用無線電話を利用する。
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【158.35MHz】

免 許 人 名 設 置 場 所（住 所）

警察庁 宮崎市旭１－８－２８ 宮崎県警察本部内

海上保安庁 日南市油津４－１２－１ 宮崎海上保安部内

九州地方整備局 宮崎市大工２－３９ 宮崎河川国道事務所内

宮崎河川国道事務所 宮崎市大橋３－８９ 宮崎出張所内

国富町大字本庄５０５６ 本庄出張所内

都城市下川東２－１９－３ 都城出張所内

宮崎市高岡町内山２６１０－１ 高岡出張所内

高鍋町大字持田字宮越下１７５５－９ 高鍋出張所

宮崎市大字島之内７１８０－１ 宮崎維持出張所

都城市都北町５７９１ 都城国道維持出張所

日南市上平野町３－８－１ 日南国道維持出張所

九州地方整備局 延岡市大貫１－２８８９ 延岡河川国道事務所内

延岡河川国道事務所 延岡市昭和町３－１９３０ 延岡出張所

延岡市松原町１－４－６ 延岡国道維持出張所

延岡市北川町長井５５６５－８８ 延岡高速道路維持出張所

宮崎県 宮崎市橘通東２－１０－１ 宮崎県庁内 １０台

宮崎市 宮崎市橘通西１－１－１ 宮崎市役所内 ２台

宮崎市和知川原１－６４－２ 宮崎市消防局内

宮崎市吉村町嶋田甲７４４－１ 東分署内

宮崎市佐土原町大字下那珂字町田12900 北部出張所内

国富町大字嵐田字中須２４１６－１ 西部出張所内

宮崎市大字本郷北方３１６０－１ 南消防署内

宮崎市生目台東１－２－１ 中部出張所内

宮崎市青島町３－４－２２ 青島出張所内

清武町大字今泉字上の原甲３６０９ー５ 南部出張所内

都城市 都城市姫城町６－２１ 都城市役所内 ２台

都城市菖蒲原町１９－７ 都城市消防局内 都城市消防局

延岡市 延岡市東本小路２－１ 延岡市東本小路２－１ 延岡市役所内 ２台

延岡市野地町５－２７６１ 延岡市消防本部内 ２台

日南市 日南市中央通１－１－１ 日南市役所内 ２台

日南市中央通１－９－７ 日南市消防本部内 ２台

小林市 小林市細野３００ 小林市役所内 ２台

小林市須木大字中原１７５７ 須木庁舎内

日向市 日向市本町１０－５ 日向市役所内 ２台

日向市亀崎２－２３ 日向市消防本部内 ２台

串間市 串間市大字西方５５５０ 串間市役所内 ２台

串間市大字南方１２２ 串間市消防本部内 ２台

西都市 西都市聖陵町２－１ 西都市役所内 ２台

西都市大字三宅三茶嶋2445-13 西都市消防署内

えびの市 えびの市大字栗下１２９２ えびの市役所内 ２台

三股町 三股町五本松１－１ 三股町役場内 ２台

高原町 高原町大字西麓８９９ 高原長役場内 ２台

国富町 国富町大字本庄４８００ 国富町役場内 ２台

綾町 綾町大字南俣５１５ 綾町役場内 ２台

高鍋町 高鍋町大字上江８４３７ 高鍋町役場内 ２台

新富町 新富町大字上富田７４９１ ２台

西米良村 西米良村大字村所１５ 西米良村役場内 ２台

木城町 木城町大字高城１２２７－１ 木城町役場内 ２台

川南町 川南町川南１３６８０－１ 川南町役場 ２台

第２編 共通対策編

第３章 災害応急対策計画
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免 許 人 名 設 置 場 所（住 所）

都農町 都農町大字川北４８７４－２ 都農町役場内 ２台

門川町 門川町本町１－１ 門川町役場内 ２台

諸塚村 諸塚村家代２６８３ 諸塚村役場内 ２台

椎葉村 椎葉村大字下福良１７６２－１ 椎葉村役場内 ２台

美郷町 美郷町西郷区田代１ 美郷町役場内 ２台

高千穂町 高千穂町大字三田井１３ 高千穂町役場内

日之影町 日之影町大字岩井川３３９８－１ 日之影町役場内

五ヶ瀬町 五ヶ瀬町大字三ヶ所１６７０ 五ヶ瀬町役場内

宮崎県東児湯消防組合 高鍋町大字上富田6346 新富分遣所内

高鍋町大字持田３４１９－９

川南町大字川南字平田1407-39 川南分遣所内

都農町大字川北5434-1 都農分遣所内

西諸広域行政事務組合 野尻町大字東麓1147-1 中央消防署野尻分遣所内

【466.775MHz】

免 許 人 名 設 置 場 所（住 所）

宮崎県 宮崎市橘通東２－１０－１ 宮崎県庁舎内 １０台

宮崎市（高岡町） 宮崎市高岡町大字内山２８８７

宮崎市（田野町） 宮崎市田野町甲２８１８ 田野総合支所内

宮崎市田野町乙７６９６ 宮崎市立田野病院内

都城市（山之口町） 都城市山之口町大字花木２００５ 山之口総合支所内

都城市（高城町） 都城市高城町大字石山萱場昼原５０二林班

都城市高城町大字穂満坊３０６

延岡市 延岡市岡富山１７７５ 延岡防災高平基地局内

延岡市土々呂町３－８４６－１１０ 延岡市伊形支所内

延岡市稲葉崎町１－２６２４－５ 延岡市東海支所内

延岡市熊野江町２４５４－５ 延岡市南浦支所内

延岡市島浦町７４５－１ 延岡市島浦支所内

延岡市船倉町２－３－２ 延岡市消防本部内

延岡市東本小路２－１ 延岡市役所内

延岡市（北浦町） 延岡市北浦町大字古江字払川９１８－１ 陣ヶ峰中継局内

延岡市北浦町大字古江１９３０ 北浦町総合支所内

延岡市（北川町） 延岡市北川町大字川内名６６７２－２ 鏡山中継局内

延岡市北川町大字川内名７２５０ 北川町総合支所内

延岡市（北方町） 延岡市北方町卯６８２ 北方町総合支所内

日南市 日南市大字板敷字茱萸木５５１５－８ 乱杭野中継局内

日南市大字富土字瀬平９６７ 富土中継局内

日南市中央通１－１－１ 日南市役所内

日南市（北郷町） 日南市北郷町郷之原乙１４７７ 北郷町総合支所内

日南市（南郷町） 日南市南郷町南町８－１ 南郷町総合支所内

小林市 小林市大字４３５３－１０ 消防第４分団 第６部

小林市大字細野２０６２－５ 消防第１分団 第４部

小林市大字細野３００ 小林市役所内

小林市大字細野３８ 小林市民体育館内

小林市大字細野３９２１ 消防第２分団 第２部

小林市大字細野４１４－９ 消防第１分団 第１部

小林市大字細野４３７３ 細野地区体育館内

小林市大字細野４９８２ 大王公民館内

小林市大字真方４３５３－１０ 消防第４分団 第６部

小林市大字真方５６３０－６ 消防第４分団 第１５部
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小林市 小林市大字真方７９３－３ 消防第１分団 第５部

小林市大字水流迫７３１ 消防第２分団 第１２部

小林市大字堤３４８３－１８ 消防第２分団 第３部

小林市大字堤３６９９ 勤労者体育センター内

小林市大字東方３８４４－７ 消防第４分団 第７部

小林市大字東方４７３８ 東方森林体育館内

小林市大字南西方２８９４－１ 消防第３分団 第１１部

小林市大字南西方５１６５－７ 消防第３分団 第１０部

小林市大字南西方６２１２ 西小林地区体育館内

小林市大字南西方７８１３ 生駒公民館内

小林市大字南西方８７９０ 環野公民館内

小林市大字北西方１６５９－１ 消防第３分団 第９部

小林市大字北西方３９９７－６ 消防第４分団 第８部

小林市大字北西方４０７６ 永久津地区体育館内

小林市野尻町東麓１１８３－２ 野尻総合支所内

日向市（東郷町） 日向市東郷町大字山陰丙１１１－２ 熊山中継局舎内

日向市東郷町大字下三ヶ１５９０－８ 消防６部車庫内

日向市東郷町大字下三ヶ１６１５－３ 越表地区生活改善センター内

日向市東郷町大字下三ヶ２０３４ 下渡川集会施設内

日向市東郷町大字山陰乙１７８２－１ 消防２部車庫内

日向市東郷町大字山陰己６９４－１ 消防１０部車庫内

日向市東郷町大字山陰庚１２６７ 消防３部車庫内

日向市東郷町大字山陰甲３３９－５ 山ノ口地区集落センター内

日向市東郷町大字山陰甲３４８－２ 消防７部車庫内

日向市東郷町大字山陰辛４０９－１ 消防８部車庫内

日向市東郷町大字山陰丁２３２－１ 消防４部車庫内

日向市東郷町大字山陰丙１３６９－イ 消防１部車庫内

日向市東郷町大字山陰丙１３７４ 東郷町消防本部内

日向市東郷町大字山陰丙１３７４ 日向市東郷町地域自治センター内

日向市東郷町大字山陰戌４７７－８ 消防１１部車庫内

日向市東郷町大字坪谷２２９－７ 消防５部車庫内

日向市東郷町大字八重原迫野内６９６－１ 消防９部車庫内

西都市 西都市聖陵町２－１

えびの市 えびの市大字栗下１２９２ えびの市役所内

高原町 高原町大字西麓８９９ 高原町役場内

高原町大字西麓１７６－１ 西諸広域行政事務組合中央消防署南分遣所内

国富町 国富町大字本庄４８００ 国富町役場内

綾町 綾町大字北俣４９９８ 尾立中継局内

綾町大字南俣５１５ 綾町役場内

高鍋町 高鍋町大字上江１２０７－１ 高鍋町役場内

高鍋町大字上江１３０３ 高鍋町水道課内

新富町 新富町大字上富田７４９１ 新富町役場内

西米良村 西米良村大字村所１５ 西米良村役場内

木城町 木城町石河内浜口２４７－か 木城町防災行政無線白木八重中継局内

木城町大字中之又松尾４－１ 木城町防災行政無線松尾中継局内

木城町大字高城１２２７－１ 木城町役場内

川南町 川南町大字川南１３６８０－１ 川南町役場内

川南町大字川南１３４８２－１７ 社会教育課

川南町大字平田２３８６－１ 老人ホーム

都農町 都農町大字川北４８７４－２ 都農町役場内
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免 許 人 名 設 置 場 所（住 所）

門川町 門川町大字庵川１４０２ 第４分団第９部車庫内

門川町大字庵川２７０３－３０ 第４分団第１０部車庫内

門川町大字加草３３６９－１ 第４分団第１１部車庫内

門川町大字加草４－１４ 第４分団第８部車庫内

門川町大字川内１９３９ 三ヶ瀬集会施設内

門川町大字川内３４２８ 松瀬集会施設内

門川町大字川内４３９５ 第１分団第２部車庫内

門川町大字川内５－７ 第１分団第１部車庫内

門川町大字川内６９６４－３ 第１分団第３部車庫内

門川町大字門川尾末４６８１ 第２分団第４部車庫内

門川町大字門川尾末８７８２ 第３分団第７部車庫内

門川町大字門川尾末８８０７ 第３分団第６部車庫内

門川町大字門川尾末９１６６ 第４分団第１２部車庫内

門川町東栄町２－２ 第４分団第１２部車庫内

門川町本町１－１ 門川町役場内

門川町本町１－３５ 第２分団第５部車庫内

諸塚村 諸塚村大字家代２６８３ 諸塚村役場内

諸塚村大字家代３０４１ 林務駐在所内

諸塚村大字家代３３０３ ウッドピア諸塚内

諸塚村大字家代４３３６－１ 森林組合内

諸塚村大字家代６９０１－２ 荒谷生活改善センター内

諸塚村大字七ツ山１１４４－１２ 穂白尾公民館内

諸塚村大字七ツ山２０４９ 七ツ山公民館内

諸塚村大字七ツ山２８９９－２ 川内公民館内

諸塚村大字七ツ山４４５８－７ 小原井公民館内

諸塚村大字七ツ山４８０１－５ 八重の平生活改善センター内

美郷町 諸塚村大字七ツ山７１９５－１ 立岩公民館内

諸塚村大字七ツ山８７４３ 飯干公民館内

美郷町西郷区大字三ヶ３９９３タ３ 清水岳中継局舎内

美郷町西郷区大字田代１

美郷町南郷区神門３６－１

美郷町南郷区南町８－１

美郷町南郷区大字神門２８７ 美郷町南郷支所内

高千穂町 高千穂町大字向山字蟻谷２４６３

高千穂町大字三田井１３ 高千穂町役場内

日之影町 日之影町大字見立２０５２番地 消防団第３分団第１５部内

日之影町大字岩井川３３９８－１ 日之影町役場内

日之影町大字七折２８９８ 消防団第１分団第１部内

日之影町大字岩井川３１８３ 消防団第１分団第３部内

日之影町大字分城１１４６－２ 消防団第２分団第７部内

日之影町大字見立３０５１－１ 日之影町消防団第３分団第１４部内

日之影町大字岩井川６００－１ 日之影町消防団第４分団第１７部内

五ヶ瀬町 五ヶ瀬町大字三ヶ所１６７０

五ヶ瀬町大字三ヶ所１０７２５ 国民健康保険病院内

五ヶ瀬町大字三ヶ所８９５－１ 五ヶ瀬町鏡山中継局内

五ヶ瀬町大字三ヶ所１６７０ 五ヶ瀬町役場内
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(8)放送機能の利用

知事及び市町村長は、緊急を要する場合で、他の有線電気通信設備または無線設備によ

る通信ができない場合、または、著しく困難な場合においては、あらかじめ協議して定め

た手続により、災害に関する通知、要請、伝達、予警報等の放送をNHK宮崎放送局、(株)宮

崎放送、（株）テレビ宮崎及び（株）エフエム宮崎に要請する。

なお、市町村長の放送要請は知事を通じて行うものとする。

具体的な要請手続については、資料「災害対策基本法に基づく放送要請に関する協定」

を参照のこと。

(9)総合通信局の災害対策用移動通信機器の利用

九州総合通信局では、災害対策用移動通信機器（簡易無線局、MCA用無線機、衛星携帯電

話）を備蓄しており、県、市町村等は、九州総合通信局へ災害時や災害復旧時の通信手段

として貸し出しを要請する。九州総合通信局は、委託した民間会社を通じて、速やかに県、

市町村等へ無償で貸与する。

(10)使送による通信連絡の確保

有線通信及び無線通信が利用不能若しくは困難な場合、各防災機関は使送により通信を

確保するものとする。

(11)自衛隊の通信支援

県、市町村、防災関係機関は、自衛隊による通信支援の必要が生じたときは、「第３章第

３節第２款 自衛隊派遣要請・受入体制の確保」に基づき要請手続きを行う。

第３節 広域応援活動

第１款 地方公共団体による広域的な応援体制

第１項 基本方針
県及び市町村等は、県内において災害が発生し、自力による応急対策等が困難な場合、あ

らかじめ締結した相互応援協定に基づき、迅速・的確な応援要請の手続きを行うとともに、

受入れ体制の確保を図る。

また、県は、他都道府県で発生した災害において、自力による応急対策等が困難な場合に

は、相互応援定等に基づき、物的・人的応援を迅速・的確に実施する。

第２項 対策
1 応援要請の実施

(1)県の応援要請

【県】

ア 他市町村への応援指示

知事は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保するため、特に必要

があると認めるときは、他の市町村長に対し次の事項を示し、当該地の市町村が行う災

害応急対策の実施状況を勘案しながら、必要な指示または調整を行う。

① 応援を求める理由

② 応援を求める職種別人員、車両、資機材、物資等

③ 応援を求める場所

④ 応援を求める期間

⑤ その他応援に関し必要な事項

イ 他都道府県等への応援要請

(ｱ)九州・山口9県災害時応援協定に基づく応援要請

知事は大規模な災害が発生し、災害応急や災害復旧・復興を実施するため必要があ

ると認めるときは、上記協定に基づき応援を求め、災害対策に万全を期する。

第２編 共通対策編

第３章 災害応急対策
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ａ 応援要請

九州・山口9県災害時応援協定に基づき、支援対策本部（九州地方知事会会長県）

に対して応援要請を行う。

ｂ 応援要請項目

①職員の派遣 ②食料、飲料水及び生活必需品の提供

③避難施設及び住宅の提供 ④緊急輸送路及び輸送手段の確保

⑤医療支援 ⑥その他災害応急措置の応援のため必要な事項

(ｲ)全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定に基づく応援要請

知事は、上記(ｱ)の応援協定に基づく応援では、被災者の救援等の対策が十分に実施

できないと認めるときは、全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定に基

づき、他のブロック知事会を構成する都道府県に対し、全国知事会を通じて広域応援

を要請する。

(ｳ）関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定に基づく応援要請

知事は大規模な災害が発生し、本県単独では十分な災害対策等ができないと判断し

たときは支援対策本部（九州地方知事会会長県）に対して応援を要請するが、上記

(ｱ）の応援協定だけでは十分な災害対策等の応援ができないと当該支援対策本部が判

断したときは、関西広域連合に対して応援を要請する。

ウ 国の機関に対する職員派遣の要請及び斡旋

(ｱ)指定行政機関(指定地方行政機関を含む。)に対する職員派遣要請

知事は、県内における災害応急対策または災害復旧のため、必要があると認めると

きは、指定行政機関の長または指定地方行政機関の長に対し、次の事項を記載した文

書をもって、当該機関の職員の派遣を要請する。

① 派遣を要請する理由

② 派遣を要請する職員の職種別人員

③ 派遣を必要とする期間

④ その他職員の派遣について必要な事項

(ｲ)内閣総理大臣に対する職員派遣の斡旋

知事は、災害応急対策または災害復旧のため、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣に対し、次の事項を記載した文書をもって指定行政機関(指定地方行政機関を含

む。)の職員の派遣について斡旋を求める。

① 派遣の斡旋を求める理由

② 派遣の斡旋を求める職員の職種別人員

③ 派遣を必要とする期間

④ その他職員の派遣の斡旋について必要な事項

エ 指定行政機関(指定地方行政機関を含む。)または指定公共機関(指定地方公共機関を含

む。)に対する応急対策の要請

知事は、県内における災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、必要

があると認めるときは、指定行政機関の長(指定地方行政機関の長を含む。)または指定

公共機関(指定地方公共機関を含む。)に対し、当該機関が実施すべき応急対策の実施を

要請する。

オ 指定行政機関（指定地方行政機関を含む。）に対する応援の要求等

知事は、県の地域に災害が発生した場合において、災害応急対策を実施するため必要

があると認めるときは、指定行政機関に対し、応援を求め、又は災害応急対策の実施を

要請するものとする。

カ 民間団体等に対する要請

知事は、県内における災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、必要

があると認めるときは、県域を統轄する民間団体等に対し協力を要請する。

(2)市町村の応援要請

【市町村】

ア 他市町村への要請
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市町村長は、当該市町村の地域にかかる災害について適切な災害応急対策を実施する

必要があると認めるときは、宮崎県市町村防災相互応援協定に基づき、他の市町村長に

対し応援要請を行う。

応援項目は、次に揚げるとおりとする。

① 災害応急措置に必要な職員の派遣

② 食料品、飲料水及び生活必需品の提供

③ 避難及び収容施設並びに住宅の提供

④ 医療及び防疫に必要な資機材及び物資の提供

⑤ 遺体の火葬のための施設の提供

⑥ ごみ及びし尿の処理のための装備及び施設の提供

⑦ 災害応急措置に必要な車両及び資機材の提供

⑧ ボランティア団体の受付及び活動調整

⑨ その他応援のため必要な事項

イ 県への応援要請または職員派遣の斡旋

市町村長は、知事または指定地方行政機関等に応援または職員派遣の斡旋を求める場

合は、県に対し、次の事項を記載した文書をもって要請する。

ただし、緊急を要し、文書をもってすることができないときは、口頭または電話等に

より要請し、事後速やかに文書を送付するものとする。

(ｱ)応援要請時に記載する事項

① 災害の状況

② 応援(応急措置の実施)を要請する理由

③ 応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び数量

④ 応援(応急措置の実施)を必要とする楊所

⑤ 応援を必要とする活動内容(必要とする応急措置内容)

⑥ その他必要な事項

(ｲ)職員派遣斡旋時に記載する事頃

① 派遣の斡旋を求める理由

② 派遣の斡旋を求める職員の職種別人員

③ 派遣を必要とする期間

④ その他職員の派遣の斡旋について必要な事項

ウ 国の機関に対する職員派遣の要請

市町村長は、当該市町村区域における災害応急対策または災害復旧のため、必要があ

ると認めるときは、指定地方行政機関の長に対し、次の事項を記載した文書をもって当

該機関の職員の派遣を要請する。

① 派遣を要請する理由

② 派遣を要請する職員の職種別人員

③ 派遣を必要とする期間

④ その他職員の派遣について必要な事項

エ 民間団体等に対する要請

市町村長は、当該市町村区域における災害応急対策または災害復旧のため、必要があ

ると認めるときは、民間団体に協力を要請する。

2 応援受入体制の確保

【市町村】

(1)連絡体制の確保

市町村長は、応援要請が予測される災害が発生し、または発生するおそれがある場合に

は、迅速・的確にその状況を把握し、県・他市町村等に通報するほか、必要な情報交換を

行うものとする。

(2)物資等の受入体制の確保

ア 連絡窓口の明確化等
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市町村長は、県・他市町村等との連絡を速やかに行うため連絡窓口を定めておくものとする。

イ 物資等の受入体制の整備

市町村長は、国及び関係都道府県・市町村等からの物資の応援を速やかに受け入れるた

めの体制の確保やボランティア等の人的応援についてもあらかじめ受入体制を確保してお

くものとする。また、県内の他市町村が被災した場合の支援に備え、物資等の受入体制の

確保の検討に努めるものとする。

【県】

(1)連絡体制の確保

知事は、応援要請が予測される災害が発生し、または発生するおそれがある場合には、

迅速・的確にその状況を把握し、国及び関係都道府県等に通報するほか、必要な情報交換

を行うものとする。

(2)自衛隊等の受入体制の確保

ア 連絡窓口の明確化等

知事は、国及び関係都道府県等との連絡を速やかに行うため連絡窓口を定めておくものとする。

イ 自衛隊等の受入体制の整備

自衛隊、他の都道府県からの緊急消防援助隊、警察の広域緊急援助隊、ＤＭＡＴを受け

入れることとなった場合に備え、あらかじめ活動拠点（後方支援拠点）として下記のとお

り12箇所指定するとともに、今後実際の運用を想定した訓練等を行うものとする。

＜県内の後方支援拠点施設（平成２６年２月末現在）＞

①西階総合運動公園（延岡市西階町）

②高千穗町総合運動公園（高千穗町大字三田井）

③五ヶ瀬町総合運動公園Gパーク（五ヶ瀬町大字三ヶ所）

④宮崎市生目の杜運動公園（宮崎市大字跡江）

⑤宮崎市清武総合運動公園（宮崎市清武町）

⑥県立農業大学校（高鍋町大字持田）

⑦日南総合運動公園（日南市大字殿所）

⑧都城市高城総合運動公園（都城市高城町）

⑨小林総合運動公園（小林市南西方）

⑩日向市牧水公園交流施設及び日向市東郷グラウンド（日向市東郷町）

⑪西都原運動公園（西都市大字三宅）及び清水台総合公園（西都市大字清水）

⑫串間市総合運動公園（串間市大字西方）

3 消防機関の応援要請

【県、市町村】

(1)応援要請

被災市町村は、被災地の消防機関の消防力では十分な活動が困難である場合、県下の他

の消防機関に対し、宮崎県消防相互応援協定に基づく応援要請を速やかに行うものとする。

また、県境にある市町村は隣接県の市町村に対する応援要請が必要であると判断した場合

には、各消防相互応援協定に基づき応援を要請する。

知事は、県内の消防力をもってしても被災地の災害防御に対処できない場合には、消防

組織法第44条の規定により、緊急消防援助隊または「大規模特殊災害時における広域航空

消防応援実施要綱」に基づく他の都道府県及び消防機関所有のヘリコプターの派遣等を消

防庁長官に要請するものとする。

〈応援派遣要請を必要とする災害規模〉

① 大規模災害または災害の多発等により、災害の防御が困難または困難が予想される災害

② 災害が拡大し宮崎県内の他市町村または宮崎県外に被害が及ぶ恐れのある災害

③ 多数の要救助者があり、早期に多数の人員、資機材等が必要な災害

④ 特殊資機材を使用することが災害防御に有効である災害

⑤ その他応援派遣要請の必要があると判断される災害
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4 他都道府県被災時の応援

【県】

県は、他都道府県において災害が発生し、または発生するおそれがある場合で自力による

応急対策が困難であるため応援要請がされた場合は、基本法に基づき、他都道府県に対し応

援を実施するものとする。

なお、「九州・山口９県災害時応援協定」に基づく応援の実施に際しては、緊急を要し要請

を待つ暇がないと認められる場合は、幹事県の調整のもとに自主的に他県に応援をするもの

とする。

(1)支援対策本部の設置

県は、他都道府県において大規模な災害が発生した場合には、関係部局から構成する支

援対策本部を速やかに設置し、被災都道府県への物資の供給や職員の派遣等の指示及び調

整を行うものとする。

(2)被害情報の収集

支援対策本部は、応援を迅速かつ的確に行うため被災都道府県へ職員を派遣するなどし、

被害情報の収集を速やかに行うものとする。

(3)応援の実施

支援対策本部は、収集した被害情報等に基づき応援の決定を行い、被災都道府県への職

員の派遣、物資の供給等の応援を実施する。その際、職員は派遣先において援助を受ける

ことのないよう、食料、衣料から情報伝達手段に至るまで各自で賄うことができる自己完

結型の体制とする。

(4)被災者受入れ施設の提供等

支援対策本部は、被災都道府県の被災者を一時受入れするための公的住宅、医療機関並

びに災害時要援護者を受入れるための社会福祉施設等の提供もしくは斡旋を行うものとする。

5 広域受援・応援計画

【県・市町村】

県及び市町村は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体や防災関

係機関、ボランティア等から応援を受けることができるよう、受援のための組織、受援に関

する連絡・要請の手順、受援業務、応援機関の活動拠点、応援要員の受入体制等について受

援計画を定めものとする。

県及び市町村は、他の地方公共団体からの応援要請がなされた場合に効果的な応援を行う

ことができるよう、実施体制、応援に関する連絡・要請の手順、職員の派遣、物資の提供等

について応援計画を定めるよう努めるものとする。

6 県等の応急措置の代行

(1)県による応急措置の代行

知事は災害の発生により市町村が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったと

きは、当該市町村が実施する応急措置のうち、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事す

る者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限することや現場の災害を受けた工作物

等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をする権限等についてその全部又は一部に

ついて市町村に代わって行うものとする。

(2)指定行政機関（指定地方行政機関を含む。）による応急措置の代行

指定行政機関の長等は災害の発生により市町村及び県が全部又は大部分の事務を行うこ

とができなくなったときは、当該市町村が実施する応急措置のうち、現場の災害を受けた

工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をする権限等についてその全部又

は一部について市町村に代わって行うものとする。
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第２款 自衛隊派遣要請・受入体制の確保

第１項 基本方針
知事は、災害が発生し、人命または財産の保護のため必要があると認めた場合は、直ちに

自衛隊に対し災害派遣を要請するものとする。

第２項 対策
1 自衛隊に対する災害派遣要請

【県、市町村等】

(1)災害派遣要請の基準

自衛隊に対して災害派遣要請を行う基準は、次のとおりとする。

ア 天災地変その他災害に際して人命又は財産保護のため緊急に必要であり、かつ自衛隊

以外の機関では対処することが困難であると認められるとき。

イ 災害の発生が迫り予防措置が急を要する場合で自衛隊の派遣以外に方法がないと認め

られるとき。

※ 公共性、緊急性、非代替性の３要件が基本となる。

(2)要請権者（要請を行うことができる者）

自衛隊に対して災害派遣要請を行える者は、知事、第十管区海上保安本部長、宮崎空港

事務所長である。（以下「知事等」という。）

(3)派遣要請を行う場合

災害に際し、知事等は、次の場合に自衛隊の部隊等の派遣を要請する。

ア 県下市町村長から派遣要請の要求があり、知事が必要と認めた場合

イ 知事等が自らの判断で派遣の必要を認めた場合

(4)災害派遣の活動範囲

自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容は、災害の状況、他の救援機関等の活動

状況、要請内容、現地における部隊等の人員、装備等によって異なるが、通常、次に示す

ものとする。

項 目 内 容

被害状況の把握 車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行

って被害状況を把握する。

避難の援助 避難の命令等が発令され、避難、立退き等が行われる場合で

必要があるときは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援

助する。

避難者の捜索・救助 行方不明者、負傷者等が発生した場合は、通常他の救援活動

に優先して捜索活動を行う。

水防活動 堤防、護岸等の決壊に際しては、土のう作成、運搬、積込み

等の水防活動を行う。

消防活動 火災に際しては、利用可能な消防車その他の防火用具(空中消

火が必要な場合は航空機)をもって、消防機関に協力して消火

にあたるが、消火薬剤等は、通常関係機関の提供するものを

使用するものとする。

道路または水路の啓開 道路若しくは水路が損壊しまたは障害物がある場合は、それ

らの啓開または除去にあたる。

応急医療・救護及び防疫 被災者に対し、応急医療、及び防疫を行うが、薬剤等は通常

関係機関の提供するものを使用するものとする。

人員及び物資の緊急輸送 緊急患者、医師その他救護活動に必要な人員及び援助物資の

緊急輸送を実施する。この場合において航空機による輸送

は、特に緊急を要すると認められるものについて行う。

炊 飯 及 び 給 水 被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。

救援物資の無償貸与又は 「防衛省所管に属する物品の無償貸与及び譲与等に関する省



-133-

第２編 共通対策編

第３章 災害応急対策

譲与 令」(S.33.総理府令第1号)に基づき、被災者に対し救援物資

を無償貸付けしまたは譲与する。

危険物の保安及び除去 能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措

置及び除去を実施する。

通 信 支 援 通信機器を用いて情報の収集及び伝達を行う。

広 報 活 動 航空機、車両等を用いて、住民に対する広報を行う。

そ の 他 その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものに

ついては、所要の措置をとる。
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＜大震災時の自衛隊の活動内容と県庁の連絡調整部課組織図＞

自 衛 隊
支 援 内 容 課 部

知事、副知事との連絡調整 秘書広報課 総合政策部

TacCP 等県庁内施設の使用 総務課 総務部

損害賠償事故の処理要請 危機管理局 総務部

物品の管理 総務事務センター 総務部

緊急調達 総務事務センター 総務部

経費負担区分に対する協定 財政課 総務部

記者発表、資料提供 秘書広報課 総合政策部

被害状況全般 危機管理局 総務部

避難者情報、避難勧告（命令）状況 危機管理局 総務部

道路被害・復旧情報 道路保全課 県土整備部

緊急輸送ルートの確立 道路保全課 県土整備部

河川被害・復旧情報 河川課 県土整備部

鉄道被害・復旧情報 総合交通課 総合政策部

山崩れ、崖崩れ等被害・復旧情報　 危機管理局 総務部

被害情報 警察本部

緊急輸送ルートの決定 危機管理局 総務部

水道断水・復旧情報 衛生管理課 福祉保健部

住宅（仮設住宅等）情報 建築住宅課 県土整備部

電力・ガス被害・復旧情報 危機管理局 総務部

給水・浴場関連情報 衛生管理課 福祉保健部

災害派遣要請等に関する調整 危機管理局 総務部

部隊運用に関する全般調整（県庁全般） 危機管理局 総務部

テント設営のための組み立て足場輸送 危機管理局 総務部

生活必需品等の輸送 危機管理局 総務部

入浴 衛生管理課 福祉保健部

トラックによる遺体輸送 衛生管理課 福祉保健部

自転車の保健所への輸送 福祉保健課 福祉保健部

衛生物資の輸送 福祉保健課 福祉保健部

がれき対策 環境対策推進課 環境森林部

食事の運搬 農産園芸課 農政水産部

食事の充実 農産園芸課 農政水産部

医療品の輸送 医療薬務課 福祉保健部

港湾施設災害復旧 港湾課 県土整備部

緊急給水の実施 衛生管理課 福祉保健部

病院に対する給水の実施 衛生管理課 福祉保健部

生活用水の供給 衛生管理課 福祉保健部

防塵マスクの輸送 警察本部

道路保全課 県土整備部

河川課 県土整備部

砂防課 県土整備部

ヘリポート適地調整 危機管理局 総務部

ヘリによる患者輸送 危機管理局 総務部

避難所巡回診察 福祉保健課 福祉保健部

避難所救護センター医療スタッフ差出 医療薬務課 福祉保健部

患者輸送 医療薬務課 福祉保健部

避難所歯科診療 医療薬務課 福祉保健部

倒壊地域の防疫（消毒） 健康増進課 福祉保健部

医薬品の輸送 医療薬務課 福祉保健部

営繕課 県土整備部

危機管理局 総務部

緊急物資等揚陸 港湾課 県土整備部

船舶係留岸壁の調整 港湾課 県土整備部

県 庁

崖崩防災点検（陸航空）

県庁内電話の構成

宮
崎
県
災
害
対
策
本
部
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(5)災害派遣の要請先

災害派遣の要請先は以下のとおりである。

区 分 要請先 所在地 電話番号

陸上自衛隊 陸上自衛隊第43普通科連隊長 都城市久保原町 0986(23)3944

〃 陸上自衛隊第24普通科連隊長 えびの市大河平 0984(33)3904

航空自衛隊 航空自衛隊新田原基地司令 児湯郡新富町新田 0983(35)1121

海上自衛隊 海上自衛隊呉地方総監 呉市幸町３丁目 0823(22)5511
〃

海上自衛隊鹿屋航空基地隊 鹿屋市西原町 09944(3)3111
第１航空群司令

（注）陸上自衛隊の担当区域

第24普通科連隊・・えびの市、小林市、高原町

第43普通科連隊・・県内全域 但し、えびの市、小林市、高原町を除く

＜災害派遣要請系統図＞

市 町 村 長 県 知 事 陸上自衛隊 第43普通科連隊長
(災害対策本部長) 第24普通科連隊長

防災関係機関 危 機 管 理 局

県出先機関 航空自衛隊 新田原基地司令

第十管区海上
保 安 本 部 長

宮崎空港事務所長 呉地方総監
海上自衛隊 鹿屋航空基地隊

第１航空群司令

(6)派遣要請の方法

県からの派遣の要請は、自衛隊に対し、原則として文書により行うこととする。ただし、

文書によるいとまのないときは口頭又は電話によることとし、事後速やかに文書を提出す

るものとする。

派遣要請にあたっては、原則として次の事項を明確にするものとする。

ア 災害の情況及び派遣を要請する事由

イ 派遣を希望する期間

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容

エ その他参考となるべき事項
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＜災害派遣要請書様式＞

(陸上自衛隊第43普通科連隊長)殿 文書番号

年 月 日

宮崎県知事

自衛隊の災害派遣について（要請）

自衛隊法第83条により、下記のとおり災害派遣を要請します。

記

１ 災害の情況及び派遣を要請する事由

２ 派遣を希望する期間

３ 派遣を希望する区域及び活動内容

４ その他参考となるべき事項

(7)市町村長の知事への派遣要請

市町村長が、知事に対し自衛隊の災害派遣を要求しようとするときは、災害派遣要請書

に記載する事項を明らかにし、電話又は口頭をもって県(危機管理局)に要求するものとす

る。なお、事後速やかに要求文書を提出する。

＜知事への要求書様式＞

文書番号

宮崎県知事殿 年 月 日

（市町村長） 印

自衛隊の災害派遣要請について

自衛隊法第83条に基づき、下記のとおり自衛隊の災害派遣の

要請をお願いいたします。

記

１ 災害の情況及び派遣を要請する事由

２ 派遣を希望する期間

３ 派遣を希望する区域及び活動内容

４ その他参考となるべき事項

(8)市町村長が県に依頼することができない場合の措置

市町村長は、通信の途絶等により、知事に対し自衛隊の派遣要請を要求することができ

ない場合には、その旨及びその市町村の地域に係る災害の状況を自衛隊に通知するものと

する。この際、市町村長は当該通知をしたときは、事後、速やかにその旨を知事に通知す

るものとする。
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(9)自衛隊との連絡調整

県は、平素から、自衛隊等救助機関と連携を図ることを目的として設置された「宮崎県

救助機関災害対策連絡会議」等を通じて連絡体制を図る他、災害時において、以下の調整

を行う。

ア 情報の交換

災害が発生し、又は発生のおそれがある場合において、県及び関係機関は自衛隊の災

害派遣の有無に拘らず、情報の交換等連絡調整を行う。

また、県等は事態の推移に応じ、災害派遣を要請しないと決定した場合は、直ちにそ

の旨を連絡するものとする。

イ 連絡班の派遣依頼

県は、自衛隊に対して災害派遣要請を行った場合は、自衛隊の災害派遣が円滑に行わ

れるようにするため、自衛隊に対して連絡班の派遣を依頼する。

ウ 連絡所の設置

県は、イの依頼をした場合、県災害対策本部等に自衛隊連絡班の連絡所を設置する。

なお、設置にあたって県は連絡手段として、ＮＴＴの電話・ＦＡＸを提供する。また、

可能な範囲で宿泊、食事等についても配慮するものとする。

エ 調整上の留意事項

県は、イの依頼をした場合、自衛隊の活動内容・地域及びそれらの優先順位を明らかに

して、連絡班に通知するものとする。

2 自衛隊の自主判断に基づく災害派遣

知事等からの要請を受けて行う災害派遣を補完する例外的な措置として、災害の発生が突

発的で、その救援が特に急を要し、知事等の要請を待ついとまがないときは、自衛隊の指定

部隊等の長は、要請を待つことなく以下の判断基準に基づいて部隊等の派遣を行うことがで

きる。

(1)災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集

を行う必要があると認められること。

（例）

災害に際し、航空機（必要に応じ地上部隊又は艦艇等）により、自衛又は他部隊のみならず

関係機関への情報提供を目的として、情報収集を行う場合。

(2)災害に際し、知事等が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認められる

場合に、直ちに救援の措置をとる必要があると認められること。

（例）

① 災害に際し、通信の途絶等により部隊等が知事等と連絡が不能である場合に、市町村長又

は警察署長その他これに準ずる官公署の長から災害に関する通報を受け、直ちに救援の処置

をとる必要があると認められること。

② 災害に際し、通信の途絶等により知事等と連絡が不能である場合に、部隊等による収集そ

の他の方法により入手した情報から、直ちに救援の処置をとる必要があると認められること。

(3)災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命救助に

関するものであると認められること。

（例）

部隊等が防衛省の施設外において、人命に係わる災害の発生を目撃し、又は当該災害が近傍

で発生しているとの報に接した場合等で、人命救助の措置をとる必要があると認められる場合。

(4)その他災害に際し、上記に準じ特に緊急を要し、知事等からの要請を待ついとまがない

と認められること。

この場合においても、指定部隊等の長は、できる限り早急に知事等に連絡し、密接な連

絡調整のもとに適切かつ効率的な救援活動を実施するよう努めるものとし、また、自主派

遣の後に、知事等から要請があった場合には、その時点から当該要請に基づく救援活動を

実施することとする。

なお、自衛隊の自主判断に基づく災害派遣は上記以外に庁舎等防衛省の施設又はその近
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傍に災害が発生した場合における自衛隊の自主判断に基づく部隊等の派遣（近傍派遣）が

ある。

3 自衛隊受入れ体制の確立

【県、市町村、防災関係機関】

(1)体制整備の連絡

知事は、自衛隊の災害派遣が決定したときは、関係市町村または関係機関の長に派遣部

隊の受入れ体制を整備させるとともに、派遣部隊及び関係市町村または関係機関との連絡

にあたるため、必要に応じ職員を派遣する。

(2)派遣部隊の誘導

県警察本部及び関係機関は、自衛隊の災害派遣出動に伴う誘導の要請があった場合は、

出動経路、交通事情等必要に応じパトカー又は白バイ等により被災地へ誘導するものとす

る。

(3)受入れ側の活動

災害派遣を要求した市町村長は、派遣部隊の受入れに際しては、次の事項に留意して、

自衛隊の任務と権威を侵害することなく、派遣部隊の救援目的が十分に達成できるよう処

置するものとする。

ア 災害派遣部隊到着前

(ｱ)速やかに作業が開始できるよう計画し、資機材等を準備すること。

(ｲ)連絡職員を指名し、自衛隊との連絡体制を確立すること。

(ｳ)派遣部隊の宿泊施設及び駐車場（部隊の集結地）を選定し、指定すること。

イ 災害派遣部隊到着後

(ｱ)派遣部隊を目的地に誘導するとともに、作業が他の機関と競合重複しないよう、か

つ最も効果的に分担できるよう派遣部隊指揮官と協議すること。

(ｲ)派遣部隊指揮官名、編成装備、到着日時、作業内容及び作業進捗状況等を災害派遣

要請者に報告すること。

(4)ヘリコプターの受入れ

ヘリコプターを使用する災害派遣要請を行った場合は、ヘリポート等の諸準備に万全を

期す。（6「緊急時ヘリコプター離着陸場の選定と準備」に詳述）

(5)経費の負担区分

派遣部隊が活動に要した経費のうち次に揚げるものは市町村の負担とする。ただし、要

求者が複数にわたる場合は、当事者が協議して負担割合を定めるものとする。

ア 派遣部隊が連絡のため宿泊施設に設置した電話の設置費及び通話料金(災害派遣に関わ

る事項に限る。)

イ 派遣部隊が宿泊のため要した宿泊施設、借上料、電気料、水道料及び汲み取り料

ウ 活動のため現地で調達した資器材の費用

エ 派遣部隊の救援活動の実施に際し生じた損害（自衛隊装備に係るものを除く。）の補償

オ その他の必要な経費については、事前に協議しておくものとする。

なお、疑義が生じた場合は、自衛隊と要求者が協議するものとする。

4 災害派遣部隊等の活動

災害派遣部隊は、主として人命財産の救援のため、各機関と緊密な連絡を保って相互に協

力し、次の業務を実施する。

(1)災害の発生が予想される場合又は発生直後の初期活動(情報の収集・準備の推進）

ア 連絡班及び偵察班の派遣

(ｱ)連絡班

状況悪化に伴い県災害対策本部、その他必要な機関に連絡班を派遣し、情報の収集

及び部隊派遣等に関する連絡調整を行う。

また、状況によっては通信班を派遣し通信の確保を図る。

(ｲ)偵察班




